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改めて「経済との整合性」

　　　　　　　　　　　　　　　　　を問う

　　　中部産政研

理事長植　本　俊　一

　総務省が発表した労働力調査（速報）に

よって，9月の完全失業率が5．3％と過去最

高となったことが明らかになった。完全失業

者数も357万人となり，こちらも過去最高を

示している。また，失業期間が1年以上に及

ぶ完全失業者の数も，前年同期に比べて12万

人増の92万人となり，全体に占める比率も

27．4％と，約4人に1人が1年以上の完全失

業者となっている。（総務省：8月労働力特

別調査速報）

　問題はこの傾向がそう簡単には収まりそう

にないことである。因みに9月の鉱工業生産

指数は2ヶ月連続で前月比2．9％減となり，

前年同期比では12．7％の大幅な減少を示して

いる。また，中小企業金融公庫が29日に発表

した中小企業景況調査を見ても，なお従業員

や生産設備の過剰感がさらに強まるなど，中

小企業の景気は一段と悪化しつつある。

　またさらに深刻なことは，年齢階層別に完

全失業者の分布をみると，先に見た92万人の

内，15歳から34歳の若年層が38万人と約4割

を占めていることである。しかも，彼らが望

む職種を提供できていないことも別の意味で

産業界として深刻に受け止めるべき問題であ

ろう。仕事に就けない理由を尋ねたところ，15

歳から34歳の完全失業者全体の申で63％が，

希望する種類・内容の仕事がないと答えてい

る。

　今さら言うまでもないことかもしれないが，

石油，鉱物，天然ガスなど天然資源に恵まれ

ず，かつ例えばアメリカのような広大な国内

市場を持たない日本にとって，人的資源とり

わけ有用なモノを造る技能や独創的なモノや

サービスを開発する「人の力」を持続的に高

めていくことこそ，その将来を賭けた最重要

課題であろう。とすれば，若年層にその希望

する就労機会を安定的に提供し，安定した雇

用環境の下でその力を育て日本の将来にむけ

て活かしていくことは，企業労使の使命でも

あり，かつ同時に日本の労働政策の基本でも

ある。

　ではどうすれば，それが可能になるのか。

先ず以って解決しなければならないことは，

一
刻も早く日本経済を「デフレ・スパイラル

不況」の淵から救い出すことである。それは

具体策がなかなか示せない「構造改革」でも
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なく，いつ果てるとも判らぬ金融機関の不良

債権処理のために血税を際限なく注ぎ込むこ

とでもない。むしろ今必要なのは，そうした

後追いの対症療法的な政策ではなく，適切な

景気浮揚策の早急な執行であり，国民に将来

の夢と明るさを感じさせる政策である。景気

対策を先送りすればするほど不良債権の膨張

など再生のためのコストは増していく。一方，

生活者を取り巻く先行きは暗い。賞与はもち

ろん収入の漸減，いつ身にふりかかるやもし

れぬ雇用不安，健康保険や年金をはじめ将来

の生活に対する不安が高まりつつある中で，

財布の紐が締まるのも当たり前であろう。そ

れではいつまでたってもデフレ・スパイラル

から抜け出すことはできない。

　一方，労働界に求められるのは，企業内組

合の枠を超えた「労働組合運動の社会的整合

性」であろう。全体として雇用環境の悪化す

る中で，非正規の職員・従業員は逆に増加を

示している。非正規職員・従業員の割合は約

28％，1，400万人に上っている。また，過去

1年間に転職を経験した人の数は325万人に

上り，かつ転職に伴って収入が減った者の割

合は約45％に及ぶ。15歳から34歳層でも，収

入が増えたのは40％にとどまり逆に同等もし

くは減ったと答えた人が60％を占めている

（総務省：8月労働力調査特別調査結果速

報）。確実に生活者全体としての収入は減少

しつつある。企業内の正規従業員（常用雇

用）の利益を代表する従来の枠組みを超えて，

労働と成果に相応しい公正な賃金，労働条件

の社会的決定に向けた労働組合の新しい役割

が期待されるところである。

　産業界に求められることは，「お金を出し

て買いたい」と思わせるような商品開発にむ

けた取り組みである。確かに経営環境は厳し

く，リストラや費用低減が最優先課題に据え

られるのも当然であろう。しかし，そうした

経営が従業員の目にはどのように映るだろう

か。ある会社で希望退職を募ったところ予定

を上回る応募があった。問題はその中身であ

る。その3分の2が若い中堅技術者で占めら

れたという。彼らは，商品開発に賭ける情熱

を失い，会社の将来にも失望したのである。

安易な人員削減や財務主導の後ろ向きのリス

トラは，有用な商品開発といった企業本来の

目的を見失った本末転倒といわざるを得まい。

　バブル崩壊以降の長期不況に続くデフレ・

スパイラル不況の追い討ちはあまりにも厳し

い。今求められているのは，この苦境からの

脱却であり，それは政労使共通の課題でもあ

る。とすれば，互いに協力して解決の方途を

探ることはできないだろうか。かつて，オイ

ルショック後Q狂乱インフレの中で，全国民

間労組委員長懇話会は，当時の福田（赴夫）

副総理と長谷川労働大臣に申し入れを行った。

これを契機に，政労使間に「政府は，公共料

金の値上げの凍結などインフレ抑制策を継続

する。労働組合は，大幅賃上げを自粛する。

経営者は，原材料コストアップの価格転嫁を

自粛する。」との社会的合意が成立。狂乱物

価の鎮静と実質賃金の向上を実現した経験が

ある。この年の春闘が，いわゆる「経済との

整合性」を考慮した適正な賃上げをめざす

「社会契約的春闘」であった。

　今，改めてこうした社会的枠組みづくりの

必要性について，政労使が考えるべき時では

ないだろうか。幸いにして，春闘の時期には，

賃金交渉を巡って労使はもちろん政府さらに

はマスコミも含め経済，産業のあり方につい
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てさまざまな議論のテーブルが設けられる。

こうした機会を有効に利用する必要がある。

そうした中で，「政府は，財政再建と併せて，

不良債権発生と雇用問題深刻化の元凶とも言

うべき景気の長期下降傾向に歯止めをかけ，

景気回復への道筋と日本の将来を解りやすく

かつ具体的に示すこと。労働組合は，雇用の

確保を最優先とすること。併せて，従来の企

業別（常用労働者）組合のパラダイムを超え

て，非常用雇用労働者の賃金，労働条件の公

正な決定と，格差の是正・底上げに向けた取

り組みを進めること。経営者は，有用な商品

の開発という本来の使命に専念する。そして，

足下の厳しさにのみ囚われた性急なリストラ

や，従業員のモラールを見落とした安易な人

員削減をおこなわないこと。」などが必要で

ある。

　こうしたいわゆる社会契約的な取組みに向

け，政労使に加え官・学の英知を結集し，そ

れぞれが持ち場立場で実現のために努力して

いく必要があろう。先にふれた「経済の整合

性を考慮した新しい春闘」を受けて，1976年

2月，労働組合は独自の政策要求をかかげて，

　「国民大行進」を実行した。そうした新たな

　「国民的運動」を盛り上げることに成功すれ

ば，日本が再びその本来の輝きを取り戻す日

は近いかも知れない。
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慮讐

小泉政権における構造改革

一雇用問題への対応一

軍
、

懸
‘塗

慶磨義塾大学経済学部教授

　　内閣府特命顧問

　　島　田　晴　雄

失業率よりも将来への手立て

　日本の失業率が5％を超えた。この数字は

確かに注意しなければならない現象ではある

が，これをもって世の中が大変なことになっ

たと過度にとらわれる必要はない。必要なの

は数字そのものではなく，これからの経済に

おいて人々が未来に向けて挑戦しようという

ときに，安心して次の可能性を目指して未来

に挑戦できる手立てが，それを必要としてい

る人々に与えられているかどうかである。こ

れが，雇用対策の基本であるし，小泉政権の

構造改革の一番重要な柱である。

　日本の労働市場の歴史的な流れはどちらか

というとアメリカよりもヨーロッパに近い。

ヨーロッパの失業率は1970年代前半までは

2％台で推移したが，80年代初頭には10％台

にはね上がった。その原因はヨーロッパの経

済構造の硬直性とか，失業保険や社会保障政

策のあり方とも関係している。ヨーロッパ諸

国はそのために重大なコストを払うことに

なった。しかし，そのために経済が破滅した

わけではなく，コスト負担を何とか乗り越え

て現在に至っている。ヨーロッパの例に見る

ように，失業の問題は大変な問題には違いな

いが，未来に向かってチャレンジしようとす

る人たちに対して，必要な手立てが提供され

ていれば乗り越えられないものではない。

　経済は生き物である。たとえゼロ成長で

あっても，自ら，を新陳代謝し，内部の構造は

常に変化している。歴史の役割を終えた産業

は衰退していくし，その一方，未来のニーズ

をとらえた産業は発展していく。たとえば

1990年代の日本をふりかえってみると，その

10年間で農業や製造業，公的部門を合わせて

230万人の雇用が減少した。その代わり，第

3次産業の雇用は400万人も増加している。

このように一見外から見ると停滞しているよ

うに見える経済においても内部の構造は変

わっており，人々はその変化に合わせて仕事

を選んだり，仕事を変わったりしている。

　逆説的かもしれないが，ある程度，失業と

いう余地がないと構造変化に対応できない。

労働市場に，ある種のだぶつきがないと構造

変化ができなくなる。したがって失業率の増

加について，ことさらに数字自体を深刻に考
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える必要はなく，変化に対応して未来に向け

て頑張ろうという人たちに必要な手立てがあ

ればよい。そこに構造改革，雇用対策，経済

戦略の核心がある。

雇用対策の基本は経済成長

　雇用自体は生産活動の派生需要といわれて

おり，生産活動がなければ雇用も生まれない。

雇用を増やすには生産を増やすのが基本で，

雇用だけを増やすわけにはいかない。した

がって，失業対策のように，政府が資金を拠

出して人を雇うというのは，全く非生産的な

やり方で，その予算措置がなくなればまた元

の木阿弥になる。技術も身につかないしか

えってよくない。政府が予算をつけて人を雇

うのはよほどの緊急事態であって，普通は

やってはいけない。雇用対策の基本は産業活

動を発展させること，経済を活発にさせるこ

とで，その派生需要としての雇用を増やすこ

とである。雇用対策の基本は経済成長なので

ある。

　問題はその経済成長を今日の日本でどう達

成するかである。日本政府は，バブルが崩壊

してから150兆円以上もの財政資金をつぎ込

み経済回復を図ったが，成功しなかった。こ

の資金の大部分を未来の国民に国債という形

で押しつけてしまい，財政は非常に深刻な事

態に陥っている。なぜ，成功しなかったのだ

ろうか。それは，日本が戦後のキャッチアッ

プ時代に築いた古い経済構造，経済システム

を残したままで資金をつぎ込んだためにほか

ならない。

　こうした事態を省みて，小泉政権はこのよ

うな経済構造を根底から変えることにより経

済成長のきっかけをつかもうと努力している。

このように考えてくると小泉政権の雇用対策

のあり方は自ずから決まってくる。つまり，

従来の財政支出による雇用の創出から，規制

改革による雇用の創出を目指すことになる。

これを私は「攻めの雇用」と呼んでいる。攻

めるに勝る守りはない。最大の雇用政策は雇

用機会を作ることにある。一方，「守りの雇

用」も必要である。雇用機会を失った人に次

のチャンスにチャレンジすることができる手

立てをどのように与えるかにある。雇用対策

はこのように攻めの雇用と守りの雇用の両面

から進める必要がある。

攻めの雇用

　日本経済は世界最大の貯蓄をかかえて，し

かしそれが使えない状況にある。それは，将

来を考えると安心して使える状況にない，と

いうことに尽きる。つまり，高齢化しつつあ

る，成熟化しつつある社会であまりにも将来

に対する不安が大きいことに原因がある。切

実な不安があるのは，高齢化したときの介護，

医療の問題，その前段階としての健康の維持

増進，若い夫婦においては子育ての問題，ま

た住宅問題などはすべての世代にわたる共通

の課題になっている。実はこれらについての

いいサービスがないのである。いいサービス

があれば当然人々は貯蓄を消費する。それに

よって雇用も生まれる。安心ができる。この

ように経済は好循環になる。

　考えてみると，これらのサービスは政府の

伝統的な規制と保護で固められている。小泉

改革は，規制改革をすることでこれらの分野

に民間事業者が参入することにより，とりわ

け生活者のウォンツにこたえるサービスを，

それを必要とする人々に提供できる状況を作
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ることにある。そうすると人々の望んでいる

きめの細かい柔軟なサービスがどんどん提供

されてくる。人々は貯蓄を使ってそれらの

サービスの提供を受ける。そうすればその

サービスに携わる雇用機会も生まれる。それ

が，小泉内閣の掲げている530万人雇用創出

計画でもある。その結果，消費水準が高まる

ので投資も起きて，経済は活力のある循環に

入ることができる。これが「攻めの雇用」で

ある。

守りの雇用

　　「守りの雇用」はいわゆるセーフティネッ

トと呼ばれるものである。

　その一つは情報の提供である。実は労働市

場は常に大きなミスマッチを抱えており，今

340万人が失業しているが，250万人の空席が

残っている。企業や産業は本当に必要として

いる人が見つからず困っている。これは情報

流通が不十分なことによる。どこにどういう

仕事があって，どういう人が求められている

かという情報が，求職者に十分知らされてい

ない。情報提供を密にすることでかなりの失

業者をカバーできる。

　二つ目は，職業訓練，能力開発である。得

られた情報に基づきいますぐに動ける人は求

職活動をすればよいが，求められている能力

が不足しているという人たちに対しては，能

力を高めるための手助けをする必要がある。

　三つ目の柱は所得保障，失業保険で，能力

開発や求職活動をしている期間の所得を保障

してそれに打ち込める状況を作ることである。

日本のセーフティネットの仕組みは世界でも

かなり優れた部類に入るが，改善の余地も多

い。例えば，民間の企業が情報提供と職業訓

練と職業紹介を同じところでやれる仕組みが

十分とはいえない。これが改善されれば，求

められている職種に必要な職業訓練を施し，

職業紹介にも一貫してつなげることができる。

　こうした実態を国良は十分に知らされてい

ない。何かあったときにどこに連絡すればこ

うした情報やサービスが得られるかがわから

ない。三つの仕組みを改善すると同時に，こ

れらを広く国民に知らせて，むだなくサービ

スが受けられるようにしていくことが必要で

ある。

　このようにして「攻めの雇用」と「守りの

雇用」の両輪が回ると，人々は安心して未来

にチャレンジできるので，経済改革が進んで

日本経済が活力を回復する。これが小泉構造

改革の核心である。

　　　　　　〔島田晴雄氏は中部産政研顧問〕

　　　　（談：9月25日，文責：中部産政研）

筆者紹介

　　　島田　晴雄（しまだ　はるお）
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1974年1月　米国ウィスコンシン大学博士課程
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特集　エンプロイアビリティ

市場主導型雇用システムと

　　　　　　　　人員削減の仕方

南山大学総合政策学部

教授村松久良光

はじめに

　今年に入って，米国経済の不調，IT産業

や半導体事業の急激な収益悪化，そして，9

月11日の米国における同時多発テロに発して，

再び，経済は不穏な情勢になってきた。国内

では，大手の自動車企業における人員削減が

続き，大手の電機産業が軒並み，大幅な人員

削減計画を発表している。小泉内閣では「構

造改革なくして景気回復はなし」を標語に，

不良債権処理や特殊法人の改革などが計画さ

れている。この計画の実施によって多数の雇

用が喪失されると予想される。公的サービス

や福祉分野における雇用創出という提案もさ

れているが，「小さな政府」を目指すという

ことから大方の支持が得られているわけでは

ない。労働市場において「規制改革」を行い

「雇用の流動化」を促進することによって雇

用問題に対処しようとしているが，果たして

有効であろうか。

　今勤めている企業が経営不振で仕事がなく

なった場合や，そこでの労働条件に不満があ

る場合に，同じような職が他の企業で容易に

見つかるような市場が整備されておれば，働

く人にとってなんと望ましいことか。そのよ

うな「流動的な労働市場」のモデルとして取

り上げられるのが米国である。米国では転職

が盛んで，有能な人は企業を渡り歩きながら

昇進していき，企業の方は，経営が赤字でな

くとも簡単にリストラを行うことができると

みられている。日本の実態に入る前に，90年

代における米国の雇用システムに関してみて

おくことが，日本との比較基準となり有用で

あろう。

90年代における

　　米国の雇用システムをめぐって

　米国は，1980年代初期において製造業を中

心として大きな不況を経験し，その後，1990

年から93年頃にかけて再び大きな不況を経験

した。その時には，イーストマンコダック，

ゼロックスやIBMなど，米国を代表する超

大企業が大幅なダウンサイジングないしリス

トラクチュアリングを行った。これらの企業

には労働組合は組織化されておらず，それに

対抗するという意味もあり，「ノーレイオ
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フ」という政策をそれまで掲げていた。その

うえに，専門技術職や管理職などのホワイト

カラーの多くがリストラの対象となったこと

が衝撃的であり，「長期雇用の崩壊」として

マスメディアに大きく取り上げられた。

　このような事態を背景に，米国の大企業に

おける雇用システムに関して，それまで内部

育成型であった管理・専門職などの「キャリ

アのある職」が消滅したかどうかをめぐって

論争が展開された1。経営史が専門のジャ

コービィ（Sanford　M，　Jacoby）は，労働組合

のない大企業の一部には，市場からの変動リ

スクに対して従業員の雇用と福利厚生を守ろ

うとする「福祉資本主義」が20世紀初頭以来

続いており，90年代のリストラで市場変動の

リスクが従業員のほうにシフトしたが，消滅

したというほど大げさなものではない，とい

う立場である。

　それに対して，大企業における雇用システ

ムを主として研究しているキャペリ（Peter

Cappelli）は「キャリアジョブは死んだ」とい

う衝撃的なタイトルで対抗した。その内容を

細かく展開したのが，1999年に出版された

「仕事における新しいやり方（The　New　Deal

at　Work）」であり，この8月に『雇用の未

来』（若山由美訳，日本経済新聞社）という

題名で訳本が出版された。すでに読まれた方

も多くいると思われるが，その本の趣旨を一

言で言えば，それまでの長期内部育成型の雇

用システムが崩壊し，市場原理型の雇用シス

テムが，90年代において米国の大企業におい

て主流となった，ということである。普通に

言われる米国のイメージである「流動的な労

働市場」が90年代の米国において実現し，も

う元の雇用関係には戻れないという。

　では，何がそのような変化をもたらしたの

か，その結果，どのような帰結と課題をもた

らしたのか。日本が今後進むべき道かどうか，

検討しておくことが重要であろう。

キャペリのいう「市場主導型」とは？

　キャペリによれば，製品市場における競争

の激化，ITの導入，金融・証券界における

株主優先などの環境変化に対応すべく一連の

新しい経営慣行によって，市場が企業内に持

ち込まれた。いったん市場が組織内部に入り

込むと，雇用主と労働者間の相互交換や長期

コミットメントに基づく行動原理，内部登用

や社内人材育成，伝統的な雇用契約の根底に

ある公平性に対する配慮といったものが追い

やられ，「市場原理」が優位を占めるように

なった，という。

　キャペリのいう市場原理とは，端的に言え

ば，企業の再構築のために必要でなくなった

従業員は即解雇され，必要な人材は企業内で

スキル開発をするのではなく，外部から引き

抜きなどによって採用するという「雇用の入

れ替え（churning　of　job）」を自由に行うこと

を指すようだ。個々の労働者は，自分のスキ

ル取得やキャリア開発設計について責任を負

うだけでなく，ビジネス上のリスクや不確実

性も背負うことになる。

　では個人はどこでスキルを取得するのか。

それは，主として高等教育機関やコミュニ

ティカレッジであり，また，企業間を移動し

ながらのキャリア開発には就職機会の情報が

大事である。それにはそれを専門とする人材

斡旋機関に頼ることになる。

　労働市場の重要性が高まるなかで，それを

効率的に機能させるためには，資格認定制度，
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救済訓練プログラム，生活手段を失ったもの

に対する保障制度などのインフラが必要であ

り，それは政府が提供しなくてはならないが，

雇用されやすいかどうか（employability）は，

基本的には個人の責任である。

　いつ解雇されるかわからず，転職しやすさ

が個人の責任であるとすれば，従業員として

は，職場間や勤務地に移動することによって

企業内で幅広く経験することに対して抵抗し，

外部に売り込みやすい狭い範囲の仕事を好み，

企業に特有な技能や知識を取得するよりも一

般的な資格の取得に努力することになる。そ

して，企業に対する信頼を失うと同時に，企

業へのコミットメントも低下するだろう。し

かしコミットメントが低下しても，労働力が

過剰な時期には「解雇の恐れ」から，必ずし

も生産性が低下することにはならなかった。

　ところが1996年以降，好景気になり労働市

場が逼迫してくると，有能な人材ほど外部か

らの引き抜きに応じて簡単に転職してしまう。

そこで，引き抜かれた企業は別の企業から引

き抜きをしようとし，引き抜き合戦が始まる。

不況期には経営側が優位にたって一方的に解

雇をしたことに対して，好況期では労働者側

が優位になり，簡単に転職されるというしっ

ぺ返しを経営側が受けることになる。

　人材を企業内部で育成する代わりに，競合

他社から引き抜くやり方や個人に押しつける

やり方では，結果として，組織内部で必要な

　スキルの開発や，社会的にも熟練労働力の不

足になるのではないかと危惧される。キャペ

　リもその危険性を指摘したうえで，再び内部

育成型には戻れないだろうという。もし内部

育成をめざす企業があったとしても，他の企

業から引き抜きのターゲットにされ，結果的

に投資費用は回収できず失敗に終わるからで

ある。ではどのような対応策が考えられるの

か。それをキャペリは著書の中で細かく検討

している。

　キャペリは最終章の末尾に，「これまで雇

用のニューディールの影響について検討して

きたが，最後の最後まで心の中に残るであろ

う疑問は，こうした変化がよいことなのかど

うかである」と自問している。「企業による

伝統的な内部市場型の雇用関係の放棄は，社

員と交わしていた心理的契約や社会的な契約

に基本的に違反したことになる。社員は，企

業側から違反行為に見合う補償を得ずに耐え

忍んだ」と。しかし，市場主導のニュー

ディールは，経営側としてはさまざまな圧力

によって余儀なくされたものであり，伝統的

な公平性の観点からは悪い結果を生んだが，

効率性や機会の観点からはよいという評価を

与えている。

　だが，企業が人材の内部育成を放棄し，外

部市場に任せることが，社会的に，そして企

業にとっても長期的に効率的といえるであろ

うか。キャペリ自身が指摘している多くの課

題からも首を傾げたくなる。

　キャペリは，製品市場の競争激化に対応し

た企業の再構築＝雇用の入れ替え，そしてそ

の後の好景気における引き抜き競争を強調し

て，大企業は内部市場型の雇用関係を放棄し，

市場主導型に切り替えたと大胆に捉えた。

IBMのような組合のない大企業が，好調な

時期に「レイオフをしない」と掲げていたと

　しても，いったん，深刻な経営危機に陥れば

人員削減をせざるを得ない。日本における

　「終身雇用」に対する誤解にも当てはまるが，

だからといって市場主導型に切り替えたと捉
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えるのはやや早計ではないだろうか。

　先に触れたジャコビーだけでなく，失職率

や勤続年数などの実証分析を行っている研究

者の問では，確かに90年代前半では，以前に

は失職しにくかった「男性，中高年層，高学

歴層」で比較的大きく上昇したが，「構造変

化」が起きたというほど大げさなものではな

いという見方が多いli。実際にも，若年層の

失職率のほうが中高年層よりもまだはるかに

高い。管理・専門職における雇用継続率も確

かに低下したが，その水準自体はまだかなり

高い。また，人員削減をした大企業を調べる

と，確かに20年以上勤続層は減っている

が，4年以下の勤続の短い層が多く転出した

という分析結果もある。

　詳細は省くとしてiii，確かに米国は日本よ

りも流動的であるが，流動的な市場にもかな

り問題点があるということ，さらに，米国に

おいても日本と同様，長勤続層が失職した場

合には，雇用機会や賃金について大きな損失

をこうむること，一方日本と異なって，最近

では多少緩くなってきたが，長勤続層は相対

的にまだ失職する確率は低いという実態があ

ることを忘れてはならないだろう。

日本における転職可能性

　翻って，日本の場合はどうか。企業が経営

危機に陥りやむなく人員削減をする場合，ま

ず，定年直前の人たちに「早期退職優遇制

度」によって辞めてもらい，それでも足りな

い場合には，特別退職手当をつけて一定人数

を募集する「希望退職」方式が，大企業中心

に多い。その場合に，年齢制限を設けず，全

従業員から募集する企業も増えているが，年

齢制限を設ける募集では，まだ45歳以上に設

定する場合が目立つ。

　ただ，人員削減した企業で実際に，年齢，

勤続，職階，企業内の業績などに関連してど

のような層が辞めているのか，その実態は必

ずしも明らかにされていない。意外に，35歳

以下の若い層が企業の将来に見切りをつけて

自己都合で退職しているのかもしれない。今

のところ言えそうなのは，勤続年数の短い順

という米国とは大きく異なって，日本では45

歳以上の中高年層が人員削減の対象になりや

すいという点である。

　では，転職した結果，どのように賃金は変

化しているのであろうか。1998年10月に労働

省が行った『平成10年度転職総合実態調査』

の個人調査を用いて，定年による転職を除い

た25歳～59歳の男性に関して，転職後の賃金

変化が，「自己都合」か，倒産や整理解雇，

希望退職などによる「会社都合退職」か，年

齢，勤続，職種，とりわけ転職前の職階と転

職後の職階，資格・免許の有無などによって

どのように変わるのかを分析したので，その

主要な結果を再述しておこう「v。

（1）社会的な資格・免許を取得しているほう

　が転職に有利であるといわれている。確か

　に効果がないわけではないが，「専門・技術

　職」や「管理・事務職」では有意ではない。

　具体的にどのような資格が有用かを調べな

　いと断定はできないが，世間で言われるほ

　ど資格の効果は大きいようには思えない。

（2）普通に予想されるように，会社都合で

　あっても44歳以下であれば転職による賃金

　の低下は比較的小さく，55～59歳層で最も

　大きく低下することが確認された。

（3）年齢や勤続年数をコントロールした上で，

　部長，課長など役職＝職階が高いほど，転
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　職後の賃金は大きく低下しやすい。ただし，

　転職後に高位または同職の役職に就くこと

　に成功すれば賃金は顕著に上昇する。逆に，

　職階の低い人が転職した場合には，相対的

　に賃金低下は少ない。

　年齢や勤続年数を同じくすると，その申で

課長や部長に昇進している人は，その企業内

では比較的「有能な」人であろう。その「有

能さ」が転職において効果を発揮しにくいの

はなぜであろうか。企業内におけるある分野

に関して幅広く経験してきたこと，その上で

の管理職としての能力はその組織に固有な部

分が多いのであろう。また，他の企業に移っ

た場合，採用時にどの程度の能力があるかは

不明であるし，仕事に慣れるまで会社への貢

献が少ないと判断されるのも自然である。し

たがって，転職直後の賃金は低いが，数年経

過を追ってみないと本当の効果はわからない。

米国の結果にもあるようにt日本でも失職後

の賃金低下はかなり長く続くかもしれない。

もしそうであれば，この人達の持っている能

力を活かすのは現在いる企業ということにな

る。

おわりに一市場のニーズに合った

　　　　　　　　　　　人員削減の仕方

　企業が経営不振で人員削減をしなくてはな

らないとすれば，どのような仕方が社会的に

望ましいのであろうか。まず，経営不振に

陥った企業が不採算部門を縮小または廃棄す

る場合，人員を削減する必要性があることに

関して従業員に納得してもらうことが重要で

ある。その部門で過剰雇用が発生し，そこで

働く従業員全体の価値生産性＝技能の価値が

大幅に低下したためであって，労働コストを

削減し利益を上げ，単に，株価を上げるため

に行うのでは経営者層への信頼を失い，最終

的に従業員からしっぺ返しを受けることにな

ろう。

　では誰から転出すべきか。個々の従業員に

ついて，内部に残った場合の定年までの価値

生産性と外部における価値生産性との比較に

よるのが，社会的に望ましい基準である。前

者は個々の従業員の生産性だけでなく，どれ

だけ人員が減少して希少になるかにも依存す

る。個々の従業員の相対的な生産性は，平均

すれば年齢や勤続と共に上昇するが，30歳こ

ろからその伸び方に差が出て，50歳以降には

かなり大幅な格差が出ていよう。

　ここでの生産性には，どこでも通用する技

能だけでなく，その企業特有の技能も含まれ

ており，これまでの企業経験＝勤続ともに技

能が伸びる人ほど企業特有な技能が増加する

と考えられる。このような技能は外部に移っ

た場合には消滅する。経営不振後も企業特有

技能が有効であるとすると，離職によって失

われる技能と定年までの雇用期間の積によっ

てその損失の大きさを測ることができる。こ

の積がピークを迎えるのは40歳半ば頃と想定

される。

　企業外部で評価される能力は，その人が現

在持つ技能のうち一般的に通用する部分であ

る。学歴や社会的な資格も影響するが，仕事

の経験によって蓄積される部分が大きいであ

ろう。人によって異なるが，平均すれば40歳

前後まで上昇するが，それ以降は水平または

低下すると思われる。それとともに，今後そ

の企業に固有な知識や技能をいかに効率的に

身につけ発揮できるかという「訓練可能性」

に大きく依存する。それにはその後の期待雇
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用期間が関係する。したがって若い人ほど有

利となる。

　以上の考察から，人員削減の順番は，数年

後に定年を迎える層，次には新しい分野で訓

練可能性の高い若・壮年層となろう。年齢が

同一ならば，企業特有技能が少ない層のほう

が損失は少なくてすむ。

　ところが経営側からの基準は，定年までの

価値生産性が今後払うであろう賃金に見合う

かどうかであり，その人が外部でどの程度評

価されるかは無視されがちである。数年で定

年を迎える層に対して早期退職を勧奨するこ

とは理にかなっているが，若・壮年層を温存

しようとすることは，社会的な基準に合致し

ていないし，中途採用募集に見られる35歳な

いし40歳以下の有能な人も求める市場のニー

ズにも合致していない。

　キャペリは「雇用の入れ替え」を市場主導

型の象徴として捉えたが，社会的基準に合致

し，「市場のニーズ」に合うような結果を導

く雇用システムを構築することこそ重要では

なかろうか。

　　　　　　　　　［筆者は中部産政研顧問］

　集『エコノミックス②春号』東洋経済新報社を参照

　されたい。

iv　村松久良光（2000　b）「企業内キャリアと転職によ

　る賃金変化」「南山経済研究』15巻2号

筆者紹介

　　　村松　久良光（むらまつ くらみつ）

［略　歴］

昭和22年　愛知県生まれ

昭和44年　京都大学経済学部卒業

昭和49年　名古屋大学経済学研究科博士課程修了

昭和50年　南山大学経済学部講師

平成2年　南山大学経済学部教授

平成12年　南山大学総合政策学部教授

［最近の著書・論文等］

「日本の雇用調整」猪木武徳・樋口美雄編『日本

の雇用システムと労働市場』

　　　　　（日本経済新聞社，平成7年）第2章

「労働市場における規制緩和，雇用慣行とマクロ

経済一文献展望」

　　（『南山経済研究』16巻2号，平成13年10月）

　＜注および参照文献＞

i　Cappelli，Peter（1999），「，Career　Jobs　Are　Dead，11

　Califbrnia　Mαnagement　Revieω，Vo1．42，No．1Jacoby，

　Sanford　M．（1999a，b）ttAire　Career　Jobs　Headed　f〈｝r

　Extinction？，T口’Reply：PrematUre　Reports　of　Demise，it

　California　M7ancrgement　Revieω，Vol．42，No．1の論争，

　およびJacobyのModern　Mαnors（princeton　Univ．

　press，1997）：内田一秀他訳『会社荘園制』（北海道大

　学図書刊行会，1999）も参照されたい。

li　D・・id　Neumark・d．On　the」・b’・ls　L・ng．Term

Empl・ym・nt・Thi・g・f　P・・’2（Russe1　S。ge

　Foundation，2000）における各論文，この本の書評（拙

　稿『日本労働研究雑誌』NQ493，2001年8月号）も参

　照されたい。

iii村松久良光（2000　a）「なぜ中高年層がリストラさ

　れるのか一失職・転職の日米比較」大竹文雄責任編
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特集　エンプロイアビリティ

　　　　　　　　　　　　　し　ごと　じん

21世紀型の「仕事人」には

　　　　　　　　　　　　　　　何が必要か

　滋賀大学経済学部

教授太　田　　　肇

1．変わる労働者意識

　日本人，そして日本の労働者のイメージが

変わってきた。これまで日本人といえば，自

己を抑制し組織や集団のために尽くすものと

考えられていた。しかし近年，若者を中心に

新しい個人主義の台頭する兆しがみられる。

　個人主義といえば，わが国では受験戦争や

立身出世主義に象徴されるように他人との競

争で勝つことに主眼を置くタイプが思い浮か

ぶ。このような「競争型」個人主義は，今日

でも根強く残っていることは否定できない。

ただ同じ競争でも，組織の中で昇進すること

より専門家として社会的に認められることを

重視する傾向が強まっている。競争のフィー

ルドが組織の内から外へと移ったのである。

　一方では，他人との競争に勝つことや社会

的に評価されることよりも，自分の興味や関

心に合ったマイペースな生き方を志向する

　「自律型」の個人主義が台頭しつつある。ち

なみに生命保険文化センターが実施した意識

調査では，1985年から1996年の間に，「何か

をするときは，これまでの慣習にとらわれず

に決めたい」，「たとえ他人に迷惑をかけるよ

うなことがあっても，権利は権利として主張

していきたい」，「自分の能力を活かすために

は転職や転業も考えたい」といった考え方を

肯定する者の割合が高くなっている。

　「自律型」はまた，私生活を重視する傾向

となって表れる。NHK放送文化研究所の調

査によると，1973年以降「仕事志向」が一貫

して減少傾向にあるのに対し，「余暇志向」

と「仕事・余暇両立志向」はともに増加し続

け，両者の合計は73年に53％だったのが98年

には72％に達している。

　要するに，マイペースを維持しながら社会

的にも認められるような働き方をしたいとい

う，これまでとは違ったタイプの個人主義が

広がってきているのである。

　そして，それは仕事や組織に対する関わり

方にも変化をもたらす。伝統的な日本の労働

者は，一つの組織の中で職業生活を完結する

ことが前提になっていた。そのため組織に対

して一体化し，組織内部でキャリアを形成し

ていった。このような「組織人」に代わって

近年，組織よりも自分の仕事に対して一体化
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し，仕事を軸にキャリアを形成する「仕事人

（しごとじん）」が増加傾向を示している。

　私が1993年に全国の主要企業で働くホワイ

トカラーを対象として行った調査によると，

研究職や情報処理技術者といった技術系の専

門職だけでなく，事務系でも営業・マーケ

ティング，財務・経理といった比較的専門性

の高い職種では，組織人よりもむしろ仕事人

に近い特徴がみられた。

　総務省の「労働力調査」によると，雇用者

全体のなかに占める管理的職業従事者の比率

は低下傾向をたどっているのに対し，専門的

・ 技術的職業従事者は全分類のなかで最も著

しい伸びを示している。さらに事務や販売，

サービスに分類される職種のなかにも専門化

が進んでいることを考え合わせれば，仕事人

はもはや少数派ではなくなっていることがわ

かる。

2．新しい仕事人像

　仕事人は，自分の専門とする仕事に対して

一体化し，専門能力で組織に貢献する。また，

仕事人の増加と呼応するように，ここのとこ

ろ経営者や管理者が専門性や専門的能力の必

要性を声高に唱えるようになってきた。

　ただ，一言で「専門性」とか「専門能力」

といってもその中身は多様である。大企業を

中心に，これまでイメージされてきた専門性

や専門能力は，比較的狭い範囲の知識や技術，

あるいはそれを応用して問題を処理する能力

であった。しかし，ベンチャー企業や革新的

な企業で活躍している人材をみると，そこに

はややタイプの異なった専門性があることが

わかる。一番の特徴は，独力である程度まと

まった仕事を処理したり事業を推進できるこ

とである。それは起業家と同じような能力と

働き方であり，「起業家的な専門性」という

ことができるかもしれない。

　そして実は，一般の大企業でもこのような

人材への期待が高まろている。「コア人材」

とか「社内企業家」と呼ばれる存在である。

すなわち企業の規模や業種を超えて，こうし

た起業家型の仕事人に対するニーズが高まっ

ていることがうかがえる。

　その背景には，経営環境ならびに仕事内容

の変化がある。グローバル化，ボーダレス化

によって，企業も人も横一線で競争に臨まな

ければならなくなった。また，IT化，経済

のサービス化，ソフト化に伴って，定型的な

仕事や単純業務が減少する一方，広い意味で

の創造性，革新性がこれまで以上に求められ

るようになってきた。創造や革新の源泉は，

個性や異質性にある。すなわち，定型的な作

業では生産性を妨げる要因として排除されて

きた個性や異質性が，一転して価値の源泉に

なりうることを意味している。

　それでは，このような起業家型の仕事人は

どのようにして育つのであろうか。そのヒン

トになるような調査結果がある。日本能率協

会マネジメントセンターが2000年に上場企業

とそれに準ずる規模の企業に対して行った調

査によると，企業にとって「もっとも重要度

が高い人材」の育成に効果が高い方法・施策

として第1位，第2位にあがったのは「困難

な事業の経験」，「子会社などでの経営の経

験」であり，それぞれ3割を超えている。逆

に，社内外のビジネスカレッジやMBA取得

のための海外留学などはいずれも1割に満た

ない（いずれも複数回答）。

　ベンチャー企業などでも，さまざまな実務
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経験をとおして培った実力を活かしながらビ

ジネスの中核として活躍している人が多い。

要するに，起業家型の仕事人に必要な能力の

中心部分は，質の高い実務経験によって身に

つくのである。しかもそれは，一つの企業の

中だけではなく，別の会社での経験や自営業

としての経験などが役立っていることが多い。

留学や研修，セミナーなどのoff－JTは，あ

くまでもそのベースを形成するものとして位

置づけることができよう。

3．「囲い込み」の限界

　こうした動きに照らしてみると，日本企業

のマネジメントは大きな曲がり角にさしか

かっていることがわかる。

　これまで日本の企業では，終身雇用，年功

序列，企業別組合，それに寮や社宅などの福

利厚生に象徴されるように，個人の生活全体

を組織の内部に囲い込んで管理・処遇してき

た。また，情意考課をはじめ態度や意欲，忠

誠心を重視する評価や処遇制度は，組織に対

するアイデンティティを高め打算を超えた貢

献を引き出す仕組みとしてそれなりに機能し

てきた。

　ところが，労働者の意識や仕事の変化に

よって，このような「囲い込み」の限界がさ

まざまな形で表れてくる。たとえば，若者を

中心に定年まで一つの企業に留まろうという

意識は低くなり，仕事以外の面でも企業に依

存することを好まない人も増えている。そし

て，態度や意欲よりも能力や仕事の成果に

よって処遇すべきだという考え方が広がって

きた。

　また，個性を育てたり社外の経験を生かそ

うとすれば，組織の内と外を隔てる壁を薄く

しなければならない。中途採用者はもちろん，

契約社員，業務委託，派遣などいろいろな就

業形態の人が混在するような職場こそが自然

ではなかろうか。そのためには，これまでの

硬直的，画一的な人事制度が大きな障害にな

る。

　そもそも組織人と違って仕事人は，一つの

組織の枠内に納まらない存在である。それに

もかかわらずこれまでのように組織内部に囲

い込んで管理しようとすると，かえって彼ら

のモラールを低下させたり生産性に悪影響を

及ぼすおそれがある。求心力を強めるための

施策が，逆に遠心力を強めることになりかね

ないのである。

　組織内の平等主義も維持することが難しく

なる。一般に創造的な仕事ほど，個人の能力

差が表れやすい。研究職，デザイナー，アナ

リスト，ゲームクリエーターなどの仕事をみ

ればわかるように，トップ水準の人とそれ以

外の人とでは，企業への貢献度に天と地ほど

の開きがでる。したがって，社員の報酬に大

差をつけないこれまでの処遇制度ではかえっ

て不公平感を招いたり，優秀な人材を確保す

ることができなくなる。

4．組織による保障から

　　　　　　　　市場による保障へ

　能力開発やキャリア形成の面からも，従来

型システムの見直しが迫られる。すでに述べ

たように，コアになる能力を養ううえで重要

なのは，何といっても質の高い実務経験であ

る。したがって，社内のどの部署でどんな仕

事に就くかは，将来の職業生活に関わる重大

な関心事である。ところが日本企業では，こ

れまで配属や仕事の割り当ては会社側から一
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方的になされることが多かった。また研修な

どのoff－JTも，会社主導で画一的に実施さ

れるのが普通だった。

　しかし，キャリア形成についてもまた仕事

の成果についても自分で責任をとらなければ

ならなくなると，できる限り本人の意思を尊

重するとともに選択の機会を公平に与えなけ

ればならない。能力開発についても，個人主

導を原則とし，それが企業への利益に還元さ

れると期待できる程度に応じてサポートする

というのが基本的なスタンスになるだろう。

現に，クリエーター的な仕事や研究職などの

能力開発は，このような形で行われている

ケースが多い。

　ところで，このように企業による「囲い込

み」が崩れると，働く者にとっては雇用や生

活を企業に委ねることができなくなる。すな

わち，従来のように「企業による保障」では

なく自らの実力，言い換えれば「市場による

保障」へと考え方を切り替えていかなければ

ならないのである。とくに慣れ親しんだ年功

制のように個人のライフサイクルにおける出

費とリンクした収入が保障されなくなると，

自営業や自由業のように自らの生活設計と資

産運用によって安定した生活を維持していく

ことが必要になる。

　いずれにしても，これまで市場や社会から

切り離された組織の中で働き生活してきた労

働者が，市場や社会と直接向き合うことを余

儀なくされるわけであり，仕事だけでなく生

活全体を視野に入れた意識改革が欠かせない。

筆者紹介

　　　太田　　肇（おおた　はじめ）

〔略　歴〕

1954年　　兵庫県生ま’れ。
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　　　　経済学博士。

　　　　　専門は組織論、とくに組織と個人の

　　　　　関係。
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特集　エンプロイアビリティ

エンプロイアビリティの本質

中小企業診断士

山川美穂子

エンプロイアビリティとは何か

　雇用環境が厳しさを増すに伴い，エンプロ

イアビリティの重要性が広く認識されるよう

になってきた。一般にエンプロイアビリティ

は，従業員の「雇用される力」といった意味

で使われているが，その定義は様々である。

たとえば，日本経営者団体連盟（日経連）で

は，「労働移動を可能にする能力」を狭義の

エンプロイアビリティ，それに「当該企業の

中で発揮され，継続的に雇用されることを可

能にする能力」を加えたものを広義のエンプ

ロイアビリティとしている。

　本稿では「環境にかかわらず継続的に成果

を上げる能力」，すなわち企業外部で評価さ

れ，他企業への労働移動や独立・起業を可能

にする市場価値を認められる能力と，企業内

部で価値を認められ継続的に雇用される能力

をあわせてエンプロイアビリティとして扱う。

　取引先企業や人材の市場価値を算定する企

業，ヘッドハンターなどから評価される能力

としては，①自ら課題を設定し達成する能力，

②深い専門知識，③コミュニケーション能力

があげられる。社内で評価される能力として

は以上3点に加えて，社内の仕事の進め方に

関する知識，業界に関する知識，社内ネット

ワーク（人脈）の広さなど，その企業の置か

れた個々の環境に特有の能力があげられる。

　①の課題設定・問題解決能力は，ロバート

・ カッツのコンセプチュアル・スキルとほぼ

同様のものである。自らビジョンを掲げ，問

題点を発見して課題を設定し，課題達成のた

めの道筋を複数提示し，最善と思われるもの

を選択できる能力である。創造力，状況判断

力，問題発見・解決力，戦略立案力，洞察力

などと言い換えることもできる。

　②の専門知識は，成果を生むための知識で

ある。いくら深い知識を保持していても，企

業業績の向上に寄与しない知識では，エンプ

ロイアビリティとはいえない。

　③のコミュニケーション能力は，エンプロ

イアビリティの基礎となる能力である。昼食

や終業後の飲食をともにする能力ではない。

自らの考えを言語として表現し，相手に伝え，

相手が理解したかどうかを確認することで，

相手の行動に影響を与える能力である。他の

能力が高くてもコミュニケーション能力が欠

けていれば，たとえ専門職であっても組織内
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で高い成果をあげることは難しい。

　社内で評価されるエンプロイアビリティは

原則としてその企業独自のもので，他の企業

で直接役立つものではなく，求められる能力

も企業によって異なる。しかし，人脈を広げ

たり，キーパーソンを見極めたりするコツや

業界に関する知識の収集ノウハウといったも

のは，他の企業や業界においても応用するこ

とができる。

エンプロイアビリティが

　　　　　　　　重視される背景

　エンプロイアビリティが重視されるように

なった背景として第一に，労働慣行の変化が

あげられる。長期雇用慣行（いわゆる終身雇

用）がゆるぎ，従業員の雇用を一生保証する

ことが難しくなってきた。このため，企業の

雇用責任は，企業内部における雇用の保証か

ら，雇用される力を高める努力をする従業員

を積極的に支援し，企業内外間わず雇用され

る力をつけさせることに変化しつつある。

　第二に，「知識」が企業経営における重要

な資源となってきたことである。企業は，競

争優位を確保するために，成果を生み出す知

識を保持した質の高い優秀な知識労働者を確

保しなければならなくなった。一方で，従業

員の中には長い自らのキャリアをこれまでの

ように企業に任せるのではなく，自らの意思

で構築しようとする人たちが出てきた。専門

職志向もその一つの現れである。

　第三に，「ウォー・フォー・タレント」と

いわれる優秀な人材の争奪戦がある。優秀な

従業員を企業内に惹きつけるため，エンプロ

イアビリティを向上させる仕組みを整備する

ことが多くの企業にとって急務となっている。

優秀な人材は，仕事の面白さや仕事を通じて

身につけられる専門知識などに動機づけられ

る。CDP（キャリア・ディベロップメント

・ プログラム）やキャリア・カウンセリング，

選択型研修制度の導入は，従業員の主体的な

エンプロイアビリティ向上の支援策となる。

エンプロイアビリティの高い従業員は企業へ

の貢献度も高く，企業業績の向上にもつなが

るため，企業としても十分投資価値がある。

エンプロイアビリティを高めるには

1．職業人生の大まかな計画を立てる

　エンプロイアビリティを向上させるために

従業員ができることは何か。従業員のキャリ

ア形成については，企業が一方的に決定する

ことが多い。しかし，すべて会社まかせにす

るのではなく，「自分がどうなりたいか」最

終的な目標のイメージを持とう。

　職業人としてどのようなキャリアを歩み，

節目節目で何をし，最終的に目指す姿は何な

のか，自分で大まかな計画を立てる。途中で

環境や興味の対象が変化すれば，計画は柔軟

に変更する。といっても，若いうちは細部に

わたって明確なイメージを描くことは難しい。

1年後，3年後，5年後にどうなっていたい

か，最終的に「何によって記憶されたいか

（ドラッカー）」など大まかな計画を立てる

だけでよい。

　その際，シャインのキャリア・アンカーと

いう考え方が参考になろう。キャリア・アン

カーとは，個人のキャリア選択の重要な節目

においてキャリアのあり方を方向付ける志向

である。組織への忠誠度と専門性志向の強さ

によって，①管理能力志向，②技術的・職業

的能力志向，③創造性・企業家志向，④自律

と独立志向，⑤保障と安定志向があげられて

いる。

2．自分の頭で考える習慣をつける

　企業を取り巻く環境が激変している今日，
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指示待ち人間には高い成果は期待できない。

常に状況を的確に認識し，対応策を自ら考え，

的確な行動をとる人間となるためには，自ら

課題を設定し達成する能力が必要である。こ

の能力を養う第一歩は，常に自分の頭で考え

る習慣をつけることである。

　常にあるべき姿「ビジョン」は何かを考え，

それに比較して現状で何が欠如しているのか

を見極める。ビジョン構築能力は仕事を進め

るうえで欠かせない。現状とビジョンの差異

を認識することで，それを達成するための具

体的な課題を設定することができる。課題を

達成するための手段をできるだけ多く考え出

す訓練も必要である。複数の手段を比較検討

して初めて，最適な手段を選択することが可

能となる。実行可能な手段を考え出すこと，

状況が変化すれば所期の手段に固執せずに柔

軟に対応することも必要である。

　また，新しい仕事をするたびに自分に求め

られている役割が何か，どのような成果をあ

げることが必要かなどを徹底的に考えること

も重要である。ドラッカーも指摘しているよ

うに，新しい仕事で求められる役割は以前の

仕事と同じではない。自らの役割を認識せず

に成果をあげることはできない。

3．常に学習する姿勢を保つ

　環境変化の速度は速く，一度身につけた知

識が陳腐化する時間は年々早くなっている。

年齢や役職に関係なく，従業員には新しいこ

とを学ぶ姿勢が必要だ。企業と同様，従業員

も，現状にとどまらず常に変化していかなけ

ればならない。終身雇用と年功序列が慣例化

した組織に慣れていると，新しい知識を学習

し常に変化することに拒絶反応を示す向きも

少なくない。しかし，企業外部にも通用する

エンプロイアビリティを身につけるためには，

学習する姿勢は不可欠である。

　では何を学ぶか。一度取得した業務知識で

あっても，環境や技術の変化によって日々改

善の余地が生じるし，専門知識も日々進歩し

ている。企業内の知識の共有化を目指す組織

学習やナレッジマネジメントも注目を集めて

いる。その一方で，専門知識や業務関連知識

を得るために，業務に関連した資格取得を目

指す者も多い。資格を取得すること自体が，

企業内外での評価を著しく高めることは少な

い。しかし，それまで業務で培ってきた知識

を体系化してより深い理解を促し，最新の知

識の習得にもつながるため，資格取得の学習

効果は大きい。また，学習過程や取得後に企

業外部に人脈を広げることもできる。

4．正しく相手に伝えることの重要性を認識

　する

　コミュニケーション能力はエンプロイアビ

リティの基礎である。組織全体の業績を向上

させるため，チームワーク，上司から部下へ

の指示命令，部下から上司への報告・連絡・

相談など，コミュニケーションは成果をあげ

るための基本となる。あいまいな指示であっ

たため部下によって理解されなかったり，必

要な報告がなされなかったため状況認識を間

違い意思決定を誤るなど，不適切なコミュニ

ケーションでは成果は上がらない。

　コミュニケーションは，伝えるべき内容を

送り手が言語という「記号」に変換して行わ

れるため，世代間ギャップなどで受け手が解

読を間違える可能性が常にある。企業内のコ

ミュニケーションは，より誤解されにくい形

を取らなければならない。指示は部下の理解

レベルに合わせて，具体的に実行するべきこ

とがわかるように出さなければならない。指

示が理解されたかどうかを確認するのは上司

の仕事である。「いわなくてもそのくらいわ

かるだろう」という態度は，往々にして上司
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自身が最終的に何を達成したいか明確にわ

かっていないことが多い。

　部下による報告・連絡は適切な時期に適切

な内容で行われなければならない。リーダー

シップもコミュニケーションが円滑であれば

こそ機能する。カリスマ的なリーダーシップ

を発揮できる人材はごく一部に限定されるが，

密接なコミュニケーションがあれば有効な

リーダーシップを発揮できることが多い。期

待されている役割が何であるか明確に伝える

ことで，部下を適切に動かすことができる。

　正しく相手に伝えることの重要性を理解す

るだけでコミュニケーション能力は高まる。

では，相手にこちらの意思を正しく理解して

もらうためにはどうすべきか。相手に対して

好意を持つこと，相手の話を聞くこと，相手

の立場に立って考えることが基本である。

嫌っている相手とは有効なコミュニケーショ

ンはできない。相手の自尊心を尊重し，決し

て批判することなく受け入れ，こちらの聞き

たいことではなく相手の話したいことを「聴

く」姿勢は，傾聴というカウンセリングの基

本である。聞くことの重要性をテーマにした

実務書が数多く出版されていることは，ビジ

ネスの場で傾聴が軽視されてきたことの証左

ともいえよう。相手の立場に立って考えるこ

とは，相手の知識レベルや心の状態などを考

慮して，伝えることである。

5．バランスのとれた自己成長を図る

　エンプロイアビリティの向上は，人間的な

成長にもつながる。仕事ができ，市場価値を

評価されるエンプロイアビリティの高い者は，

人間的にも信頼できる。専門知識だけ突出し

ていてコミュニケーション能力が低い者，ビ

ジョン構築能力や問題解決能力はあっても知

識に欠ける者，コミュニケーション能力で築

き上げた人脈だけで社内に君臨している者で

は，現在の環境では高い成果をあげることが

できても，他の部署や他企業など環境が変わ

れば成果をあげることは難しい。

　バランスをとるためには，自己を知ること

が重要である。仕事を進めるうえでいい人で

ある必要はないが，自信過剰で他人を思いや

れないのは無能の証しである。自分の強み，

弱みは何か冷静に分析し，自分の限界を知り，

「ダメな自分」をいったん受け入れてみよう。

そのうえで，自分の欠けている能力を伸ばす

努力をする。

　エンプロイアビリティは仕事において環境

の如何に関わらず継続的に成果を上げる能力

であり，ハウツー本を読むことによって簡単

に向上するものではない。本稿では基本的な

考え方について述べたが，その具体的な方法

については実務書が多数出版されているので

参考にされるとよいだろう。

筆者紹介

　　　山川　美穂子（やまかわ　みほこ）

〔略　歴〕
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特集　エンプロイアビリティ

『エンプロイアビリティ』

　　　　　　　　　　　向上のために

ウィリァム・エム・マーサー㈱

　代表取締役副社長

　相　原　孝　夫

1．はじめに

　筆者は現在，シンガポールにベースを置い

て，アジア各国における日本企業の現地法人

に対するサービスの拡充に努めているが，シ

ンガポールや中国を始め，アジア諸国におい

て，人事面に関して日本国内と最も異なる点

は何かと言えば，それは，人材の流動化がは

るかに進んでいるという点であろう。それゆ

え，企業も個人もそれを前提とした考え方や

行動をとっている。つまり，今号のテーマで

ある，『エンプロイアビリティ』ということ

を常に念頭に置いているということになる。

日本においても，ここ2，3年で『エンプロ

イアビリティ』という言葉を頻繁に聞くよう

になってきた。どうやら，失業率の高まりと

ともに，注目を集めてきたようである。「雇

用され得る能力」や「再就職能力」などと訳

される言葉だが，もう少し平たく言うと，

　「企業が雇いたいと思う能力を個人が持つこ

と」となる。つまり，それはイコール，「労

働力の移動を可能にする能力」であるから，

失業率の増加とともに，その概念が注目され

るようになってきたわけである。

2．諸外国の状況

　このような状況は日本に限らず，先進各国

で共通に起こっている現象であり，特に，E

U諸国においては，『エンプロイアビリティ』

に関する取り組みが雇用対策として盛んに行

われている。その状況は，平成12年度の「世

界経済白書」にデータとともに詳しく載って

いるが，一部抜粋してみると以下のようであ

る。

一
「イギリスやオランダは，労働市場への市

場原理の導入やパートタイム労働の導入に

よって失業率を低下させてきた。しかし，両

国においても，若年失業や長期失業の解消が

大きな課題となっていることから，労働市場

に参加する者の就業に関する能力（エンプロ

イアビリティ）への注目が集まるようになっ

た。」一
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　つまり，「エンプロイアビリティ」を身に

つけることによって，就業や転職，キャリア

アップなどの可能性や機会を広げようという

わけである。また，各種対策へのウェートの

置き方に関しても，次のような記述が見られ

る。

一 「EUは，各国に対して，失業給付等を中

心とした消極的な雇用政策から，労働力の質

の向上を目的とした職業訓練や職業紹介と

いった積極的な雇用政策へと転換することを

促している。」一

　また，筆者が現在滞在しているシンガポー

ルにおいても，政府が国家的人材開発戦略で

ある「マンパワー21」を打ち出し，個々人の

エンプロイアビリティの向上に加えて，人材

の確保を通じた「知識基盤経済」への移行を

図り，将来の国際競争力を確保しようとして

いる。

3．『エンプロイアビリティ』はどう

すれば向上させられるのか？

　「エンプロイアビリティ』とは，その企業

のみならず，どこへ行っても通用する能力の

ことであるから，これまで企業内において身

につかなかったということは，これまでは企

業内において，その企業のみで通用する能力

を中心に育成してきたということである。

では，従来のどういう点が問題であって，

『エンプロイアビリティ』を向上させるため

には，どうすればよいのだろうか。少なくと

も，企業における教育研修にはいくつかの修

正が必要と考えられ，基礎的な順から3点挙

げると以下のようになる。

　1点目が，「全員一律型から，選抜型・選

択型へ」という点である。従来は全員一律型

の育成によってゼネラリストを育成してきた

が，今後，多くのプロフェッショナルを育成

していくうえでは，⊥律型ではなく，それぞ

れの対象に合った育成を行っていかなければ

ならない。選抜型というのは，ある対象を選

抜したうえで，特定の教育を施すことであり，

これにあたっては企業は公平性という点は捨

てなければならない。一方，選択型とは，個

人の主体性に基づき，必要と考えられるメ

ニューを自ら選択をしてそれに取り組むとい

うものである。

　2点目として，「知識重視から実践重視へ」

という点が挙げられる。従来は，育成の

フォーカスは知識に偏重しており，「知って

いるのとできるのとは違う」と言われるよう

に，それらは必ずしも実践的なものばかりで

はなかった。高度な知識やスキルを保有して

いれば評価されるという時代は終わり，それ

らを活用して成果に結びつけられなければも

はや評価されない環境にある。この，成果に

結びつける能力こそが，昨今注目を集めてい

るコンピタンシーであり，“マーケットで売

れる”ためには，この力が不可欠となる。

　3点目が，これらを進めていくうえで，す

べてに関わってくる点であるが，「個人が主

体となってこれらに取り組んでいかなければ

ならない」という点である。会社主導ではど

うしても限界があり，個人主導に切り替えて

いかなければならない。つまり，「個人が自

己のキャリアを主体的に描き，企業はそれを

支援し，サポートする」という形である。平

成11年4月21日に発表された，日経連教育特

別委員会・エンプロイアビリティ検討委員会
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報告のタイトルにも，『エンプロイアビリ

ティの確立をめざして一「従業員自律・企業

支援型」の人材育成を一』とあるように，や

はりこの点が強調されている。

　ではなぜ，会社主導では限界があるのか。

一
つには，ごく基本的な点として，個人のベ

クトルと企業のベクトルとを完全に一致させ

ることは無理であるから，という点が挙げら

れる。さらにもう一つには，ある限定された

専門的ポジションの場合，その企業固有の製

品，サービス，技術を長年扱うことになり，

それは，必ずしもどこへ行っても使える能力

とはならないから，という点である。

　この点は組織規模が大きくなれば大きくな

るほど，そういう傾向にあり，その一つの典

型例がシステムエンジニアである。システム

コンサルタントと言えるくらいに広い範囲を

分かっている人はごく少数で，多くはある特

定領域に限定した専門性しか保有していない。

それゆえに，システムコンサルタントはマー

ケットにおいて絶対数が不足しており，完全

に売り手市場となっている。こういう人達は，

単に会社の中で与えられたシステム設計だけ

をやってきたのではなく，自ら意識して周辺

領域にまで専門性を広げ，あるいは最先端の

技術を学ぶことも怠らず自己研鎭に励んでき

た人達である。

　企業内において，このような効果を出そう

とする場合，育成の方法だけ変えても効果は

薄く，人の動きを個人主体に変えることが同

時に求められる。つまり，企業の中において，

個人が主体的にキャリアを描くためには，異

動に関する主導権を，会社から個人へ移さな

ければならないのである。

4．企業に求められる取り組み

　ここまで，『エンプロイアビリティ』を向

上させることの必要性とその向上策を中心に

述べてきたが，これらを進めるにあたっては，

企業が同時に考えなければならない点がある。

個人が『エンプロイアビリティ』を向上させ，

“マーケットで売れる人材”になれば，当然

ながら，企業としては人材流出の危機に直面

することになり，それらへの対策が必要とな

るのである。

　ここに，企業の大きなジレンマがあるわけ

であるが，つまり，『エンプロイアビリティ』

が高まるような魅力的な仕組みを持たなけれ

ば有能な人材は確保できず，一方，それを

持った場合には人材が流出しやすくなる，と

いうジレンマである。とは言うものの，今後，

人材の流動性が激しくなるであろうことを考

えると，この点は企業として割り切らなけれ

ばならない点と言える。

　つまり，個人の『エンプロイアビリティ』

が高まるような魅力的な企業になれば，有能

な人材が流出するケースも出てくるが，一方

では有能な人材を獲得することも可能となり

中長期で見れば，ある程度の人の入れ替わり

はありながらも，その企業が必要とする人材

が常に確保されているという状態がつくられ

るわけである。

　一方，そのような仕組みを持たない場合に

は，有能な人材は，そのような仕組みを持っ

ている企業へ流出することはあっても，その

ような人材を獲得することは困難となり，中

長期ではじり貧への道を歩む結果となる。

流動性が激しいということの典型のような状

態にあるシリコンバレーでは，辞めていった
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人達とのネットワークの築き方などにも興味

が移っているくらいの割り切り方がなされて

いる。

　このように，企業は否応なしに，個人が

「エンプロイアビリティ』を高めるような施

策を打っていく必要性に迫られ，それと同時

に，「個人がその企業に居続けようと思える

ような環境を整えること」が求められる。こ

のことを，個人の『エンプロイアビリティ』

に対して，企業の「エンプロイメンタビリ

ティ」と言う。

　企業がこの「エンプロイメンタビリティ」

を高めるためには，一つには，個人が『エン

プロイアビリティ』を向上させられるような

環境を整えることが基本となるが，それ以外

にも，金銭面，非金銭面を含めた様々な施策

が考えられる。人材の流動性の激しい米国で

はWar　for　Talent（人材獲得戦争）と言われ

るほどに加熱しており，前述したように，ア

ジアにおいても，日本国内よりもはるかに

ホットな課題となっている。

5．アトラクション＆リテンション

　有能な人材を獲得し，流出防止を行ってい

く対策を総称して，A＆R（Attraction＆Reten－

tion）と言うが，アトラクションとリテンション

のためには，企業が必要としている人材に，

魅力つまり何らかのインセンティブを感じて

もらう必要がある。インセンティブといった

場合，一般的に金銭的なインセンティブを想

定しがちであるが，実際には金銭的なインセ

ンティブ効果は，特にリテンションにおいて

はそれほど絶大ではなく，非金銭的インセン

ティブの方が重要であるケースも多く，A＆

図表①：従業員の意識／満足度調査（A＆Rサーベイ）例
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　0　　　新しいスキルを　　　尊重されること　　　トレーニング
　　　学べること

’
1
：；
：
難
：
：

1
：

l
l
　　　　　現金報酬　　　　　　　　　　福利厚生

　　（米国マーサー社調査）

Rを考えていくにあたって注意を要する点で

ある。

　例えば，図表①のグラフは，ある会社にお

いて，離職可能性の低い社員と高い社員，つ

まり，今後もこの会社に居続けようと考えて

いる社員と，近い将来に転職を考えている社

員との満足度比較であるが，「現金報酬」や

　「福利厚生」への満足度を比較した場合，さ

ほど大きな違いは見られなかった。一方，

　「新しいスキルが学べること」や「尊重され

ること」，「トレーニングの機会」に対する満

足度においては，大きな違いが見られた。こ

れが意味するところは，非金銭的なインセン

ティブの方がリテンションには大きな影響を

与えているということである。もちろんこれ

は，業種や職種，企業規模，あるいは地理的

な要因等によって異なるものであるが，一般

的に，リテンションにおいては，非金銭的イ

　ンセンティブがカギとなるという結果が出る。

「

灘鍛可能性の

口低い社員

鵬高い社員
ゾ 請

…一
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図表②：A社の人材流出要因と相関度数
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対応力

IfU
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コミュニケーショ

調
総体的
指揮・監督

（米国マーサー社調査）

　もう一つの別の調査結果が図表②のチャー

トである。これも各企業によって状況は多少

異なるが，おおよそ傾向としては同様なもの

となる。どのようなことが，「働き続ける意

思」に，どの程度強く関わっているかをアン

ケートの結果から分析したものであるが，

「報酬」よりも，「仕事の価値」や「尊重」

の方がはるかに大きく関わっていることが分

かる。

より具体的にどのようなことがあるかといえ

ば，大きく分けると，「仕事そのもの」，「仕

事環境」，「レコグニション」に分けられる。

「仕事そのもの」とは，就いている仕事が

チャレンジングであること，最先端の内容で

あること等であり，「仕事環境」とは，職場

環境他，情報インフラ，休暇，または企業文

化や一緒に働く同僚なども入る。また，「レ

コグニション」は，やったことがきちんと認

められ，評価され，役割・権限の拡大や，配

置や教育，報酬等，何らかの形で表わされる

ことである。これらのことが「働き続ける意

思」つまり，リテンションに大きく影響して

いるのである。

6．おわりに

　昨今では，「会社と個人との関係」に関す

る議論も盛んであるが，『エンプロイアビリ

ティ』は，本来この関係にも及ぶものである。

つまり，『エンプロイアビリティ』という概

念を媒介にして，企業は本来保有すべき人材

マネジメントの仕組みを整え，組織の競争力

を高め，個人も本来持つべき実力，競争力を

身につけることになる。このような状態が実

現して初めて，会社と個人との適正な関係が

構築できる。これまでの関係を振り返ってみ

ると，従来の環境にフィットしていたとも言

えるが，一方では，マーケットにおける自由

競争という市場原理からすると，明らかに歪

んだ関係にあったとも言える。マーケット，

つまり労働市場はなかったに等しく，本来，
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自由競争の中で切磋琢磨し，競争力をつける

べきところを，企業も個人もその機会を損ね

ていたということになる。特に個人の側を見

ると，実力の芽を摘んでしまうようなケース

もままあったように思われる。

　今後，人材の流動化を通して，これらが

徐々に調整され，同時に，企業も個人も本来

保有すべき競争力を身につけていくためにも，

『エンプロィアビリティ』という概念を通し

て，個人レベルで，企業レベルで，あるいは

国家レベルで，様々な取り組みがなされてい

くことを望みたい。
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特集　エンプロイアビリティ

人材ビジネスと

　　　　エンプロイアビリティ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　d燈臨

アデコキャリアスタッフ㈱

　取締役営業統括本部長

　　上　里　正　明

はじめに

　弊社は，総合人材サービス企業として，人

材派遣，アウトソーシングなどのサービスを

提供している。もともと，人材派遣において

エンプロイアビリティは重要なキーワード

だったが，近年その傾向が一層強まっている。

　エンプロイアビリティという言葉が頻繁に

使われるようになったのは，ここ3，4年の

ことだと思うが，考え方自体は新しいもので

はなかろう。つまり，弊社はエンプロイアビ

リティという言葉こそ用いなかったが，すで

に企業に人材サービスを提供する中で，同じ

意味のことを強調してきたからだ。例えば，

「専門性の高い人材」，「即戦力として使える

人材」という表現である。

　つまり，弊社のサービスは「企業に対して

エンプロイアビリティの高い人材を派遣する

ことである」と言い換えることもできる。

　日本の雇用全体を見れば，失業率が5％を

超えるなど，事態は決して楽観できない。し

かし，この状況下で人材派遣をはじめとする

人材サービス市場が拡大を続けている。厚生

労働省によると，1999年度の一般労働者派遣

事業の派遣先件数は241，819件（対前年度比

0．7％増），売上高は1兆821億円（対前年度

比1．1％増）で，その後も順調に拡大を続け

ている。

　国際的な企業間競争が激しさを増す中で，

企業の発展を維持していくためには，余分な

コストを徹底して削減していかざるを得ない。

当然，従来型の雇用システムでは対応できな

い。

企業側のメリット

　採用の失敗を減らし，より能力の高い人材

を確保していくしかない。同時に，環境変化

に対応して労働力を柔軟に調整できる体制を

つくっていく必要がある。まさに，企業は人

材の精鋭化，柔軟化，高技能化を進めている

わけで，人材派遣の利用はそうした要求を満

たす一つの方法だからである。例えば，2000

年12月に解禁となった紹介予定派遣もまた，

採用の失敗を避けるための有力な方法として
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注目されつつある。

　もちろん，派遣を利用するメリットにも，

急な欠員補充や，業務量が拡大したときの対

応など，様々なものがあるが，エンプロイア

ビリティの高い人材を確保するという明確な

方向が出てきている。ワークス研究所の「労

働移動・労働市場に関する機能研究報告」

（2000年）でも，「派遣労働者」の活用理由と

して（複数回答），「特別な知識や技能を持っ

た人が必要なため」が25．7％を占めている。

技能と経験をもった人材を確実に確保する手

段として派遣を利用する企業が増えていると

いうことである。例えば，派遣オーダーをい

ただく際に，英語力やOA機器操作などで明

確な技能レベルを指示していただくことが増

えている。こうした流れは，まさに企業がエ

ンプロイアビリティを重視するようになって

いることを反映していると考えられる。

労働者側のニーズ

　次に，労働者側のニーズを考えていきたい。

長期安定雇用がいつまでも続くと信じていた

労働者層では，意識改革の遅れが指摘されて

いる。これはやむを得ないことだと考える。

ただ，1970年代のオイルショック以降，多く

の労働者が，生き残りのためにはドライにな

らざるを得ない企業の姿を見てきた。次第に，

自立志向を強める労働者の割合は増えてきた

のではなかろうか。

　これに対して，人材派遣という就労を望ん

だ労働者層は，むしろ社会の変化を自らがつ

くり，新しい価値観，新しい就労意識を創造

してきた層だと言える。まさに，物質的な豊

かさがある程度達成された日本において，価

値観の多様化が進んだ結果，人材派遣という

就労形態を望む労働者層が拡大してきたので

ある。もちろん，労働者の志向は様々であり，

何よりも正社員としての安定を求める層も依

然として多い。つまり，弊社は価値観の多様

化に対応して，就労形態の選択肢が多い方が

いいという立場に立っている。

派遣労働を選択する理由

　例えば，人材派遣という就労形態を選択す

る理由（目的）は以下のように大別できる。

　（1）技能を生かしやすい，技能を効率的にア

　　ウトプットできる

　（2）自由な時間が確保できる

　（3）煩わしい人問関係を避けられる

　（4）いろいろな業種，職種，勤務地などを経

　　験できる

　（5）明確な方針が決まるまでの当座の措置と

　　して就労できる

　（6）実際に仕事をし，見極めた上で正社員に

　　なれる

　（7）エンプロイアビリティを常に高められる

　必要と思われるものについてのみ，簡単に

説明してみたい。（1）正社員として採用された

としても，どの部門に配属されるかはわから

ないし，自分の技能を生かした仕事をやらせ

てもらえるとも限らない。派遣では，職種で

仕事を選べるので，技能を生かしやすい。ま

た，例えば企画部に正社員として就労してい

るような場合，主に企画の仕事を求められて

いるとしても，自分の苦手な仕事もこなさな

くてはならない。派遣は，業務内容が明確化

されているので，自分の力を発揮しやすい。

（2）価値観の多様化によって，趣味などに十分

な時間を確保したいという労働者も増えてい

る。また，自由な時間を確保して，資格取得
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のための勉強をしたり，独立の準備をしたり

する人も少なくない。（4）いろいろな職種，業

種を経験することで，自分の適性を改めて発

見することもできる。また，事務処理の方法

一つとっても，様々な職場を経験することで，

広範な知識と技能を吸収することも可能にな

る。

エンプロイアビリティの向上

　そして（7）「エンプロイアビリティを常に高

められる」こそ，（1）～（6）のいくつかのメリッ

トを生かすことによって成り立つ目的ともい

える。技能優先の志向も，時間の確保も，広

範な知識，技能の吸収も，（7）を促進する重要

な要素だからである。

　この（7にそ，近年特に増えている志向であ

る。例えば，弊社の技術者系派遣スタッフの

一人は，もう20年もシステム設計として仕事

をしてきたベテランである。高い技能と経験

を備えている彼は，何度か企業から正社員と

しての入社を勧められたが，断り続けている

のである。

　彼の理由は明確である。システム設計では

一つの企業に定着してしまうと，その企業の

システムしかわからなくなり，技術革新の激

しいこの世界では，すぐに技能が陳腐化して

しまうからだという。派遣という就労形態で，

いろいろな企業のシステムを手がけることに

よってこそ，技術者としての技能を常に高く

保つことができるという。自分の市場価値を

維持するために，派遣就労を選択しているの

である。まさに，彼にとってはエンプロイア

ビリティを高めることが，派遣を選ぶ理由な

のである。

　また，1999年12月の派遣法改正によって，

営業・販売などの職種の派遣が合法化された

が，この分野でもエンプロイアビリティを高

めることを目指して派遣という就労形態を選

択している人が増えている。例えば，あるス

タッフはいろいろな商品，サービスの営業を

経験することによって，営業マンとしての幅

が広がり，自分の市場価値を高められると考

えている。

　金城学院大学現代文化学部教授の山本郁郎

氏が行なった調査によると，20～30代前半の

高学歴者を中心とする男子・技術系非正社員

は「能力向上」に強い関心を寄せ，自己の

キャリア形成過程として職業的生涯をとらえ

る意識が目立っている。また，女子・派遣労

働者でも「能力向上」に関心のある者が男子

非正社員と同程度に高い割合を占めている

（山本郁郎「外部労働市場の育成と労使の対

応」本誌45号」）。

　逆にいえば，一つの会社にしがみつくほど，

技能，知識，経験の幅が広がらず，いざとい

うときのエンプロイアビリティを低くしてし

まっていると考えることもできる。

　特に，IT等の技術革新は急激で，技術や

技能はドッグイヤーと言われるほど陳腐化が

早い。一つの職場で働き続けようとするタイ

プの人材よりも，スキルアップを怠らず，常

に自分の技能を行かせる新しい職場を探すタ

イプの人材の方が，こうした急速な変化に対

応しやすいことは明らかである。

エンプロイアビリティ向上の支援策

　弊社では，派遣登録者のエンプロイアビリ

ティを高めるために様々なサービスを提供し

ている。その申核となるのが，教育研修シス

テムとキャリアカウンセリングである。

一 30一



　教育研修では，企業が求めている知識や技

能を身につけられる講座の開発に力を入れて

いる。例えば，英語力は外資系企業で英語を

使って仕事をする十分条件とはいえない。E

－mailの書き方や，今よく使われている表現，

あるいは外国人の上司とのコミュニケーショ

ン方法などを十分に身につけておく必要があ

る。弊社では，外資系企業の協力を得て，実

際の就労に必要とされる知識と技能を習得す

るための講座を設置しているのである。同様

に，技術系，OAの分野でも，実務に使える

ということを重視して教育研修サービスを充

実させている。

　もう一つは，アメリカのキャリア開発の考

え方を導入し，今後の希望，適性，それまで

のキャリアなどに基づいて，科学的なカウン

セリングを行ない，その人材のキャリア開発

を支援する。例えば，次にどんな業務の経験

をすべきだとか，どの知識・技能を身に付け

るべきだとか，具体的にアドバイスをするの

である。こうした支援策によって，エンプロ

イアビリティの高い人材を確保したいという

企業のニーズにこたえようとしているのであ

る。弊社では，人材派遣だけでなく，人材紹

介や再就職支援事業を展開しているが，そこ

でもキャリアカウンセリングが重要な役割を

果たしている。

　つまり，人材ビジネスは，外部労働市場の

形成において重要な役割を果たしているので

ある。山本氏も「非正社員化の動向の中で派

遣労働者の占める割合はまだ小さい。しかし，

多くが事務・技術部門に就業する点，また属

性や意識面でもパートとは異なる点で，派遣

労働は外部労働市場の機能を考える上で重要

な位置を占めている」と指摘している（前掲

「外部労働市場の育成と労使の対応」）。

外部労働市場の整備

　現政権が，労働・人材分野を構造改革の重

点の一つとして位置づけ，人材サービスの規

制緩和を推進しようとしているのも，まさに

外部労働市場の整備を目的にしたものである。

　経済産業研究所上席研究員の児玉俊洋氏が

「今重要なことは，これらの求人分野に必要

とされるスキルを身に付けるための効果的な

教育・訓練システム，並びに，職業紹介や人

材派遣を含むマッチングメカニズムの発展を

促し，労働移動が円滑に行われるシステムを

構築することである」と述べている通りであ

る。

　課題は雇用のミスマッチ解消なのであり，

人材サービスのマッチング機能の強化こそが

求められているのである。人材サービスは，

登録された人材の技能を正確に把握している。

弊社では約40万人の登録者を抱えており，現

在データベース機能を強化している。そして，

あらゆる業界，職種に精通した営業担当者が，

企業が要求する人材の条件を正確に把握し，

マッチングしているのである。エンプロイア

ビリティの高さは，すべての職場での能力の

高さでは決してない。重要なのは，適材適所

の発想であり，人材サービスが重視している

のもその点である。

まとめ

　慶磨義塾大学大学院政策・メディア研究科

教授の高橋俊介氏は次のように指摘している。

「日本においてはエンプロイアビリティがイ

コール人材の市場価値であり，それを上げる

ためには，社外でも通用する専門スキルや資
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格を取得することであるというように理解し

ている人が少なくない。市場価値がなにやら

ビジネス・パーソンとしての全人格的価値を

表す絶対尺度だという論調もあるが，これは

まったくの誤解である。

　そもそも市場価値というものがあるとすれ

ば，それは本人が提供しようとする労働力や

知恵が，ある特定の業界や企業でどれほどの

期待成果，期待貢献が予想されるかにより決

定される性質のものだ。したがって，同じ人

でも勤務場所や時間的条件，個人のライフス

タイルや価値観とのマッチング，企業のニー

ズなどによって異なるのである」（高橋俊介

「人材競争力強化への4つのステップ」『週

刊ダイヤモンド』1999年10月9日号）。弊社

は，技能レベルだけではなく，’登録者のライ

フスタイルや価値観に基づいたそれぞれの希

望をも考慮に入れているのだ。マッチング機

能の強化を伴わない外部労働市場の拡大は，

失業率の上昇を招く道でしかない。

　エンプロイアビリティの時代にふさわしい

人材サービスを提供できるよう，今後とも登

録者のエンプロイアビリティ向上とマッチン

グ機能の強化に取り組んでいきたいと考えて

いる。

1995年4月

1996年6月

1997年10月

1998年4月

1999年9月

首都圏第3エリア長就任（新宿支社

長兼任）

取締役首都圏第3エリア長就任（新

宿支社長兼任）

取締役営業本部長兼首都圏第1エリ

ア長就任

取締役営業統括本部長就任

アデコキャリアスタッフ株式会社取

締役営業統括本部長就任，現在に至

筆者紹介

　　　上里　正明（うえさと　まさあき）

〔略　歴〕

1976年4月

1981年9月

1986年12月

1991年10月

1994年3月

日本交易株式会社入社

株式会社花王入社

株式会社キャリアスタッフ（現アデ

コキャリアスタッフ株式会社）に渋

谷支社長として入社

営業推進部長就任

新宿支社長就任
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ホワイトカラーの

人材形成と企業成果

　立教大学社会学部

教授井　上　詔　三

1．激変する経営環境と労組の課題

　米国での同時多発テロは，ソフトランディ

ングを模索していたアメリカ経済に，決定的

な一撃を与え，経済の下降速度を加速した。

そして，長らく低迷を続けていた日本経済の

回復に冷水を浴びせたばかりでなく，ドイツ

経済のかげりをも色濃くした。世界経済の同

時不況は，日本経済の舵取りを一層難しくし

ている。長期低迷から抜け出すためには，徹

底的な構造改革を必要としよう。こうした経

営環境の激変は，企業にとっての事業機会を

縮小させ，経営にとっての危機を増大させる

ことを意味する。そのため，21世紀の企業経

営が，20世紀の常識では立ち行かない可能性

が大きくなったともいえる。新しい経営を模

索する努力は，外資との提携を初め，性急に

みえるほどの雇用慣行の見直しを含む。

　これまで雇用条件の向上に努めてきた労組

にとっては，小さくなるパイを組合員の間で

どのように分配するかという，実に不慣れな

意思決定を担うことを意味する。そればかり

ではなく，企業の存亡を左右する課題のよう

に，労働組合員の問で利害得失が対立する課

題を取り上げる機会が増えることにもなる。

したがって，労働組合運動を成功させるため

には，集団としての組合員の利益だけではな

く，組合員一人一人の利益にきめ細かく資す

ることができなければならない。たとえば，

労組がステークホールダーとして，企業の経

営戦略の形成に参加し，組合員のキャリア形

成に積極的に関与することで，個人のキャリ

ァプランの実現を確実なものにすることがで

きなければならない。その用意が十分にでき

ている労組はまだ少ないであろう。そこで以

下では，キャリア形成に関する人事戦略の違

いが企業成果をどのように左右するかを検討

する。組合員のキャリア支援政策を構想し，

雇い主に提案するために有用な情報を手に入

れることができるからである。

2．経営のベストプラクティス

　Pfeffer（1998）は，世界の優良企業を観察し

て，良い企業成果を上げている会社が，七つ

の経営行動を実践していることを見出し

た。注1）世界の優良企業には，日本のトヨタ自
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動車が含まれる。七つの経営行動とは，雇用

保障，採用の際の注意深い人選，人材養成，

企業業績と連動した給与，意思決定の権限を

委譲された小集団活動などである。これらは

いずれも，多くのわが国企業が実践してきた

ことであり，日本的経営としても知られてい

る。Pfefferの観察の多くはアメリカ企業で

あるが，ヨーロッパの優良企業をも含む。ベ

ストプラクティスは，文化の違いを超えて，

良い企業成果を生むという主張である。

　七つの内，雇用保障は，伝統的な“job”

securityという表現ではなく，“employment”

securityという表現が用いられている。必ず

しも同一の仕事を続けるとは限らず，仕事が

変わることを前提としながら雇用保障を実現

することを意味する。アメリカの労働組合運

動が，長らく，仕事を守るjob　protectionを

旗印としてきたことを思い浮かべると，変革

がいかに大きいものであったかがわかる。わ

が国企業が，雇用保障を盲目的に破棄しよう

としているとすれば，Pfefferが七つの要素

のうちもっとも重要であると位置づけた経営

慣行を捨て，世界の優良企業から脱落してし

まいかねないことが読みとれよう。経営戦略

上，好ましい選択肢とはいえそうもない。無

意味な経営慣行であるかどうかを吟味した上

で雇用慣行を変革するには，意思決定のため

の情報が十分ではない。以下，この点で不足

している情報を本稿は提供する。

3．人材形成と企業成果

　企業が雇用を保障したい従業員とは，企業

に価値をもたらす人材である。それは，経営

資源の最適な組み合わせを選択し，経営戦略

を実行する組織力を身につけていなければな

らない。企業に固有なこうした人材を抱える

ことによって，企業は競争力を手にする。な

ぜなら，ヒト，モノ，カネt情報などの経営

資源を有するだけでは，即，企業価値を生む

わけではない。これらを組み合わせ組織化す

ることによって，初めて，付加価値が生みだ

される。

　組織の競争力は，企業固有の技能・知識を

備えた人材を，どれだけ多く抱えているかに

依存する。そのような人材を，必要な時にい

つでも企業外から調達するのは難しい。その

ため，人材の内部養成が欠かせない。人材形

成とこれをサポートする人事管理（HRM：

Human　Resource　Management）が，企業に組

織としての競争力をもたらすわけである。

　わが国の労働組合は，競争力のある企業に

組織されてこそ，ステークホールダーとして

の役割を発揮できる。業績の悪い企業に組織

された労組の選択肢は，狭いのが常である。

人材形成を鍵として，その企業成果への影響

を検討しておくことは，労組が組合員のため

により多くのことを達成する基盤を手に入れ

ることになる。ブルーカラーに比べて人材形

成の情報の少ないホワイトカラーを取り上げ，

人材形成と企業成果の関係を検討することに

しよう。

　観察指標

　企業成果指標

　「日経ニーズ世界優良企業ランキング」は，

企業の財務データを，規模・収益性・健全性

・ 成長性について得点化し，これらを総合し

て企業を順位づけた指標を公表している。こ

のデータを用いて，わが国企業の達成した経

営成果が，グローバル企業の間でどのような

位置を確保したかをみることにする。注2）

　ベストプラクティス指標

　人材形成こそベストプラクティスの柱であ
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る。企業に競争力をもたらすホワイトカラー

を育てるには，二つの方針がある。一つはス

ペシャリストの養成であり，もう一つはジェ

ネラリストの養成である。企業が従業員にい

ずれの機会を提供するかは，働き手個人の

キャリア形成を大きく左右する。さらに，養

成方式の違いが企業成果の違いにつながると

したら，労組としては，組合員個人のキャリ

ア選択が透明度の高い機構のもとで公正に行

われることを，企業との協議を通じて確保し，

結果的に良い企業成果を達成することに貢献

できなければならない。そこで，課題はこの

二つの養成方式酬と企業成果の関連を確か

めることになる。

　表1は，人材形成をスペシャリスト養成型

とジェネラリスト養成型に分けて，企業の世

界ランキングの平均値に統計的に有意な差が

あるかどうかを検定したものである。tr4）スペ

シャリスト養成型企業が，最も良い企業成果

をあげている。世界ランキングはジェネラリ

スト養成型企業が最も低い。これらのランキ

ングの差は，統計的に有意である。

表1　企業の世界ランキング：キャリア形成のタイプ別

（1）スペシャリスト養成型企業 583．3串（218）

②セミ・スペシャリスト養成型企業 810．7韓（112）

（3）ジェネラリスト養成型企業 865．9拳（243）

注：ランキングの数値は，低いほうが上位に位置し，

　企業成果が良い。

　（）は回答者数。ランキングの平均値の差はt値

　を以下の組合せで検定した。
　（1）対（3）；3．OO’，（1）対（2）；2，02輯，（2）対（3）；．45’。

　’；1％優位，紳；5％優位。

　それでは，あらゆる社員をスペシャリスト

に育てるのが良いのであろうか？　性急な結

論をさけるために，スペシャリストとジェネ

ラリスト養成の両者を対比して，従業員の地

位別に企業成果への影響を確かめておこう

（表2）。

表2　企業の世界ランキング：キャリア形成のタ

　　　イプ別，養成対象者の地位別

非管理職 中間管理職 上級管理職

スペシャリスト

養成型企業
417．7（220） 800．1（120） 910．1（301）

ジェネラリスト

養成型企業
872．7（312） 650．9（412） 587．8（298）

t値 5．58＊ 1．48 3．87＊

）は回答企業で働いている従業員数。

，1％有意。

　非管理職の場合，スペシャリスト養成型企

業のほうが，ジェネラリスト養成型企業より

も，良い企業成果をあげている（ランキング

の差のt検定値は1％有意）。これに対して，

上級管理職（部長相当以上）については，

ジェネラリスト養成型企業のほうが良い企業

成果をあげている（ランキングの差は1％有

意）。中間管理職の場合も，ジェネラリスト

養成型企業のほうが業績は良いようにみえる。

しかし，養成の方式の違いによる企業成果の

差は，統計的に有意ではない。

4．HRM戦略と労組の課題

以上の観察から，次のことが導かれる。

イ）ジェネラリストではなく，スペシャリス

　トとしてホワイトカラーを養成する企業の

　ほうが，全体的には，世界ランキングで見

　た企業成果が良い。わが国のホワイトカ

　ラーの場合，ジェネラリストとして育つこ

　とが多く，核となる専門の仕事を持たない

　ことが多いと伝えられている。はたしてそ

のとおりかどうかは吟味を要する課題であ

　るが，多くのわが国企業がスペシャリスト

養成に努力すると，世界の企業のなかで，
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競争力を増すことになることを念頭におい

てHRM戦略を描く必要がある。

ロ）上級管理職の養成では，ジェネラリスト

　養成型が良い企業成果につながっている。

　管理職の任に就いている者が，自分の業務

　を企業全体の事業との関連で位置づける，

　全社的な視野を養うことが重要であること

　を反映しているのであろう。良いジェネラ

　ルマネジャーを育てることが，良い企業成

　果をもたらすという点は，グローバル企業

　におけるトップ・マネージメント・チーム

　の後継者候補を育成するさい，世界の子会

　社から候補者を選んだうえで，幅広い職務

　を経験させていく「サクセッション・フフ

　ン」が，グローバル企業のHRMのきわめ

　て重要な業務であることからも明らかであ

　る。

ハ）ホワイトカラーのうち一般社員は，企業

　で職務上専門とする領域を明確にし，核と

　なる仕事をまず身につける。すなわち，ス

　ペシャリストとして育つことによって，世

　界の企業に伍して良い成果をあげるための

　競争力を強化できることになる。ただし，

　わが国企業の強みは，核となる仕事の周辺

　に，関連業務を経験することで培った幅広

　い専門性をもつ人材を組織していることに

　ある。そのため，スペシャリストを養成す

　る課程で，守備範囲を広げることが重要で

　あることへの注意を常に喚起しなければな

　らない。

　21世紀の新しい幕は開いたものの，労組の

取り上げるべき多くの課題が，後ろ向きの難i

題ばかりに見える時勢に入った観さえする。

産別労組の中には，解雇のルールを検討して，

来るべき不安定雇用時代に備えなければなら

ないほど，暗い雇用情勢に直面している分野

がある。さらに，同一の企業の中にあっても，

日の当たる分野がある一方で，斜陽の分野を

かかえることもある。そのため，企業別労組

が同質性の高い組合員をメンバーとしている

にしても，組合員の利害を調整するのが困難

な場合が一層増えそうである。労組が，企業

にとっての良きパートナーとしての役割を果

たすと同時に，組合員の利害を代表する良き

ステークホールダーとして機能するのは，経

営環境の変化にともない，難しさを増す一方

である。

　組合員の，企業をベースとしたキャリア形

成に，労組はどれだけ関与してきたであろう

か。労組が，企業とは別の視点から，企業の

製品市場における競争力を強化することに貢

献するならば，組合員がキャリア形成の途上

で非自発的に企業を離れることを，企業と合

意しなければならない事態を避けることがで

きよう。本稿では，HRM戦略にたいする労

組の提言能力を高めるために，ホワイトカ

ラーの人材養成の型と企業成果の関連を検討

した。労組が全ての雇用慣行に固執する必要

はないが，取捨選択を主体的に行い，企業に

政策提言するための能力を強化すべきニーズ

は大きい。

　　　　　　　　〔筆者は中部産政研研究員〕

注
1）　Pfeffer，J．1998．’‘Seven　　Practices　　of　Success血11

　0rganiZationss”　Cαlifbrniα　Manαgement　Revieω　40

（2）：96－124．

2）日本経済新聞社調べ。世界5，886社，国内3，861社

　の順位を，1994年の財務データによって計測したも

　のを用いた。（なお，企業ランキングの指標は，年々

　改良をされ，最近では、環境保全への貢献などが優

　良企業概念に含まれている。）

3）HRMの方針・活動とHRMの成果については，郵送

　質問紙によるHRMにかんする企業調査と，そこで働

　くホワイトカラーの正社員意識調査（日本労働研究
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機構猪木武徳研究班，1995年実施）による。上記の

企業ランキングデータに含まれる日本企業139社と，

　ホワイトカラー677名分を集計に用いた。集計対象企

業の世界ランキングは，最高4位，最低4，815位，平

均（5，886社中）1，421．8位である。139社についての

　4つの指標は，規模64．20，収益性46．41，財務の健

全性52．75，成長性50．90である（100点満点換算で，

平均は50点。100に近いほうが優良企業）。調査対象

企業の規摸はランキングに顔を出した日本企業の平

均より大きいものの，収益性は平均以下である。詳

　しくは，井上（1997）「ホワイトカラーのキャリア形

成と企業成果」（猪木武徳rホワイトカラーの人事管

理』日本労働研究機構，22－35頁）参照。

4）（1）スペシャリストとは，「部署はいろいろ回ったが，

入社当初から同種・同様の仕事をして来た」と回答

　した者。（2）セミ・スペシャリストとは，「入社後ある

期間いろいろな部署を回った後，同種・同様の仕事

に配属され続けるようになった」者。（3）ジェネラリ

ストとは，「いろいろ変化に富んだ部署を回って来
た」者。

一
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産学環流インフラ

　　　　　　としての中部TLO

㈲名古屋産業科学研究所

　　　技術管理部

担当部長鈴木誠一郎

1．はじめに

　世界的な経済競争の時代を迎えて，従来型

商品の価格競争激化に伴う国内製造業の閉塞

感が高まる中，良質な雇用機会を確保し適正

な経済発展を持続していくため，「新規産業

の創出」が大きな課題と考えられています。

その突破口として，大学や公的研究機関にお

ける先端的な研究成果を効率的に事業化する

ことに対する期待が高まっています。

　米国ではスタンフォード大学から生まれた

サン・マイクロシステムズやシスコ・システ

ムズ，イリノイ大学の研究成果を商品化した

ネットスケープなど，数多くの有力企業が大

学発の技術を事業化し，多くの雇用機会を創

出しています。

　多くの米国の大学では，大学の研究成果を

特許化して産業界に移転し，ロイヤルティを

研究費等として大学に還元する技術移転事務

所（Technology　Licensing　Othce）を持ってい

ます。この活動の成果は1998年で米国大学の

特許出願件数は約4800件，ロイヤルティ収入

は7億2500万ドル（約870億円）に達し，335

億ドル（約4兆円）の経済効果と28万人の雇

用を生み出したとされています。しかるに日

本の国立大学での公開特許件数は137件，ロ

イヤルティとして国庫へ入ったお金も1996年

で約3千万円にすぎません。

2．大学等技術移転促進法

　米国で技術移転活動が活発になった基盤と

して1980年に制定されたバイ・ドール法があ

ります。それまでは米国でも国費を用いた大

学での研究成果は連邦政府に帰属したため，

産業界では扱いにくいものでした。しかしバ

イ・ドール法の制定により，国費を用いた研

究成果でも大学の所有として特許出願できる

ようになり，各大学が学内に技術移転事務所

を設けて研究成果の事業化に積極的に取り組

むようになりました。

　日本でも米国の例に範を取り，1998年8月

に「大学等技術移転促進法」が施行されまし

た。この法律は大学等から生じた研究成果の

産業界への移転を促進し，産業技術の向上及
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び新規産業の創出を図るとともに大学等にお

ける研究活動の活性化を図ることを目的とし

ています。この法律に基づいて所定の要件を

満たす組織が承認TLO（Technology　Licen－

sing　Organization）として技術移転に要する経

費等の助成が受けられるようになりました。

わが国におけるTLO設立の意義として以下

のような点が挙げられます。

1）国立大学等の「特許を受ける権利」の受

　け皿機関ができて特許化からライセンシン

　グまで一貫して大学の研究成果を活かすイ

　ンフラができた。

2）大学と産業界の仲介になる機関ができた

　ことで，産学問の情報交流が促進できる。

　特に中小企業でもTLOの会員になれば大

　学の知恵を利用できるようになった。

3）知的財産権に関して大学と企業の関係に

　対する透明性が確保され，外国に対する説

　明責任が高まる。

　この法律の制定を契機に各大学・地域の特

色を活かしたTLOの検討が進められ，現在

23の承認TLOと1つの認定TLO（産総研

TLO）が活動を始めています。

3．中部TLOの設立

　中部TLOは2000年4月1日に（財）名古屋

産業科学研究所の一事業として設立され，4

月19日に通産省・文部省（当時）よりTLOと

して承認されました。（財）名古屋産業科学研

究所は1943年設立の公益財団法人で，所内に

設けた中部ハイテクセンターで企業の技術者

向けにエレクトロニクスを中心とした研修事

業を行うほか，研究受託事業，および産学官

共同研究開発事業を推進しています。これら

の事業に加えて新たに中部TLOを設立し技

術移転事業を開始することになったのです。

中部TLOの特徴は以下のような点です。

1）東海地区の名古屋大学，名古屋工業大学，

　豊橋技術科学大学，岐阜大学等のほか，北

　陸地区の富山大学tJ金沢大学，福井大学，

　北陸先端科学技術大学院大学等が参加する

　地域連携型TLOであること。

2）理工系と医学・生命科学系分野の研究者

　で構成される総合的TLOであること。

3）財団法人形式の公益性を重視したTLO

　であること。

　よく知られているように中部地区は自動車，

繊維，セラミックス，航空機，工作機械等，

物づくり産業の中心です。一方大学研究者に

はこれらの分野に加えてエレクトロニクス，

IT，有機化学，医療・バイオ分野の専門家

も多く，産・学問の橋渡し役として中部TL

Oが活動することにより，この地域の既存産

業の一層の活性化を図るとともに，ベン

チャー型の新たな産業の創出も期待されてい

ます。

4．中部TLOの事業

　中部TLOでは技術移転事業を初めとして

以下のような事業を行っています。

1）技術移転事業

　・大学発の発明について知的財産権を取得

　　し，そのライセンシングを行う。

　・ライセンシングから生ずるロイヤルティ

　　を発明者・大学等へ還元する。

2）コンサルティング

　・技術移転に伴う技術相談・指導の斡旋。

　・大学の研究成果を基にした，新たな応用

　　開発研究・共同研究の仲介。

　・企業会員のニーズにマッチした研究者の
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　　探索と技術指導の斡旋。

3）情報提供

　・企業会員に対する大学研究室の研究開発

　　情報の提供。

　・大学研究者への産業界のニーズ情報提供。

　・各種講演会，交流会の開催。

　図1の事業活動イメージに示すように，中

部TLOはこれらの事業を通じて産・学問の

情報と研究資金の環流を行うことにより，知

的創造（大学側）と産業創造（企業側）のス

パイラルアップに貢献する「産学環流インフ

ラ」の構築を目標としています。

　中部TLOでは特許出願費等の事業費・管

理費をまかなうために会員制度を採用してお

り，企業会員からは年会費として100万円

（中小企業は25万円），研究者会員からは参

加費として一口5万円（教授は2口以上）を

いただいています。現在企業会員は約52社

（約20社が中小企業），研究者会員は約310

名の大学教員が参加しています。

　また技術移転によりロイヤルティの収入が

あった場合には，出願費用等の経費を引いた

上で，発明者・発明者の研究室・大学本部・

中部TLOに所定の割合で分配されます。

5、中部TLOの活動状況

　技術移転事業はまず発明案件の発掘から始

まります。各大学の地域共同研究センターの

協力を得て，専門分野の深い経験と知識を持

つコーディネータが研究者のヒヤリングを行

い，これはと思える発明案件を発掘してきま

す。しかし研究者の提案は必ずしも実用性が

あるとは限らないため，企業等の技術部門を

しかるべき地位で退職された各分野の専門家

の方に特許評価委員を委嘱し，発明の特許性

だけでなく産業界での有用性を含めた「特許

としての価値」の評価をいただいた上で，中

部TLOの費用で特許出願を行っています。

このようにして平成12年度は33件，平成13年

度は9月までで20件の国内特許出願を行いま

した。この他，これまでなら企業の単独出願

になっていたと思われる案件について，発明

者である研究者会員の「特許を受ける権利」

を譲り受けて企業との共同出願を5件行い，

大学研究者の権利確保に努めています。

　出願した特許の概要は1ヶ月以内に会員企
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業に対して優先的に開示します。ここで興味

を持った会員企業は更に詳しい情報の提供を

受け，実施権購入や将来の実施を前提として

独占的に開発を進めるオプション契約等のラ

イセンス交渉を行うことができます。

　初年度の平成12年度に技術移転した実績は

「老人介護ソフトウェア」の著作権1件でし

たが，今年度に入ってからは「ガン細胞の増

殖を抑制する方法」や「抗ガン剤の副作用を

予測する方法」，「人工眼システム」等，数件

の契約交渉を進めています。ただし引き合い

があるのは医療関係の案件が多く，工学系の

案件ももっと企業に活用していただきたいと

考えています。

　企業の技術課題に答える技術指導について

は，これまでは大学の敷居が高くて相談に行

くことさえ少なかった中小企業はもちろんの

こと，社内の技術を活かして新分野に進出し

ようとする大企業からも，最も専門分野の近

い先生を紹介してくれるということで高い評

価を受けています。現在までに中部TLO斡

旋で19件の技術指導を実施しています。技術

指導は安い額とはいえ有料にしていますが，

先生方は必要があれば現場にも出向き，その

会社の実態に合わせた指導をするため，か

えって企業からはよい評判を得ています。

6．今後の課題

　米国でも「バイ・ドール法」の制定からT

LOの活動が定着するまで10年以上の年月が

必要でしたが，日本ではそんなに時間をかけ

ている訳にはいきません。「大学等技術移転

促進法」に基づくTLOへの助成は5年間し

か予定されておらず，それまでにTLOは技

術移転事業を自立させなければなりません。

そのためには大学の研究成果から「売れる特

許」を見いだす目利きの力と，その特許を最

も必要としている企業を見いだして技術移転

を行う営業力が必要となります。また抜け目

のない特許権を確保するためには専門分野に

明るい優秀な弁理士の協力が必要です。

　中部TLOでは特許評価委員やコーディ

ネータとして経験豊富な企業OBの方の協力

を得ていますが，大学の研究者の専門分野す

べてをカバーできている訳ではなく，営業手

法も確立されている訳ではありません。そこ

で今後は大学と企業に弁理士を含めた人材の

ネットワークを拡げるとともに，技術移転を

専門にする人材の育成が最大の課題になると

考えています。

7．おわりに

　日本の大学ではかつて「産学連携は悪」と

いう考え方が幅を利かせた不幸な時代があり，

大学研究者は学術論文を出すことが第一で，

ビジネスの絡む特許を出すことを是としない

と感じている方がまだおられます。また大学

側としても人事上，論文件数は評価しても特

許出願件数を評価することはまれです。しか

し国際的な技術競争力の停滞と雇用の減少が

大きな社会問題となった今，大学研究者には

研究成果の事業化を通じた「社会への貢献」

が求められていると言えます。このために政

府は産業技術強力化法等により「社会への貢

献」に対する適正な報酬は正当なものとする

法律的な裏付けを行っています。また数年先

の国立大学の独立行政法人化をにらんで，大

学側も特許に対する評価を変えようとしてい

ます。

　一方企業側には，大学は教育のためにも
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らった金で研究をしているのだから「大学か

ら生まれた知識・発明はただ」で使っても社

会貢献になるとの意識を持つ人がいますが，

これは大きな間違いであり，正当な対価を払

わずに大学の研究成果を利用することに対し

ては，欧米から大きな批判を浴びる可能性が

あります。

　また大学発の技術は初期段階の技術が多い

のですが，日本の企業は実用化が目に見えて

いるような技術でないと社外のシーズには手

を出さない傾向があります。しかし米国企業

のようにこのようなシーズを積極的に購入し

育てていく姿勢がないと，「日本の大学の知

恵が海外の企業を活性化する」ことになりか

ねません。

　日本のTLOの発展はひとえに大学と産業

界の皆さんの意識改革にかかっています。貴

重な「大学の知恵」が我が国の産業の発展に

寄与できるよう，皆様のご協力をお願いいた

します。

筆者紹介

　　鈴木　誠一郎　　（すずき　せいいちろう）
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1978年　東京大学工学部卒業

1978年　日本電装（現デンソー）入社

2000年　㈲名古屋産業科学研究所　中部TLO出
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企業スポーツの

これからを考える

ギ
吟

舞

　　　　中部産政研

主任研究員安井孝一

1．危機に遭っている企業スポーツ

　企業スポーツの撤退が相次いでいる。

　図1を見ると明らかであるが，98年になっ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　40
て急に数が増している。98年に何があったか　　35

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30
というと，サッカーJリーグから横浜フWh　25
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　蝋20
リューゲルスが消滅した年である。その他にくH15

も，住友金属バスケットボール部，東芝府中

野球部，ニコニコドー女子陸上部，古河電工

アイスホッケー部などが廃部になっているが，

やはりJリーグのチームが1つ無くなるとい

うショックは他に与える衝撃は大きかったと

思われる。その年は雪崩式に次々とチームが

姿を消していき，翌年もその余波は続いた。

2000年は，データが古いため推測の値になっ

ているが，現実はより厳しく，

10
5

0
　1991　1992　1993　1994　1995　1996　1997　1998　1999　2000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（推定）
　　　　　　　　　　　年

　図1．企業チームの休廃部，活動縮小の推移

　　　　　　　　　　　　　ラグビーの新黍15

日鉄釜石やバレーのユニチカ旧立，バス〈ql・

ケットボールでは住友金属など，名門と呼ば

れるチームが休廃部となったため，その数は

優に20を超えているだろう。

　その理由についてほとんどは，会社業績不

振，経費節減のため廃部といったところであ

る。バブル崩壊後，長引く平成不況の中，経

0
5
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3
∩
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F
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競技種目

　　　図2．撤退企業数の競技別内訳
く図1，2とも（出所）スポーツデザイン研究所〉
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営合理化の大号令のもとに，明確な利益をも

たらさない運動部への支援は断ち切られるこ

とになったのである。

　実際に運動部の活動をまるごと面倒を見る

企業の予算は年間どれほどかというと，これ

も幅が広いのだが，Jリーグのトップになっ

てくると数十億，バレーのトップチームで1

億ほど，あとは規模に応じてだろうが，数千

万くらいであろう。

　運動部に対する支援のメリットを，企業お

よび製品ブランドの広告宣伝効果と捉えた場

合には，チームの成績不振や競技そのものの

人気の低迷などがきっかけとなって企業が手

を引くというのには説明がつく。しかし本当

にそれでよいのだろうか。このまま企業ス

ポーツは衰退の一途をたどり，日本のスポー

ツの屋台骨を支えてきた土壌がなくなってい

くことを指をくわえて見るしかないのか。

　　「そうであってはならない，日本のスポー

ツを衰退させてはならない。」との思いから，

これからの日本のスポーツのあるべき姿を考

えてみたい。

2．そもそもスポーツに求められるものは

　「スポーツは，人生をより豊かにし，充実したもの

とするとともに，人間の身体的・精神的な欲求にこた

える世界共通の人類の文化の一つである。心身の両面

に影響を与える文化としてのスポーツは，明るく豊か

で活力に満ちた社会の形成や個々人の心身の健全な発

達に必要不可欠なものであり，人々が生涯にわたって

スポーツに親しむことは，極めて大きな意義を有して

いる。

　すなわち，スポーツは，体を動かすという人間の本

源的な欲求にこたえるとともに，爽快感，達成感，他

者との連帯感等の精神的充足や楽しさ，喜びをもたら

し，さらには，体力の向上や，精神的なストレスの発

散，生活習慣病の予防など，心身の両面にわたる健康

の保持増進に資するものである。特に，高齢化の急激

な進展や，生活が便利になること等による体を動かす

機会の減少が予想される21世紀の社会において，生涯

にわたりスポーツに親しむことができる豊かな『ス

ポーツライフ』を送ることは大きな意義がある。

　また，スポーツは，人間の可能性の極限を追求する

営みという意義を有しており，競技スポーツに打ち込

む競技者のひたむきな姿は，国民のスポーツへの関心

を高め，国民に夢や感動を与えるなど，活力ある健全

な社会の形成にも貢献するものである。」

　上記の文章は，2000年9月に文部省（当時）

が発表した「スポーツ振興基本計画」の冒頭

でスポーツの意義について書かれた内容であ

る。これを見る限りスポーツは衰退させるど

ころか，ますます振興せねばならないもので

あるという気になる。

　さらに続いて社会的な意義を謳っている部

分では，

「ア．スポーツは，青少年の心身の健全な発達を促す

ものであり，特に自己責任，克己心やフェアプレイの

精神を培うものである。また，仲間や指導者との交流

を通じて，青少年のコミュニケーション能力を育成し，

豊かな心と他人に対する思いやりをはぐくむ。さらに，

様々な要因による子どもたちの精神的なストレスの解

消にもなり，多様な価値観を認めあう機会を与えるな

ど，青少年の健全育成に資する。

イ．スポーツを通じて住民が交流を深めていくことは，

住民相互の新たな連携を促進するとともに，住民が一

つの目標に向い共に努力し達成感を味わうことや地域

に誇りと愛着を感じることにより，地域の一体感や活

力が醸成され，人間関係の希薄化などの問題を抱えて

いる地域社会の再生にもつながるなど，地域における

連帯感の醸成に資する。

ウ．スポーツを振興することは，スポーツ産業の広が

りとそれに伴う雇用創出等の経済的効果を生み，我が

国の経済の発展に寄与するとともに，国民の心身両面

にわたる健康の保持増進に大きく貢献し，医療費の節

減の効果等が期待されるなど，国民経済に寄与する。

エ．スポーツは世界共通の文化の一つであり，言語や

生活習慣の違いを超え，同一のルールの下で互いに競

うことにより，世界の人々との相互の理解や認識を一

層深めることができるなど，国際的な友好と親善に資

する。

　このように多様な意義を有する文化としてのスポー

ツは，現代社会に生きるすべての人々にとって欠くこ

とのできないものとなっており，国民一人一人が自ら

スポーツを行うことにより心身ともに健康で活力ある

生活を形成するよう努めることが期待される。

　なお，人間とスポーツとのかかわりについては，ス

ポーツを自ら行うことのほかに，スポーツをみて楽し
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むことやスポーツを支援することがある。スポーツを

みて楽しむことは，スポーッの振興の面だけでなく，

国民生活の質的向上やゆとりある生活の観点からも有

意義である。また，スポーツの支援については，例え

ば．ボランティアとしてスポーツの振興に積極的にか

かわりながら，自己開発，自己実現を図ることを可能

とする。人々は，このようにスポーツへの多様なかか

わりを通じて，生涯にわたる豊かなスポーツライフを

実現していくのである。従って，スポーツへの多様な

かかわりについても，その意義を踏まえ，促進を図っ

ていくことが重要である。」

　といった具合である。まさにスポーツ礼讃

の美辞麗句ばかり。スポーツは日本の未来を

明るくしてくれるはずだと思いたくなる。我

々日本人のスポーツへの関わりとしても，い

ろいろな調査から意識を探ってみると，ス

ポーツへの関心は高いと言える。

　図3は2000年7月に行われた既婚男性

4，000名を対象とした生活実態調査の結果だ

が，スポーツに対する期待の高さが窺える。

また，実際の運動・スポーツの実施状況を見

てみると，図4の状況である。高齢になるほ

どよく運動がされているようだが，高齢者の

場合，健康のために身体を動かすといった意

味合いが強いと思われる。実際のアクティブ

スポーツの実施ということになると，別の調

査結果（図5，6）からもわかるように，諸

外国のそれと比べてやはりまだまだ低いレベ

ルと言わざるをえない。

　競技スポーツの世界で言えば，その最高峰

であるオリンピックやワールドカップといっ

たところでは，日本の近年の成績は芳しくな

い。また，スポーツ人口の比率も低い水準に

あるということになると，日本のスポーツの

衰退の流れは深刻であると言わざるを得ない。

　スポーツは全人類がみな楽しめるものとし

て，国際的な政治事情や宗教の違いなども超

えた「人類文化」として位置づけることがで

きるだろう。オリンピックやワールドカップ

などに対する人々の熱狂ぶりは，そのことを

おおいに物語っている。

　スポーツは本来，厳しい訓練を受けた一流

の競技者によってのみ行われるものではなく，

誰もがスポーツをすることを楽しんだり，見

ることを楽しんだりできる，まさに「人類の

文化」である。人類の根源的な欲求を満たす

スポーツを楽しむことが人々の暮らしをゆた

図3．生活に潤いを持たせるために必要なこと 図4．この1年間に運動・スポーツを行った日数

住居のリフォームや家具などの充実
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（出所）2000．7生活実態調査結果「労働調査」2001年4月号 （出所）内閣府「体力・スポーツに関する世論調査」
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徽鍔

図5．レベル別に見るスポーツ実施率
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7．896
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29396

図6．アクティブスポーツ人ロの割合の国際比較
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図5，6とも（出所）笹川スポーツ財団「スポーツライフデータ2000」

かにするのである。

　ここで企業スポーツに目を戻すと，そこは

まるで暗雲立ち込める混迷の状況なのである。

企業のスポーツに対しては，文部省の基本計

画のような壮大な意義や期待を求めることは

できないのだろうか。そもそもの企業スポー

ツの成り立ちを振り返ってみて，それから，

将来の姿を論じたい。

スポーツ実施レベルの設定

レベル0：過去1年間に全く運動・スポーツを実施しな

　　　　かった。
レベル1：年1回以上，週2回未満（1～103回／年）

レベル2：週2回以上（104～／年）

レベル3：週2回以上，1回30分以上連続した運動時間

レベル4；週2回以上，1回30分以上，運動強度「やや

　　　　　きつい」以上

アクティブスポーツ人口

「アクティブスポーツ人口」とは，週2回以上．1回30

分以上，運動強度「ややきつい」以上の運動・スポーツ

実施条件を満たしている成人の人口で，これは厚生省等

が健康の保持増進の目安としている運動所要量を基準と

しています。

注）各国におけるアクティブスポーツ人口の定義

ニュージーランド：中程度のきつさの運動を1週間当た

り最低5時間以上
Hillary　Commission”Sport　and　Physical　Activity　Survey”

1997

オーストラリア：最低30分以上の運動を1週間当たり5

回以上
Active　AustralianllNational　Physical　ActlVity　Survey”1997

カナダ：余暇時間に消費される体重lkg当たりの消費量

が12カ月の平均で少なくとも3kca1以上となるような運

動
Canadian　Fitness　and　L脈…style　InstitUte”Physical　ActiVity

Monitor”1999．

アメリカ：中程度のきつさの運動を1週間当たり最低5

回以上
Centers　f6r　Disease　Control　and　Prevention，National

Center　fbr　Health　Statistics”National　Heal廿11nterview

Surveytt　1995．

日本：頻度「週2回以上」，時間「1回30分以上」，強度

　「ややきつい以上」

SSF笹川スポーツ財団「スポーツ活動に関する全国調

査」2000年

3．企業スポーツの成り立ち

　企業スポーツの形態は日本独特のものであ

る。海外を見渡してみても，同様の形態を持

つのは韓国，台湾くらいである。それらの国

も日本からこのシステムを取り入れたわけだ

から日本がまさにオリジナルを形づくったの

である。

　スポーツが日本ではどのように人々に広め
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られたか。近代西洋に自然発生的に出来上

がったスポーツは，明治維新後の開国ととも

に伝えられた。もともと日本古来から伝わる

武道に対して日本人が持つ意義にあった「精

神鍛錬」の要素が，欧米から伝えられたス

ポーツ競技にも込められるようになったのは

ごく自然な成り行きで，スポーツは学校の体

育教育の中で広められることになった。元来

単純な「遊び」であるスポーツに教育的，鍛

練的要素を組み込んだのが日本の富国強兵政

策下の「体育」だったのである。日本ではい

まだに「体育」と「スポーツ」の使い分け，

区別がはっきりしていないわけもここにある。

　こうして学校において発展したスポーツだ

が，その競技者たちを卒業後も競技者として

プレーしつづけさせるために考え出されたの

が企業スポーツである。第二次大戦後はそれ

まで日本のスポーツの最高峰であった大学に

とってかわって企業が日本のスポーツのトッ

プとなった。企業は一流の競技者を雇い入れ，

企業の中にチームを作り，国内での大会で優

秀な成績を収めることに専心した。そこから

得られるものは企業としても大変大きかった。

大きくメディアに取り上げられることで対外

的にはイメージ向上がはかられ，一生懸命練

習に励み，試合で活躍する姿を応援すること

で社内的には士気向上，帰属意識向上が果た

せたのである。

　戦後の疲弊した日本において，スポーツは

人々の心に光を差した。プロ野球，プロレス，

そしてその流れは東京オリンピック，札幌オ

リンピックへとつながる。企業のチームに所

属する選手が日本代表となってオリンピック

で活躍する。内外の競技会において勝利を収

め，強くなっていく競技に対しては，応援も

どんどん熱を高め，その期待に応えるために

さらに選手を強化し，有名選手を学校から集

めてくる。選手の競技力向上のためには，最

新の設備や行き届いた生活環境が整備される。

日本の高度経済成長時代の流れの中において

は，まさに「行け行けどんどん」の状況だっ

たわけである。

　企業にスポーツ振興の機能をすべて任せっ

きりにしてきたつけは，平成のバブル崩壊と

ともに回ってきた。

4．企業に求められる新たな視点

　昨今のトレンドであるコーポレートガバナ

ンスの立場から，企業は株主重視の姿勢を明

確に示してきている。会社は何のために存立

しているのか，という議論がここでは関わっ

てくるが，大局的なものの見方をすれば，企

業活動を通じて広く社会に貢献するという意

義については異論のないところであろう。利

潤追求はそのための一方策であって，それが

すべてではないはずである。そうは言えども

この不況下にあっては，企業の収益に固執し，

厳しく合理化，リストラを要求する株主に対

して，直接的に利潤に貢献するとは説明しに

くい企業内スポーツクラブへの支援は，その

削減もしくは打ち切りという形でやはり格好

のリストラ策となってしまった。

　企業の広告塔として，企業の看板を背負っ

て内外の競技会に出場し，そこで優秀な成績

を収める。トップを走るマラソン選手が2時

間以上もの問，胸にその所属企業の名前の

入った姿をテレビ中継されれば，その宣伝効

果は絶大である。30秒のテレビコマーシャル

に何億という金をつぎ込むよりはよっぽど効

果は期待できる。そんな期待から，企業は
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トップアスリートの獲得に躍起になって，そ

れこそ何億もの金を費やしてきたのである。

当然，選手には期待に見合うだけのパフォー

マンスを要求される。選手ももちろん頑張る。

懸命に練習をし，自らの競技力向上を目指す。

だが，勝負の世界であるゆえ，必ず負けもあ

る。平成不況のどん底で，企業は負けること

を許容できなくなった。成績の芳しくない競

技から切り捨てられることになっていったの

である。

　スポーツを支援することの意義は，本当に

宣伝効果やイメージアップのためだけであろ

うか。先にも述べたが，あるトップレベルの

競技者たちのためだけに企業スポーツはある

のか，という問いかけである。前述の文部省

のスポーツ振興基本計画にある通り，スポー

ツは世界共通の人類の文化であるわけで，誰

もがエンジョイできるものである。また，ス

ポーツをすることによって得られる，健康や

精神的充足や，スポーツ振興を通じての豊か

な社会の形成は，これからの日本にとって不

可欠であることは言うまでもない。日本のス

ポーツの屋台骨を支えてきた企業は，企業ス

ポーツの衰退によって，日本のスポーツ振興

というその大きな役割を果たさなくなってし

まっていいのだろうか。

　企業に勤める従業員は，練習やゲームにお

いて汗を流し，その肉体を躍動させる選手の

姿に感動し，職場は一丸となって選手の応援

に声を上げる。そして自らもスポーツ意欲を

高め，健康増進に関心を持ち，積極的にス

ポーツに参加していく。数字として売上や利

益に上がってはこないが，職場の一体感の醸

成や，年間国民医療費が30兆円を超える状況

下で逼迫した健保財政の健全化などに対して，

これらは副次的に貢献することになろう。

（運動不足と医療費の関係についての研究報

告は下記参照）そのことだけでも十分に意義

は見出せるとして，企業スポーツを切り捨て

ない企業もまだまだある。だが，筆者はこれ

にもう一歩踏み越えた取り組みを望む。

　企業の枠を取り払うことである。従業員か

ら，その家族，そして地域のすべての住民に

向けてスポーツ振興の役割を果たしていくべ

き，と考える。もちろん既に家族や地域まで

も巻き込んだ活動を行っている企業はいくつ

かは見られるのだが。

2001．9　日本体力医学会速報

　「医療費を増加させる生活習慣，肥満，喫煙より運動

不足が影響大」

　40・一一79歳の国民健康保険（国保）加入者を対象とし

たコホート追跡研究で，肥満，喫煙T運動不足の三つ

の生活習慣のうち，運動不足が医療費の増加に最も強

く関連していることがわかった。禁煙や減量よりも運

動をターゲットにする方が，医療費抑制の効果が出や

すいことを示唆するもので，今後の健康政策に大きな

影響を与えそうだ。研究結果は，東北大学大学院医学

系研究科公衆衛生学分野の辻一郎氏が，9月21日に行

われた教育講演「健康増進の医学的・経済的効果」で

発表した。

　（中略）2万7，431人を対象に解析したところ，運動

不足か否かで4年後の累積医療費に約20万円の差がつ

いた。

　次に辻氏らは，この「喫煙」「肥満」（BMIが25以

上）「運動不足」という三つの生活習慣について，医

療費に対する相乗効果を検討。三つともあてはまらな

い人の月当たり医療費を基準として増加率を調べた。

　結果は驚くべきものだった。性や年齢，主観的健康

度など他の因子で補正した後は，三つのうち「肥満」

だけがある人や，「喫煙」だけがある人の医療費増加

率は2％前後。ところが，「運動不足」だけがある人

の医療費増加率は約15％だった。増加率は，肥満と運

動不足が重なると約2割増し，喫煙と運動不足が重な

ると約3割増しとなり，「運動不足」が医療費増加に

大きな影響を与えていることが明らかになった。

　辻氏は「医療費の節減は急務の課題だが，運動など

健康的な生活習慣の導入で医療ニーズを減らせば，医

療費は節減できる」と指摘。予防医学研究では，こう

した医学的・経済学的効果に関する評価をしっかり行

い，研究を集積して政策提言へとつなげることが大切

だと強調した。
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5．日本の先進的取り組み

Jリーグ百年構想というものがある。J

リーグといえば，ご存知の通り，サッカーの

フ゜ロリーグである。93年に10チームで発足し

たのだが，その前にあったリーグはJSL

（JAPAN　SOCCER　LEAGUE）であった。プロ

サッカーリーグを立ち上げようとしたときに

Sリーグ（SOCCER）でもなく，Fリーグ

（FOOTBALL）でもなく，Jリーグと名付け

たのにはわけがあった。Jリーグはプロサッ

カーリーグだけではないということである。

Jリーグの理念，百年構想を公式ホームペー

ジから引用すると，次の通りである。

　Jリーグ百年構想～スポーツ文化の確立を目指して～

　私たちは，スポーツが人々を健康にし，また感動を

与えたりするだけではなく，連帯感や協調性，いたわ

りや助け合いの精神を育み，青少年の育成やこれから

の高齢化社会で重要な役割を果たすと考えています。

スポーツが日常生活にとけ込み人々の生活に喜びと潤

いを与えるものとなるには，これまでの学校体育，企

業スポーツだけに頼った形でなく，より広くより多く

の人がスポーツを楽しめる場を作っていくことが必要

です。

　Jリーグは，「Jリーグ百年構想」というスローガ

ンを掲げ，Jリーグの理念の具現化を図りながら，多

くの方にスポーツの重要性とこれからの課題を理解し

ていただく活動を行っています。

　Jリーグが目指しているのは，ヨーロッパの各国で

みられるような，スポーツが生活の一部となっている，

いわゆる”スポーツ文化”の確立です。ドイツをみて

みると，それぞれの町に人口に合った規模のスポーツ

クラブがあり，子供から高齢者まで，家族揃ってス

ポーツを楽しんでいます。町のスポーツクラブとして

発展したもの，地元の大学が施設を開放して地域の

人々のためにスポーツ教室として開催するものなど，

その形はさまざまですが，こういった充実したスポー

ツ環境によってドイツのスポーツ人口は国民の約6割

を占めるようになりました。さらにドイツには「ス

ポーツシューレ（スポーツの学校）」という充実した

施設が国内に約15ヶ所あります。ここでは，各種ス

ポーツの実践的な指導や選手の育成，コーチ養成の研

修や会議など，選手の育成強化だけでなく指導者やク

ラブ運営スタッフを含めた講座などが行われており，

スポーツの普及・発展に寄与しています。

　現在，Jリーグの各クラブはドイツのような「地域

に根差した総合スポーツクラブ」を目標に，サッカー

という競技を通じてさまざまな活動を行っています。

トップチームの試合開催，一貫した選手の育成・強化

への取り組みのほか，地域の人々が楽しんで参加でき

るようなサッカー教室を開催したり，地域で開催され

るスポーツ活動へのサポートなども行っています。ま

た，自治体や地元企業の協力を得てスタジアムやス

ポーツ施設の整備に取り組んだり，地域の人々からの

協力でチームの応援やボランティアで試合の手助けを

していただいたり，企業からは出資や広告費のほか，

スタッフの派遣など多くのサポートを得て活動してい

ます。

　Jリーグは，単にサッカーを普及させ，日本サッ

カーを強化することだけを目標にしているわけではあ

りません。日本中にひとつでも多くの芝生におおわれ

た広場やスポーツ施設ができ，人々が“スポーツを観

る”，“スポーツをする”，“スポーツを通じて地域の

人々との交流を深める”といったことが，日常生活の

中で当り前にできるような環境をつくっていくこと。

そして，スポーツを通じて，人間性やボランティア精

神を育み，世代を超えたふれあいの輪を広げること。

そんな環境を日本中にたくさんつくっていこうという

目標をもっています。それは，30年，50年あるいは100

年と長い歳月がかかることかもしれません。しかし，

私たちはその確固たる意志を「Jリーグ百年構想」と

いう言葉に込め，積極的に取り組んでいきます。自治

体，市民，企業はもとより，地域の体育協会やスポー

ツ団体の皆さんのご理解，ご協力も必要です。そして

一 日も早く「新しいスポーツ文化」を実現したいと考

えています。

このような具合で，まさに100年がかりで

「スポーツ文化」を創りあげていこうという

壮大な構想なのである。そしてこれはサッ

カーだけに限定した取り組みではないことに

注目すべきで，活動方針にもはっきりとこう

ある。「サッカーだけでなく，他の競技にも

気軽に参加できるような機会を多く作ってい

きます」と。サッカー以外の競技への取り組

み例を下記に示す。

鹿島アントラーズ，2000年テニスデビスカップ運営主

　管。97年10月「ミニバスケットボールクリニック」，98

　年から〈ホームタウンテニスクリニック〉を開講

東京ヴェルディ，男子バレーボールチーム設立

大宮アルディージャ，〈バドミントン教室〉開講

モンテディオ山形，女子駅伝チーム設立。

アルビレックス新潟，男子バスケットボールチーム
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　「新潟アルビレックス」誕生。

サンフレッチェ広島，「広島トップス」広島県内のトッ

　プスポーツネットワーク構想（サッカー一一　tハンドボー

　ル，バレーボール，バスケットボール）立ち上げ。

欧米のスポーツクラブの姿には程遠いが，

こういった流れは大変望ましい。

別の側面からのアプローチとして，大変興

味深い取り組みがある。それは「芝生スピ

リット神戸」である。これは神戸市と神戸ア

スリートタウンクラブというNPO法人が全

面的にバックアップして，小学校の校庭を芝

生で覆おうという活動だ。コンセプトは次の

ようなものである。

　「芝生の校庭を，子供たちの未来のために。」芝生

の校庭には，子供たちの心と体を育む未知の可能性が

あると，私たちは考えます。特に小学生の間は，体の

発達にとって最も大切な期間だと言われています。小

学校の校庭が柔らかい芝生なら，子供たちは怪我を気

にせず，自分からすすんで思いきり体を動かせるので

はないでしょうか。もちろん体を使って皆と一緒に遊

ぶためには，頭も知恵も使います。友達との関わりを

通して心も育まれます。緑の中で思いきり遊べる場所

の少ない市街地では，芝生の校庭のような新しい環境

が特に求められているのです。

　「さらに，地域コミュニティの中心に。」芝生の校

庭が地域に開放されれば，スポーッや文化活動など一

般の人たちの利用も考えられます。たとえば，散歩つ

いでに立ち寄って裸足で芝生の感触を楽しむ。スポー

ツクラブの練習の場として使用する。さらに利用する

人たち自身が，それぞれの希望に合わせて地域ごとに

運営の方法を考え，自主的にルールを創る。“子供の

ように楽しんで，大人らしく管理する”。芝生の校庭

は，新しいコミュニティの提案でもあるのです。

地域コミュニティ作りに貢献できるはずと

いう考えは全くその通りで，子供たちが芝の

上でスポーツに戯れる姿は全くすばらしい限

りである。

Jリーグ百年構想や芝生スピリット神戸に

しても，目指しているものの姿は総合型地域

スポーツクラブである。これは文部省の方針

とも全くズレたものではない。第2章にも触

れた，文部省（当時）が発表した「スポーツ振

興基本計画」に，総合型地域スポーツクラブ

の創設が必要不可欠な施策であるとしている。

A．政策目標達成のため必要不可欠である施策

　誰もがスポーツに親しむことのできる生涯スポーツ

社会を21世紀の早期に実現するため，国民が日常的に

スポーツを行う場として期待される総合型地域スポー

ツクラプの全国展開を最重点施策として計画的に推進

し，できるかぎり早期に成人の週1回以上のスポーツ

実施率を50パーセントとする。

・総合型地域スポーツクラブの全国展開

到達目標

　2010年（平成22年）までに，全国の各市区町村にお

いて少なくとも1つは総合型地域スポーツクラブを育

成する。

　2010年（平成22年）までに，各都道府県において少

なくとも1つは広域スポーツセンターを育成する。

現状と課題

（スポーツ環境の現状と課題）

　我が国では，学校と企業を中心にスポーツが発展し

てきた。このため，地域のスポーツクラブを中心にス

ポーツ活動が行われているヨーロッパ諸国などと異な

り，学校を卒業するとスポーツに親しむ機会が減少す

る傾向にある。平成9年に総理府が実施した「体力・

スポーツに関する世論調査」に基づく推計によると，

我が国の週1回以上のスポーツ実施率は約35パーセン

トと，50パーセントを超えるヨーロッパの先進諸国に

比べて低い状況にある。

　確かに，現在，公共スポーツ施設を拠点とした地域

スポーツクラブや従業員の福利厚生を目的とした職場

のスポーツクラブ，民間の商業スポーツクラブも存在

するが，公共スポーツ施設を拠点とするスポーツクラ

ブの約9割が単一種目型であることに代表されるよう

に，これらのスポーツクラブは性別，年齢，種目が限

定的であったりするため，誰もが，いつでも，どこで

も，いつまでも各自の興味・目的に応じてスポーツに

親しめるようになっているとは言い難い状況にある。

　こうした状況を改善し，国民の誰もが生涯にわたり

スポーツに親しむことができる生涯スポーツ社会を実

現するためには，多世代，多様な技術・技能レベルに

属し，多様な興味・関心を有する者が参加できる地域

スポーツクラブの育成が必要である。

（総合型地域スポーツクラブの必要性）

　「総合型地域スポーツクラブ」とは，地域住民が主

体的に運営するスポーツクラブの形態である。我が国

では，身近な生活圏である中学校区程度の地域におい

て，学校体育施設や公共スポーツ施設を拠点としなが

ら，地域の実情に応じて民間スポーツ施設も活用した，

地域住民の誰もが参加できる総合型地域スポーツクラ

ブが定着することが適当と考えられる。特に学校体育

施設は地域の最も身近なスポーツ施設であり，住民の

スポーツ活動における期待は大きい。なお，総合型地
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域スポーツクラブを育成することは，完全学校週5日

制時代における地域の子どものスポーツ活動の受け皿

の整備にもつながり，さらには地域の連帯意識の高揚，

世代間交流等の地域社会の活性化や再生にも寄与する

ものである。

　総合型地域スポーツクラブの特徴は，次のとおりで
ある。

ア．複数の種目が用意されている。

イ．子どもから高齢者まで，初心者からトップレベルの

　競技者まで，地域の誰もが年齢，興味・関心，技術

　　・技能レベルなどに応じて，いつまでも活動できる。

ウ．活動の拠点となるスポーツ施設及びクラブハウス

　があり，定期的・継続的なスポーツ活動を行うこと

　ができる。

エ．質の高い指導者の下，個々のスポーツニーズに応

　じたスポーツ指導が行われる。

オ．以上のようなことについて，地域住民が主体的に

　運営する。

　（総合型地域スポーツクラブの課題）

　これまで我が国では，学校と企業を中心にスポーツ

活動が行われてきたため，地域においてスポーツ施設

や指導者などのスポーツ活動の基盤となる環境が十分

整備されてきていない。こうした状況の中で，地域住

民には，自らのスポーツ活動のための環境を地域で主

体的に創り出すという意識が根づいておらず，ボラン

ティア精神で主体的に運営する地域スポーツクラブの

意義が未だ十分理解されていない現状にある。また，

地域のスポーツ行政担当者や体育指導委員，スポーツ

団体の間においても，総合型地域スポーツクラブの意

義・必要性が十分認識されていない場合が少なくない。

さらに，総合型地域スポーツクラブ創設へのニーズが

高まっている地域でも，地域の関係者間の調整を行い

ながら創設を推進していく熱意と能力を有する人材を

得るのが難しいという問題もある。

　現在，地域によっては，学校体育施設や公共スポー

ツ施設を拠点として，青少年健全育成組織やPTA，

スポーッ少年団などの組織を核とした総合型地域ス

ポーツクラブの育成の取組みが進んでいるところもあ

る。しかし，このような先進的な地域においても，地

域のスポーツサービスは無料又は廉価で行政から提供

されるものという従来の意識が残っていることから，

クラブは会員である地域住民の会費により自主的に維

持，運営されるものであるという基本認識が足りない

場合など，会費収入によりクラブの安定的な財源を確

保することが困難な事例も見られる。この傾向はクラ

ブ創設初期ほど顕著と言える。

　また，事業体としての総合型地域スポーツクラブを

円滑に運営するためには，経営能力を有する専門的な

人材（クラブマネージャー）が必要である。しかし，

こうした人材の育成に関するノウハウやカリキュラム

が蓄積されていないために，必要なスタッフの確保は

容易ではない現状にある。

　さらに，総合型地域スポーツクラブは，単にスポー

ツ活動の場であるだけでなく，地域住民の交流の場と

しても期待され，そのためには地域住民の交流の場

（たまり場）となるクラブハウスは欠かせない。しか

し，我が国の総合型地域スポーックラブの活動の拠点

として期待される学校体育施設や公共スポーツ施設に

はクラブハウスがない場合が多く，地域住民から期待

される役割を果たすために必要な機能を備えていると

は言い難い状況にある。

（中略）

今後10年間の具体的施策展開

　21世紀において生涯スポーツ社会の実現に取り組む

中で，総合型地域スポーツクラブの全国展開は本計画

の根幹となるものであり，将来的には，中学校区程度

の地域での総合型地域スポーツクラブの定着及び広域

市町村圏程度の地域での広域スポーツセンターの設置

が最終的目標である。この目標に向け，全国の市区町

村を挙げた総合型地域スポーツクラブの育成と都道府

県を挙げた広域スポーツセンターの育成を行う。

1）緊急に対応すべき重要施策
　（国）

　総合型地域スポーツクラブの全国展開を積極的に推

進するため，総合型地域スポーツクラブ育成環境の整

備，人材の育成及び生涯スポーツ社会の実現に向けた

普及啓発の施策を講ずる。

ア，総合型地域スポーツクラブ育成環境の整備

　総合型地域スポーツクラブ及び広域スポーツセン

ターの全国展開のためのモデル事業を推進するととも

に，その実施により得られた成果について，全国の関

係者に対して情報提供を行う。

　また，総合型地域スポーツクラブの設立・運営を円

滑に進めるためのマニュアルを策定するとともに，広

域スポーツセンターの在り方に関するガイドラインを

策定する等により，各都道府県における総合型地域ス

ポーツクラブの育成事業や広域スポーッセンターの育

成事業を支援する。

　さらに，総合型地域スポーツクラブが地域のスポー

ツ振興やコミュニティ形成など地域で果たす公共的な

役割を踏まえ，地域住民からの会費収入等による運営

を基本としつつ，クラブの根幹的な要素や事業，具体

的には，ロッカールーム，シャワー室，喫茶・談話室

等を備えたクラブハウスの整備，スポーツ大会の開催

等の事業，広域スポーツセンターの機能の整備，同セ

ンターにおけるクラブマネージャーの育成等のクラブ

支援事業等に対する効果的な支援方策について，特に

創設時の安定運営や施設の状況に配慮しながら検討を

行い，具体化を図る。

（中略）

（総合型地域スポーツクラブ）

　創設後の総合型地域スポーツクラブにおいては，円

滑かつ継続的に事業を展開するため，次のような取組
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みが望まれる。

ア．NPO法人格を取得すること。
　法人格を取得することで総合型地域スポーツクラブ

は，組織として権利義務の主体となることが可能とな

る。また，事業内容や会計が透明化されることにより

地域の行政関係者の信頼を得ることから，行政との連

携の円滑化にも資すると考えられる。さらに，事業内

容や会計の透明化は，会費を納める地域住民の一層の

信頼を得ることにもつながり，クラブの継続性にも寄

与すると考えられる。

イ．傷害保険に総合型地域スポーツクラブとして加入

するなど，活動中に生じる可能性のある事故に備える

こと。

2）中長期的に対応すべき施策

（中略）

（総合型地域スポーツクラブ）

　NPO法人化を進めるとともに，地方公共団体のス
ポーツ事業やスポーツ施設の管理運営を受託するなど，

地域のスポーツ活動の中核組織として基盤の充実を図

ることが望まれる。

　また，総合型地域スポーックラブへの加入層を広げ

てスポーツ実施率を高めていくため，地域住民の関心

に対応して，スポーッ活動にとどまらず，健康に関す

るイベント，健康教室の開催や，レクリエーション・

文化・福祉活動等も加えたクラブに発展させていくこ

とも期待される。

　なお，会員のニーズや地域の実情に応じて，カフェ

テリア，託児室，体力・スポーツ相談等のためのト

レーナー室等をクラブハウスに設けたり，民間スポー

ツ施設も活動の場に活用したりするなど，会員に対す

る多様なサービスの提供が望まれる。

　（中略）

　（大学等の高等教育機関，プロスポーツ組織企業，

民間スポーツ施設）

　施設，人材等の面でスポーツに関する豊富な資源を

有している大学等の高等教育機関においては，学生の

スポーツ活動の充実はもとより，地域の一員として地

域スポーツ振興に積極的に関わり，総合型地域スポー

ツクラブの育成に参画することが期待される。

　プロスポーツ組織や企業においては，大学等と同様

に地域の一員として総合型地域スポーツクラブの育成

に参画するなど，地域の実態に即した形での貢献を行

うことが期待される。例えば，プロスポーツ組織は，

　トップチームの下部組織として，地域住民が参加する

スポーツクラブを育成することが考えられる。

　さらに，民間スポーツ施設においては，総合型地域

スポーツクラブに活動の場を提供したり，スポーツ指

導者の派遣を行うなど地域のスポーツ活動により一層

寄与することが望まれる。

　　上記の方針の中に，企業が果たすべき新し

い役割について，ヒントがいくつか見える。

「学校完全週休5日制になったあとの受け皿

として，いつでも使える充実した施設の必要

性」に対し，企業が持つ設備を積極的に提供

していくことや，「単にスポーツ活動の場で

あるだけでなく，地域住民の交流の場として

のクラブハウスの不可欠性」に対し，企業が

スポンサーとなってクラブハウスを設立した

り，当然のことながら，NPOとなるクラブ

への寄付などによる支援や，選手および指導

者を企業内抱え込みから総合スポーツクラブ

へ出していき，クラブ活性化に貢献すること

もできる。

そうすることができれば，おのずと企業は

チーム丸抱えの運営形態から，総合型地域ス

ポーツクラブへの支援という形へ移行するこ

とができるであろう。新しい形での企業フィ

ランソロピー（社会貢献）が実現できるのであ

る。

　ただし，これが容易には実現しにくい要因

に，日本の税制の問題がある。これは諸外国

に比べて大変遅れていると言わざるを得ない

状況である。日本では寄付行為に対して損金

控除できる限度があるため，企業内抱え込み

形態のスポーツに対する支援はすべて経費扱

いできるのと比べた場合に，どうしても後者

を選択してしまうということになるのである。

アメリカでは寄付行為に対し税の優遇措置が

あるためにそういった形での企業の社会貢献

が活発に実施されているということもいえよ

う。日本でも社会貢献が強く叫ばれ始めた今

がチャンスで，税制の見直しが期待されると

ころである。

6．まとめ

筆者は94年にニュージーランドへ2ヶ月間
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留学した経験をもつ。その2ヶ月は，南島の

都市であるクライストチャーチのラグビーク

ラブへ入りそのクラブの一員としてプレーし，

また英会話や本場のラグビースキルを学んで

日本へ持ち帰ることを目的としたものであっ

た。未知の世界に飛び込むことはとてもスリ

リングでエキサイティングなものであったが，

ニュージーランドのクラブライフというもの

はまさにカルチャーショックであり，以降筆

者の考え方に大きく影響を与えたことは明白

である。筆者が加入したクラブはカンタベ

リーユニバーシティというクラブであった。

大学の名前のついたクラブだが，クラブは子

供から大人まで，練習に参加でき，カンタベ

リーユニバーシティに愛着を持つ人であれば

誰でも加入できる。クラブの中にチームは32

を数える。カンタベリー州代表に選手を送り

出すトップのチームがシニアAで，そこに一

歩及ばないがシニアA入りを目指すチームが

シニアB，その下にはシニア入りを目指す学

生のチームや，ソーシャルラグビーといって，

トップを目指すのでなく，楽しくエンジョイ

するラグビーをするチーム，そして子供たち

のチームなど，実にたくさんあって，誰もが

自分にあったレベルのチームを見つけてそこ

でプレーすることができる。それだけのチー

ムが週2回の練習を行い，週末にはゲームが

できるよう，グラウンドは10面を越える。も

ちろんすべて芝である。

　筆者の参加したシニアBのチームは夕方

18：00開始で90分の密度の濃い練習を週に2

回行った。チームメイトのプロフィールは多

岐にわたり，学生や社会人が混ざり合って

チームを構成していた。シーズン中は毎週

ゲームがあり，誰もがゲームに出てプレーす

ることができ，そして，ゲームが終われば必

ずクラブハウスでパーティがあった。そこに

はチームの仲間だけでなく，クラブのすべて

の構成者が集っていた。まさに老若男女を問

わずクラブに関わる人たちが集まる社交場

だったのである。彼らは小さい頃からこのク

ラブハウスに出入りをし，このクラブで年代

とともにチームをステップアップして，ラグ

ビー選手としてのスキルを高めていっている

のである。ゲームごとに選ばれるマンオブザ

マッチになれば，みんなの前で表彰を受けた

り，また，オフィシャルなパーティもクラブ

ハウスで行われる。そういった場は子供たち

にとって大人の社会へのデビューとなる，す

なわち，マナーだとか社交性などを養うこと

が出来る場となっているのである。そのクラ

ブを支援するのはクラブの会員であり，スポ

ンサーである企業であった。スポンサー企業

も多岐にわたり，ビールメーカー，ホテル，

銀行とさまざまであった。週末にクラブの

バーに集まって，テレビにみんながかじりつ

いて熱狂的に州代表のゲームを応援したりす

る姿には感動を覚えたものだった。

　クラブライフを通じて子供は成長していき，

また，大人たちは職業の壁などを超えた人間

関係を築く。こういう環境がこれからの日本

で創り上げられることを期待して止まない。

Jリーグは百年構想，文部省は十年構想，ど

ちらも一朝一夕には実現できはしないという

事を物語っているが，「千里の道も一歩から」，

企業としては，施設設備の開放や，指導者の

派遣，子供スクールの企画，NPO設立支援

やその運営サポートなど，一歩一歩できる事

から進めていくべきであると考える。
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所得が不平等なのは

不幸なのか？

　　　　　　　　　　講

　　　　　璽
　　　sainh
　　　轡灘裂　・で

大阪大学社会経済研究所

教授　大　竹　文　雄

1．所得格差への関心の高まり

　総中流社会・平等社会といわれてきた日本

の平等神話が崩れようとしている。橘木俊詔

京都大学教授は，『日本の経済格差』（岩波新

書）で日本の所得の不平等度が高くなったこ

とを指摘した。佐藤俊樹東京大学助教授は

『不平等社会日本』（中公新書）で親子間の

職業継承の程度が高まり，機会の平等が失わ

れてきていることを示した。どちらの本もベ

ストセラーとなった。

　確かに，失業率が高まり，生活保護世帯も

増え，ホームレスも増えた。一方で，高級品

が売れるという。企業においても成果主義型

の賃金制度の導入が進み，賃金格差をつけて

いく方向に動いている。このような動きは多

くの人に格差拡大を実感させている。実

際，1999年の『国民選好度調査』（経済企画

庁）によれば，所得・収入の格差が10年前と

比較して拡大したかという問いに対して約4

割が「拡大した」と答え，約3割が「縮小し

た」と答えている。特に，30代や高所得層で

拡大したと答えている者が多い。

実は統計的にみると，日本の賃金格差が上昇

したのは，80年代であって90年代ではない。

この点は，格差拡大論が最近注目されている

ことと大きく異なる。しかも，日本で80年代

に格差が拡大した最大の理由は，人口の高齢

化であった。もともと賃金格差が大きい高齢

層の人口に占める比率が上昇してきたのであ

る。90年代には，労働人口の高齢化が収まっ

たため不平等化の動きが止まったのである。

最近の格差拡大間の広がりは，成果主義的な

賃金制度の導入が始まったことで今後の格差

拡大を感じているのか，失業・ホームレスの

増加ということから実感している可能性が高

い。

2．所得格差は問題か？

　所得に格差が生じることについて人々はそ

れを問題だと思っているのであろうか。『国

民生活選好度調査』では，「個人の選択や努

力の違いによる所得等の格差は当然である」

という考え方を肯定する人は，日本人の7割

であり，年収が高い人ほどその割合が高いこ

とを明らかにしている。一方で，「個人の
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持って生まれた能力が異なるために，所得等

の格差は当然である」という考え方を肯定す

る人は約5割であり，年齢が高いほど肯定的

である。努力や能力による所得格差を認める

人は，日本人の中では多いのである。能力主

義的な人事・賃金制度についても4割の人が

肯定的である。もっとも，昨年の中部産政研

のアンケートでも，評価が低かった人たちは

「正しい評価でなく能力主義的でない」と感

じることが多いので難しい。

3．アメリ力人とヨーロッパ人

　所得の不平等度が高いことを不幸なことだ

と考えるのは，万国共通なのだろうか。

Alesina教授，　Tella教授，　MacCulloch教授

の3人のハーバード大学とロンドン大学の研

究者たちは，ヨーロッパとアメリカについて

の膨大なデータを用いて比較研究を行った。

ヨーロッパでは，不平等度が高まると人々は

幸福感を感じなくなるのに対して，アメリカ

人は，不平等度が高まっても幸福感は影響を

受けないことを見いだした。

　この違いを説明するには，二つの仮説があ

る。第一の仮説は，「ヨーロッパ人は平等を

好むがアメリカ人はそうでない」という「平

等感の違い仮説」と呼べるものである。第二

の仮説は，「アメリカでは，所得階級間の移

動が高いので，現在貧しいことは必ずしも将

来の貧しさを意味しない。そのため，所得格

差が高いことそれ自体は不幸に結びつかな

い。」という「所得階層間移動仮説」と呼べ

るものである。

　彼らは，イデオロギー別，所得階層別に，

不平等と幸福感の関係を分析することで，こ

れらの仮説を確かめた。もし，左翼的な人々

が平等を重視しているのであり，その比率が

アメリカとヨーロッパで違うのであれば，第

一の「平等感の違い仮説」がなりたつ。ヨー

ロッパの低所得の人々が，不平等を特に気に

しているのであれば1第二の「所得階層間移

動仮説」が成り立つ。

　結果は，「所得階層間移動仮説」と整合的

であった。アメリカ人で不平等を気にしてい

るのは，貧しい人々ではなく，豊かで左翼主

義者のグループである。一方，ヨーロッパで

は，左翼主義者だけでなく，貧しい人々も不

平等は不幸であると考えている。左翼主義的

な人々が平等を重視するのは同じであるが，

貧しい人々が不平等を不幸だと感じるのは，

ヨーロッパに限られているのである。ヨー

ロッパの方が，アメリカに比べて，所得階層

間の移動率が低いことが，ヨーロッパで所得

の不平等が深刻な問題だと考えられる理由な

のである。

4．日本社会はヨーロッパ社会に近

いのか

　日本は，アメリカとヨーロッパのどちらに

近いのであろうか。日本では，実際には所得

格差がそれほど拡大していないにもかかわら

ず，所得格差の拡大について大きな関心がも

たれている。また，日本では「努力の差に

よって所得格差が拡大する」のを肯定するの

は，所得が高い人々に多い。この点は，ヨー

ロッパ人の不平等に対する考え方に近い。つ

まり，所得階層間の移動可能性が低い社会に

なっていることを反映している。仮に，階層

間の移動の可能性が高ければ，現在所得が低

い人であっても，努力の結果，格差が生じる

ことを容認するはずである。
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　このことは，企業の賃金制度改革にもあて

はまる。成果主義を導入する際には，格差拡

大とともにその格差の存在が不幸感をもたら

さないようにするための措置が必要である。

つまり，機会均等や逆転可能性を高める必要

がある。昇進機会に格差があるような階級主

義を維持したまま賃金格差を高めることは大

きな不満をもたらすことになる。

　機会の不平等や階級社会を前提として所得

の平等主義を進めるべきなのか，機会均等を

めざして所得の不平等そのものを気にしない

社会を目指すべきなのか，我々は真剣に考え

るべき時期にいるのではないだろうか。

文　献

　Alesina　，　Alberto　，　Rafael　Di　Tella，and　Robert

MacCulloch（2001）t’lnequality　and　Happiness：Are

Europeans　and　Americans　D迂ferent～tT　NBER

Working　Paper　，　No．8198
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中部のモノ造り技術

10番目の自動車メーカーを富山に訪ねて

夢のクルマを現実のものに

　飛騨に源流を発する神通川。そのたもとの田園地帯に日本で10番目の自動車メーカーとして

認定を受けた光岡自動車の横野工場がある。工房といった方がぴったりする小ちんまりとした

工場から個性的なデザインの日本車が作り出される。その仕掛人，光岡社長に苦労話や将来の

夢をお聞きした。

㈱光岡自動車の概要

本社所在地

創　　　業

会社設立
代表取締役

資　本　金

売　上　高

従業員数
工　　　場

事業内容
〔（）内は

　売上比率〕

富山市掛尾町

昭和43年（1968年）

昭和54年（1979年）

光岡　進

5億4，100万円

約300億円

約420名

横野工場
　　　　ね　い
（富山県婦負郡婦中町）

オリジナルカー部門（7％）

新車ディーラー部門（23％）

中古車販売・整備・保険・直

輸入部門）（70％）

1－．．．”’一’一’’”一’一’t’一’－t」t’t’－－tt－itt－’t’－t－’t－’－－一’一・一’－t－－－t－t－－－t」－t－“一’t・…一・馳

の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ
ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ら

i光岡　進（みつおかすすむ）氏の　i

i　　　　　プ・フィールi
噛　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
覧　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　馳
「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
L　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t

i昭和14年　富山市生まれ　　　　　　　　　　1
，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　s
ヤ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ

i昭和32年　富山工業高校機械科卒業　　　　　i
コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の

1　　　　　ディーラー勤務などを経て　　　　l
l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ
ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，
，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ

i昭和43年　光岡自動車工業創業　　　　　　　l
L　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ
コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　へ

i昭和45年　カーショソプ光岡自動車開設　　　1
，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t
コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し

i昭和54年　株式会社光岡自動車設立　　　　　i
ミ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ
コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘

1　　　　　代表取締役に就任　　　　　　　　1
亀　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t
コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　も

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　こv・一・一””．’・・一・一・一・一一’t・一一te－ti－i－’－－－iie’o’t、一．一、t．t．－tiF－t．＿－t－－ti－，h－，一、s，．’

自動車ディーラーに入社

　一　本日はお忙しいところをありがとうございま

　す。光岡さんのように夢の車を世の中に出される

　というのは，車好きの人たちにとって憧れの存在

　だと思うんですが，まず最初に車づくりを始めよ

　うとされたいきさつをお話しいただければと思い

　ます。

　はい。子供の頃は乗り物に憧れましたね。

特に，飛行機に憧れました。でも現実には戦
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争に敗れ，制空権というんですか，空の権利

がアメリカのものになっていまして飛行機を

自由に乗り回すことができないことや，英語

ができないと乗れないとかという規制があり

ました。その頃の大学の航空学科などで勉強

した人はほとんど自動車業界に入られました。

現在も役員の方々は意外と航空工学とか宇宙

工学を出た人が多いんではないかと思います。

　一　そうですね。私の知っている人の中にも数人

　そういった方がいますね。

　私は地元の工業高校を出たのですが，その

頃は就職先が自動車しかなくて，自動車の世

界に入りました。最初は富山日産に入社し，

車検登録事務をしました。その後，富山日野

でセールスマンになりました。日野コンテッ

サを売っていたんですが，ちょうどその頃，

トヨタとの業務提携によって日野の小型乗用

車部門が完全にトヨタの傘下に入ってしまい

ました。コンテッサは生産中止になって，そ

の後，日野の開発部隊がそのまま残ってパプ

リカとかスターレットをつくるようになった

と聞いています。日野ブリスカという1トン

積みのトラックもトヨタブリスカになって，

それがトヨタハイラックスになっていったん

ですよ。それで，日野のロードマンは絶対に

生産中止することはないと言うんですが，よ

くよく調べてみるとすでに日野では生産中止

して在庫が1年半ぐらい残っており，それを

我々が全部売らされることになり，これでは

つまらないと思い辞めました。一生懸命に

売っていた日野の車がある時トヨタの車にな

り，生産中止に追い込まれるといったことが，

私の考え方を大きく変えた時でしたね。

　一　最初は日産や日野のディーラーにおられたん

　ですね。

　　トヨタに負けていった企業の中に我々がい

ましたからその無念さがよくわかるんですが，

日野コンテッサと日野ブリスカを売っていた

我々の職場が徐々になくなっていくわけです

ね。無念な思いをしました。

””’ei率　2．3割てもやってみる

大量生産というのは，たくさんの製品を安

くつくって効率よく販売していくと勝てると

いう絶対的な優位性を持っていますが，個人

の人間の存在は小さくなってしまって，これ

ではたまらないと感じました。それからは大

きいものとか，形がいいものということはあ

んまり信用せずに，これはやってはいけない

とか，これは危ないそとかいうことに逆に惹

かれるようになって，みんながよくないとい

うことを真剣に考えてそれを検討して，成功

する確率が2，3割もあればまあやってみよ

うかなと考えるようになりました。

　一　たった2，3割の確率で，もうやろうという

　決断をされるわけですか。

　やってみる価値はあると思いますね。5割

もあればもう完全に当たりですね。

　一やっぱりそれぐらいのいわゆるベンチャース

　ピリットというのがなければこの事業はできな

　かったんでしょうね。

　ええ，今は情報がすごく綿密に取れる時代

になりましたから，机上プランで市場調査を

して完壁にやるのが正道だとは思いますが，

いちかばちかでやってみるというのも人間と

しては結構楽しいもので，昔の時代はよかっ

たなあと思います。ところが，最近はうちの

会社でもいちかばちかは止めてくれと言われ

ています。だんだんつまらなくなってきまし

たね。

　一　組織が大きくなればなるほど牽制機能が働い

　て，新しいものになかなか思い切って踏み込めな

　くなるんでしょうね。

　常識的に言えば，こんなちっぽけな個人会
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社みたいなところで自動車をつくれるわけが

ないんですよ。それはよくわかっていました。

今日の情報社会では決定的に行けると思う場

合は徹底的に追求するんですが，この先は

崖っぷちだと思えるときはそれ以上行っても

無駄と早合点し，その先まで確認しないんで

すよね。ところが，自分のような好奇心の強

い人間は崖っぷちまで行ってみるんです。す

ると，そこには縄ばしごがあったり，木が生

えていたりして，下りていける可能性がある

んですよね。だから机上プランだけで決定は

したくないというのが自分の考え方ですね。

　一　そうですね。そういう意味では可能性が

　2，3割でもやってみようというトップがいらっ

　しゃるのは企業の強みですね。従業員の方もやる

　気が出るでしょうね。

横野工場

タ障販売：て基礎固め

　しかし，車というのは30年前ですと8，000

点ぐらいのパーツで動いていたものが，今は

3万，4万という数になってくると小さな会

社だとまずパーツを用意するだけでも大変な

んです。車づくりというのは，このようにお

金のかかる仕組みですから小さな会社ではつ

くれないと考えられてきたのです。

　一　そうですね。年産400万台ないと生き残れな

　いとまでいわれています。

　アメリカでは100社ほどもあったメーカー

が今ではたった3社になってしまった。結局，

トラックとかライトバンをもって大衆車をつ

くっていた会社が残って，リンカーンコンチ

ネンタルとかキャデラックとかパッカード，

スチュードベーカーなどいろいろかっこいい

車がありましたが全部なくなりました。日本

でも，今残っているメーカーを見るとトヨタ

の場合は自動織機があってベースをしっかり

と持ちながら新規事業に時間をかけながら

やってこられたし，スズキにしても鈴木織機

がありましたし，ホンダは二輪のバイクで世

界制覇してから四輪を出すまで時間をかけて

います。

　一　そうですね。

　そういうことを考えると，企業は最悪の状

況でも，ある程度コンスタントに売れる商品

を持っていないと生き残れないと思います。

バン，トラックを持たないで生き残っている

会社はポルシェぐらいで，あとは何らかの根

幹を支える事業を持っています。私もこんな

小さな企業ですから会社全体のボリュームに

合わせたものしか投資していません。新車開

発製造のために開発事業部を持っているんで

すが，現在400名ほどの社員のうち，開発事

業部にいるのは50名前後です。あとは外車の

ディーラーをやったり，中古車の販売をやっ

たりして会社のベースを支える仕組みになっ

ています。

　一　新聞の記事などを見ていますと光岡自動車は

　新しい車をつくられるメーカーというイメージし

　かなかったんですが，外車とか中古車を販売して

　おられるのを初めて知りました。

　当社で製造しているオリジナルカ・一一・の部門

は，当たると利益が大きいので会社のかなり

のウエイトを占める場合もありますが，その

代わり利益がゼロになってもやっていけるよ
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　　　　　　　　リョーガ

うな体制にはなっています。

　一　ところで，社長さんとしてはオリジナルカー

　とその他の販売部門をどの程度の割合でお仕事を

　なさっているんですか。

　私としては，100％を開発部門に集中して

いるつもりです。

　一　なるほど。お気持ちとしては100％，自動車

　メーカーの社長なんですね。

　そうです。これはやっぱり楽しいからです

よ。いや，辛いけれど楽しい。

　一　お話しされているお顔を拝見すると本当にそ

　う思います。

堅かった役所の壁

　一　ところで，自動車メーカーとして認定される

　までにはご苦労があったと思いますが，その辺の

　お話をお伺いできますか。

　法律上では日本の場合，車体，シャシーを

つくってそれにエンジンを取り付けた者が，

誰でもメーカーとしてみなされることになっ

ています。ところが，数値基準がしっかり書

いてないんですね。メーカーとして認めよう

という決定をする仕組みがはっきりしていま

せん。

　一規制のがんじがらめで新規参入が難しいとい

　う話は他の業界でもよく聞く話ですね。

　白人社会は最初から法律を決めるとすぐ具

体的な数値を全部検討して入れますよね。日

本人はそういう数値目標を入れることに慣れ

ていません。日本が米作りの文化だから，村

で手をつないで生活しないとできないという

問題がありますよね。ところが白人社会は狩

人の世界ですから，一人ひとりが決定してい

かないと明日の命が危ない。だから自分の親

が右の方へ行くといっても，子供は左へ行く

場合もあると思うんですね。それくらい一人

ひとりが自分で自分のことを決定する民族で

すが，日本人は，自分で考えなくても親とか

親戚とか先輩とかが勝手に自分の進路を決め

てくれて，真面目にやっていれば間違いのな

いところへ連れていってくれる社会で育って

しまっています。だから国も細かいルールを

つくる必要がなかった。それで，法律の細目

が決められていません。だからそれを運輸省

　（現　国土交通省）にいっても彼らは十分な

返答ができないんです。しかし，そうこうし

ている私に許可をくれたわけです。これも不

思議なんですよ。

　　　　　　　　懸灘閣

　　　　　　　　ラ・セード

　ー　それは規制緩和などの大きな時代の流れだっ

　たんでしょうね。

　何らかの決定をしているんですが，何を基

準に決めたかがよくわからない。だからこん

なことではいけないので白人社会と同じよう

にして欲しいといっているんですが，30何年
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間，誰もいって来なかったというわけなんで　　の権限で登録しましょう，車体番号も見てあ

す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　げましょうというわけです。

一言でクラッシュテスト場整備

　たとえば，運輸省はクラッシュテスト場を

持っていなかったんですよ。

　一　日本自動車研究所のテストコースが筑波にあ

　りますが，そこにはないんですか。

　筑波に試験場をつくったんですが，ライバ

ルに未発表車を見られてしまうということで，

各社が社内に試験場を作り誰もそこを使わな

くなってしまったんです。我々の作った車の

認証を受けるためにテストに行きましたが，

必要な計測器が揃っていないことが判りまし

た。それで，マツダの試験場でやらせてもら

いましたが，2千何百万円も払えというので，

運輸省に何とかしてくれないかとお願いしま

した。すると，5か月も経たないうちに30億

円の予算を取ったというわけです。つくった

ら今度は公開しないといけない。それでAA

A（トリプルA）という，例の衝突試験の結

果が公開されるようになったわけです。

一　ああそうですか。光岡さんの一言で。

組立車として認定

　一　それで，認定をもらわれたのはいつ頃のこと

　ですか。

　組立車をつくったのが1994年で，認定をも

らったのが1996年です。

　車輪が4つあってエンジンがあるからこれ

は車として認めましょうとなったのですが，

光岡自動車というのはどんな会社か，よくわ

からないから型式はやれないというわけです。

組立車を見て，光岡という人間がつくったか

ら車名だけは光岡にしてやろう。つまり組立

車という認定なんですよ。まあ人間でいうと

拾われた赤ちゃんのようなもので，役所が国

イメージどおりのデザイン

　一　ところで，光岡自動車の車は国産車をベース

　としているそうですが，ベース車を全く想像だに

　できない1外車と見まがうような魅力的なデザイ

　ンの車になっています。テザインは社長さんご

　自身でやられるんですか。

　私がイメージだけ指示し，あとはデザイ

ナーに任せます。

　一　できあがったデザインをご覧になってOKを

　出されるのも，当然光岡さんですね。

　そうです。ほとんど，私と副社長をやって

いる妻が決めているでしょうかね。

　一　なるほど。要するに社長さんが図面を引いて

　いないだけで，ご自分のイメージどおりの車が出

　来上がっているというわけですね。

　新製品の開発にあたっては，まず絵を書か

せ，それから4分の1のスケールモデルもつ

くらせます。大抵の場合，絵の段階でよかっ

たら即1分の1で進めてしまいますが。

　一　開発期閾はどのぐらいかかるんですか。

最初やり始めたときは速かったんですが，

だんだん遅くなりましたね。FRPの外板だ

と6か月ぐらいでできるんですが，鉄板を使

うようになって，発表までに1年間ぐらいか

購
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　　　　　　癖ゼ

FRP製のボディー
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かるようになりました。

　一　それでも他の自動車メーカーに比べれば文句

　なしに速いですよね。

　我々の車は改造車に近いものですからもっ

と速くつくらないといけないんですが。

開発現場て陣頭指揮…

　一　開発のときに，社長ご自身が現場に出られる

　ということはあるんですか。

　今は，本社におりますが，去年の11月まで

はずっと工場に席を置いてやっていたんです

よ。最近は経営のことも多少見るようになり

ましたが，基本的にはその部分は他の役員に

任せています。

　一　開発事業部におられる50人の中で大学を出て

　おられるエンジニアの方は何人ぐらいいらっしゃ

　るんですか。

　エンジニアは12～13人ぐらいで，そのうち

大卒は5人ぐらいです。あと工場にいる40名

弱の中で大卒エンジニァは2～3人程度しか

いません。

　一　そんな規模で新しい車ができてしまうという

　のは驚きですね。そうしますと現場には光岡社長

　が頼りにしておられる人たちがたくさんおられる

　んでしょうね。

　そうですね。溶接工程と電気やエンジン関

係には長年いっしょにやってきた仲間がいま

す。意外とそういう人間は叩き上げですから

理屈は言わないで，つくってみてくれという

と何の疑いもなくつくってくれます。学校を

出ているとあれこれ理由を並べ立ててつくる

前にシャットアウトされることがあります。

たとえば，材質の違うものをつなぐような場

合，塗装の品質を考えると，やってはいけな

いということになってしまいますが，実際に

やってみると意外と粘着性とか塗料の質を変

えるとかでうまくいくことがある。それは長

年培った現場の経験からくるもので，ただの

薄っぺらな理論だけではつくれないと思いま

すね。

　一　叩き上げの方のほうがむしろいい結果が出る

　んですね。

難い、つなき県Q溶撞

　最初は外板にFRPと鉄板の両方を使って

いまして，特にFRPの塗装のヒビ割れの問

題には苦労しました。お客さんの使い方にも

よりますが，外に駐めて置いたりしますとヒ

ビ割れすることがあるんです。お客さんには

そういう価値観じゃなく別の価値観で見て

乗って欲しいとお願いしています。大手メー

カーのつくった技術基準に我々が合わせよう

とするとコストがかかって高い車になってし

まいます。その辺の基準をどこにするかを決

めるところが難しいですよ。

　一　その他に技術的に難しい部分というのはどん

　なところなんでしょうか。

　そうですね。技術的にどうかと言われると，

自分達にすれば何もかもが難しかったわけで

すが，やはり，モノコックボディーを改造す

る時の考え方ですかね。モノコックボディー

を切断して開く改造は薄い鉄板ですから

ちょっと無理なんですよね。それではしご状

のフレームをボディーの前後に取り付けてそ

リアに取り付けられたはしご状のフレーム
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　　　　ルーフのつなぎ目がポイント

の上にフロントとリアの鉄板を乗せるという

考え方をとったんですよ。したがって，元の

モノコックボディーはできるだけそのままに

して，新しいボディーを上からかぶせ，ルー

フの部分でつなぎ合わせるようにしました。

その改造車の「ラ・セード」という車が最初

に認定されたんですが，これも役所とかなり

やり合い，溶接したんだから一体のはずだと

いうことで頑張った結果，役所は仕方なく認

めたんです。我々のモノコックとはしご状の

フレームで通ったわけだから，この方式でや

れば我々の好きなかっこうの車ができるとい

うわけで，それが「ゼロワン」に走って行っ

たんですよ。だから「ゼロワン」は，改造車

の「ラ・セード」をつくった過程から出来上

がったわけです。

東京モーターショーに出展

　一　さて，今年はモーターショーに出品されると

　いうことでおめでとうございます。

　ええ。やっと自工会（日本自動車工業会）

の理事会で通ったそうです。今までは自工会

のメンバーでないと出られなかったんですが，

認められてうれしいですね。

　一　モーターショーに出ればもう堂々たるもんで

　すね。光岡自動車のブースには大勢お客さんが集

　まるでしょうね。

夢はスーパーカーをつくること

　一　最後の質問なんですが，光岡社長の将来の夢

　をお聞きしたいんですが。

　夢ですか。そうですね。今，社内ではスー

パーカーでもつくってみたらどうだという話

をしているんです。こういう時代からスー

パーカーというのは売れるわけはないんです

が。自分達はつくるのが楽しみなんですね。

だからつくってみたいものをつくれるように

今の状況を続けさせてもらえればありがたい

なと思いますね。

　もう一つは大量生産のラインを持つという

のが夢なんですが。こんな小さな会社で大量

生産ができるわけがないんですが，いつか大

量生産をやってみたいという野心はあります

ね。

　一　トヨタにしてもホンダにしても最初は1台か

　らスタートして大きなメーカーになったわけです。

　是非夢を実現してほしいですね。

　といっても，大量生産の世界のメーカー同

士の合従連衡の話を聞いて，どこかの傘下に

入ってしまうと，何か面白味がないなあとい

う気持ちになります。

　やっぱり自分達のつくりたいものだけをつ

くって，それなりの付加価値を稼いで人間ら

しい生活もしたいし，人の指図で動くロボッ

トにはなりたくないなあというその気持ちは

離れませんね。だから好きな車をつくり続け

ていく，これにつきますね。

　一　よくわかりました。これからのますますのご

　活躍を期待いたします。本日はどうもありがとう

　ございました。

※インタビューは9月28日　㈱光岡自動車にて実施し

　ました。
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進行する出生率低下と晩婚化

一
少子化社会の子育て支援政策一

金城学院大学現代文化学部

教授杉本貴代栄

少子化の進展

　毎年6月には，厚生労働省の人口動態統計

が発表され，前年の合計特殊出生率（一人の

女性が一生の問に産むとされる平均子ども

数：以下，出生率とする）が話題になる。今

年発表された数字，つまり2000年の出生率は

1．35と，過去最低だった前年（1．34）をわず

かに上回った。ここのところ，毎年史上最低

を更新し続けたが，4年ぶりの上昇である。

そうはいっても，少子化に歯止めがかかった

というわけでもなさそうだ。人口を維持する

のに必要な出生率（人口置換水準）は2．08で

あり，大きく下回っていることに変わりはな

い。第1次ベビーブームの子ども世代　「団

塊ジュニアたち」が出産年齢を迎えていると

いうプラス要因はあるものの，昨年の出生率

の上昇は「ミレニアム出産」の影響とも考え

られる。女性の初婚年齢や第1子出産年齢は

引き続き上昇しているからである。

　少子化の背景はさまざまである。働く女性

の増加と保育等の社会制度のミスマッチ，仕

事と育児の両立を妨げる固定的な性別役割分

業の存在，あるいは長寿化のなかで自然に人

口調節機能が働いていると見る考え方等，多

様である。しかし，人口学的に見ると少子化

の原因とは，①有配偶女性の出生率の低下，

②非婚化・晩婚化，の二つである。

　日本の戦後から現在までの出生率の低下を

見ると，二つの時期に分けられる。1回目は，

第1次ベビーブーム（1947年一1949年）以後

の低下期であり，これは1950年代半ばになる

と低下の速度が緩やかになり，その後約20年

間，出生率は2．0から2．2前後で推移した。2

回目の低下期は，第1次ベビーブームに産ま

れた子どもたちが出産年齢を迎えた第2次ベ

ビーブーム以後の1970年代半ば以降の時期で

ある。これら2回の低下期は，その原因をそ

れぞれ異にしている。1回目の低下期の原因

は，主に有配偶出生率の低下であった。つま

り，結婚した女性が産む子どもの数が少なく

なったからである。この傾向は経済発展の過

程で起こる普遍的なものであり，日本だけで

なく他の先進工業国にも共通した現象であっ

た。ただし日本の特殊性をあげるならば，1948

年に施行された優生保護法により，合法化さ

れた人工妊娠中絶が有配偶出生率の低下にお

おいに利用されたことである。2回目の低下
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期の原因はこれとは異なり，それまでは「適

齢期」になると結婚していた若者たちがなか

なか結婚しなくなったことである。結婚年齢

が高くなることによって，子どもを産まない

夫婦，あるいは子どもを少なく持つ夫婦が増

えたからである。欧米諸国では，このような

晩婚化・非婚化が進行しても，出生率の低下

に直結するわけではない。婚外子の出生が多

いからである。例えばスウェーデンでは，婚

外子が全体の出生数の50％を占める。しかし

日本の場合はその割合はずっと1％前後であ

る。つまり結婚しないと子どもを産まない傾

向の強い日本では，晩婚化・非婚化の進行は

少子化に直結する問題なのである。

結婚しない女性たち

　結婚しない男女が増加していることは，

2000年に実施された最新の国勢調査からも明

らかである。2001年6月に発表された国勢調

査の抽出速報によると，5年前の調査に比べ

て男性は全ての年齢層で結婚していない人の

割合が増加した。未婚率は30代前半で

42．9％，30代後半でも25．7％。女性もほとん

どの年齢層で未婚率が上昇し，20代後半では

54．0％と始めて半数を超え，30代前半でも

26．4％となった。

　では，なぜ晩婚化・非婚化が進展している

かというその要因は複雑である。ひとつには，

いつまでも親と同居するパラサイト・シング

ルの増加を指摘する人もいる。「パラサイト

・ シングル」の名付け親は東京学芸大学の山

田昌弘さんであり，学校を卒業して働いても

親元を離れずt経済的・精神的に親に「寄

生」している未婚男女のことを指す。山田さ

んの説によると，このような未婚男女の存在

は住宅や家財などの購買力等の経済活動を停

滞させ，活気ある社会の創造を妨げると批判

する（山田昌弘『パラサイト・シングルの時

代』ちくま新書，1999年）。現在，35歳以下

の未婚者で，一人暮らしをしている人は男性

で約3分の1，女性は2割にすぎないという。

いかに多くの未婚男女が親と住んでいるかが

わかる。このような男女の多くは，食・住と

いった基本的な生活コストを負担しないため

もっとも豊かな層　消費の主役となっている。

このようなパラサイト・シングルにとって，

結婚することはたとえ共稼ぎであっても生活

レベルが確実に下がることを意味し，自分が

家事をしなければならないなど，物理的・精

神的にも負担は大きい。また，親に尽くされ

ることに慣れている男女にとっては，夫婦と

いう対等な関係を結んでいくことは難しい。

結局，親元で楽で豊かな生活を送っているパ

ラサイト・シングルは結婚しにくくなる。

　結婚に対する意識が変わったこともたびた

び指摘される要因である。「男女共同参画社

会に関する世論調査」の結果によると，国民

の7割以上が「人は結婚してもしなくてもど

ちらでもいい」と考えていて，なかでも30代

の女性の9割がこの考えに同意している。

1970年代まではほとんど全員が結婚する「皆

婚社会」だった日本で，「超・結婚しない症

候群（ハイパー・シングル・シンドローム）」

が，特に女性の間で進行している。かつて結

婚適齢期を意味した「クリスマスケーキ（25

歳）」という言葉はすでに死語となり，今あ

えていうなら「年越しそば」とか「正月の餅

（どちらも31歳を意味する）」というところら

しい。

　女性の高学歴化が進み，男女の結婚観のミ

スマッチが起きていることも，晩婚化の要因

として指摘される。『日経ウーマン』（99年7

月号）がシングル女性（平均年齢28．2歳）

194人に実施した結婚アンケート調査の結果
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は興味深い。調査結果によると，「結婚相手

にいい男」とは，年収が500－700万円で，思

いやりがあり，優しく，バイタリティーがあ

る人柄で，家事を喜んで分担し，妻への愛情

が強く，金銭感覚が互いに同じで，一緒にい

て楽な人（とりわけ20代の女性の希望），自

分のことは自分でできる人（とりわけ30代の

女性の希望）という。同誌によると，男女を

「1」一「5」の5段階でランク分け（！）

すると，男性ではトップクラスの「5」から

結婚するが，女性は中庸の「3」から結婚す

る。最後まで結婚しないのは，男性ならワー

ストの「1」ランク，女性ならトップの

「5」とワーストの「1」ランクとなる。他

の調査結果でも，中卒の男性の未婚率が高い

こと，反対に大卒の女性の未婚率が高いこと

が明らかにされているが，同様な結果となっ

ている。トップランクの女性がキャリアを続

け，そろそろ結婚でもと周囲を見回す頃には，

「いい男」は既に結婚している。「できれば

結婚したい」という多くの女性が結婚しない

理由は，「適当な相手がいない」ということ

なのだ。

少子化への対応施策

　このような晩婚化の結果として少子化が進

行しているのであるが，少子化をどう評価す

るかは意見の分かれるところである。結婚し

なかったり，子どもを産まなかったりするこ

とは個人の生き方の選択の結果であり，出生

率の回復を政策が意図することが適当かどう

か，また効果があるかどうかは議論のあると

ころである。それでも少子化が社会経済全般

に大きな影響を及ぼすことは明らかであ

り，1990年代半ば頃から，少子化を視野に入

れた子育て支援が緊急な政策として取り上げ

られるようになった。

　子育てに対する支援を総合的かつ計画的に

推進する必要があるとして，1994年12月に，

文部，厚生，労働，建設の4大臣合意により

「今後の子育て支援のための施策の基本的方

向について（エンゼルプラン）」が策定され

た。これを端緒として，1990年代後半になる

と出生率が毎年史上最低を更新するなかで，

政府による一連の取り組みが進行した。1998

年7月に内閣総理大臣主宰による「少子化へ

の対応を考える有識者会議（有識者会議）」

が開催され，同年12月には「夢ある家庭づく

りや子育てができる社会を築くために」と題

する提言がとりまとめられた。この提言は，

「現在の日本には，若い男女にとって，新た

な家族を築き，子どもを育てていくという責

任ある喜びや楽しさを経験することを困難に

するような社会経済的・心理的な要因がある。

そのような制約要因を取り除いていく環境整

備が必要」とした上で，環境整備すべき内容

として，「働き方に関する事項」と「家庭，

地域，教育のあり方に関する事項」について

約150項目にわたる具体的な方策を提案した。

　この「有識者会議」の提言を受けて，1999

年5月には，内閣総理大臣の主宰のもとに，

関係閣僚によって構成される「少子化対策推

進関係閣僚会議（閣僚会議）」が開催された。

この「閣僚会議」の第4回において，「少子

化対策推進基本方針」が決定された。「少子

化対策推進基本方針」には，特に重点的に取

り組むべきこととして，働き方，保育サービ

ス，相談・支援体制，母子保健，教育，住宅

などの分野において具体的実施計画を策定す

ることを明らかにした。これらをふまえて，

具体的な計画を推進するために，1999年12月，

大蔵，文部，厚生，労働，建設，自治の6大

臣の合意により，「重点的に推進すべき少子

化対策の具体的実施計画について（新エンゼ
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ルプラン）」が策定された。

　新エンゼルプランは，従来のエンゼルプラ

ンおよび緊急保育対策等5力年事業を見直し，

働きかたや保育サービスだけでなく，相談・

支援体制，母子保健，教育，住宅などを加え

た総合的な実施計画となっている。厚生行政

関係では，①多様な需要に応える保育サービ

スの整備，②子育てに関する相談・支援体制

の整備，③母子保健医療体制の整備，の3つ

を柱として，2004年度の目標を定め各政策を

推進することとしている。例えば，①につい

ては，低年齢時の受け入れ枠を58万人（99年

度）から68万人（04年度）へ，延長保育を7

千カ所から1万カ所へ，②については，地域

子育て支援センターを1500カ所から3000カ所

へ，放課後児童クラブを9千カ所から11，500

カ所へそれぞれ整備することを目標とした。

労働環境の整備については，長時間労働など

の企業風土を是正するために「ファミリー・

フレンドリー企業」の推進に努め，フレック

ス勤務態勢を導入したり，残業時間を減少さ

せている企業を「ファミリー・フレンドリー

企業」として表彰するとした。

　また，子育てをする家庭の経済的負担の軽

減をはかるために，2000年6月から，児童手

当の支給対象を現行の3歳未満から義務教育

就学前（6歳に達した日以降最初の年度末）

まで拡大した。支給金額，所得制限は従来通

りである。児童手当は1991年にも改正され，

それまでは第2子以降であった支給対象が第

1子まで拡大され，義務教育就学前までとさ

れていた支給期間が3歳未満までと短縮され

た。支給額は倍額され，第2子2，500円，第

3子以降5千円であった支給額が，第1子お

よび第2子各5，000円，第3子以降1万円に

引き上げられた。このような児童手当の改正

に次ぐ改正は，明らかに少子化問題を視野に

入れているのだが，果たしてそれが有効かど

うかは疑問とされるところである。

女性が働きやすい労働環境を

　上記のような一連の子育て支援政策は，出

生率の低下を抑えることができるのだろうか。

いやその前に，若年者（特に女性）に進行し

ている晩婚化・非婚化に歯止めがかかるのだ

ろうか。この問いに答えることは簡単ではな

いが，各国の出生率と女子労働力率（労働可

能な年齢の女性のうち，どれぐらいが働いて

いるかという率）の関連を示したグラフは，

一つの答えを提供してくれる。各国は，出生

率が上昇（あるいは現状維持）した国（フィ

ンランド，ノルウェー，フランス，スウェー

デン）と，低下している国（日本，スペイン，

イタリア，ドイツ）とに2分できるのだが，

前者に属する国々に共通することとして，女

子労働力率が高いことが指摘できる。つまり

女子労働力率が高い国では，出生率が上昇し

ている。これは一見すると矛盾する現象のよ

うに思われがちだが，女性が働くこと，働き

続けることができる国では，出生率が上がっ

ているのである。つまり出生率が上昇するた

めには，目先の政策だけではなく（児童手当

はまさにこれにあたる）女性が働きやすい環

境を整えることが必要なのである。女性（男

性も含めて）の就業と結婚・子育てとが両立

できるように，既存の社会制度・慣行を変え

ていくことが，長期的なビジョンにたった少

子社会への基本的な戦略である。
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国際シシポジウム

日本的労働組合運動の新展開
　　　　　一21世紀のシナリオー

とき：2001年9月26日
ところ：名古屋国際会議場

㈱中部産業・労働政策研究会は，㈹関西国際産業関係研究所と合同で国際シンポジウム

を開催した。内外からの著名な専門家と労使関係の当事者をお招きし，活発な論議が展開

された。以下はその要旨である。

基調講演

『日本的労働運動・

　　　　　労使関係の将来』

ロンドン大学名誉教授

ロナルド・ドーア氏

　はじめに，表題の用語の吟味から行ないた

い。「運動」という言葉はダイナミックな努

力を指すもので，何らかの社会改造を目指す

目的で，共通の理念・階級的利害を持つ人々

のエネルギーを動員する組織を意味する。

　ヨーロッパにおける労働運動の大半は，資

本主義社会から社会主義社会への移行という

目的を持っていた。資本家が労働者を使う状

況から労働者が資本家を雇って資本を使うよ

うな世の中に変えていこうというもので，特

にヨーロッパおよび日本の初期の労働運動に

おけるもっとも大きく鮮明な目的であった。

これが労働運動の第一段階である。

　その後，現実に革命が起こったロシァや東

欧における労働者の立場・生活がみじめだっ

たことから，革命的な変化の可能性に疑問が

あがり，社会改革の目的が変質してきた。社

会主義社会を目指すのではなく，資本主義社

会を改良するという方向に変わった。労働者

の権利を労働組合法，労働基準法などで守り，

税金による所得再分配によって福祉国家をつ

くる，それが労働運動の目的となった。一方

では企業内にも変化をもたらした。社会主義

革命を目指していた時代では職場での階級闘

争が多かったが，修正資本主義が目的となる

と，労使併存の労働協約を結び労働者とその

使用者との間のルールをつくるという方向に

変わった。これが第二段階。
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　レーガン大統領，サッチャー首相の時代に

なると，次の第三段階へ移行していった。社

会改造・改革の目標がなくなり，労働者を保

護する法体制と福祉国家制を守ることが運動

の目的となった。企業内労働運動の目的に，

既得権益の防衛といった色彩が強くなってき

た。以上が労働運動の「目的」の変遷である。

　「日本的労使関係」というのは20世紀後半

における日本の労使関係の特徴を現わす言葉

で，いわゆる協調的組合のありかたというこ

とになる。特徴づける点は，労働運動の第一

段階における社会主義社会を実現させようと

する運動が日本はかなり短かったこと，企業

別の協約制度に移るのが非常に速かったこと，

使用者と労働者との間のけじめや境界線がぼ

やけている点などである。自分は資本側の代

理人であるという欧米式の考え方をとる取締

役は日本では非常に少ない。また株の持ち合

いも特徴的なところである。

　21世紀初頭における先進工業国共通の状況

変化として，社会全体の様々なグローバル化

現象を上げることが出来る。生産拠点の海外

移転に伴う国内製造業の空洞化，世界貿易の

拡大に伴う，保護主義か自由貿易主義かの問

題深刻化，輸入拡大によって影響をうけた国

の労働組合の，自由貿易を支持する制度との

衝突が重要な問題となった。企業の多国籍化

に伴う労働組合の多国籍化，これは今のとこ

ろは日本であまり見られない現象である。

フォードではイギリス，ドイツと日本の組合

（マツダ）が連絡をとって国際化しようとす

る動きがあると聞く。日本の組合が，中国や

台湾の現地子会社の労働組合と連携をとって

いるかどうかについて私にはその情報はない

が，今のところ日本の労働組合に多国籍化の

動きはないと思う。しかし，今後それが問題

となるかも知れない。

　最も重要な最近の変化は，金融市場のグ

ローバル化である。日本の一部金融機関の破

綻と米国系金融機関の日本本格的進出，日本

株式を多く売買する外資系投資家の存在など，

グローバリゼーション現象が頻発している。

その動きに伴って，思想的な変化が世界中で

起こっている。アメリカはもっとも優れた社

会でありアメリカでやっていることなら誰で

も真似した方がいいというような思想が蔓延

している。そういうアメリカ文化で危機感を

抱かせるのは，企業は誰のものか，役割は何

であるかといった観点から，株主価値最大化

という考え方が企業経営者の唯一の役割であ

るという思想が浸透してきている点である。

　技術開発の加速化も大きな変化である。技

術開発投資の対GNP比率は，右肩上がりの

曲線で推移してきたが，最近さらに加速し技

術変化のペースが早められている。また，経

済構造・雇用構造のサービス化に伴う労働組

合組織率の低下が各国で起こっている。

　このような状況変化が日本ではどうなって

いるか。日本で現在最も大きな問題はリスト

ラであろう。最大の要因は1997年の消費税引

き上げ以降の需要不足による景気停滞である。

　労働組合がこれまで以上に挑戦しなければ

ならないのは，日本の企業が従業員重視から

株主重視へ移行しようとしている点に対して

である。この動きは，戦後40年間の緩慢な資

産インフレがバブル崩壊後に終焉し，株式資

本からのリターンを重視せざるを得なくなっ

たことも影響している。株の利回りをアメリ

カ並みにしなければ日本の企業が資金を調達

できなくなるとの主張があるが，決してそう

ではない。高い貯蓄率と低い消費，低金利の

日本で，資金調達に苦労する企業があるとは

思えないし，将来もそれは起こらないであろ

う。

　最後に，一人の社会民主主義学者として日

本の今後の課題について申し上げたい。

　第一に「改革マニアにとらわれるな」と言

いたい。「本当に壊れていなければ，直そう
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といじらない方がいい」。自己満足排撃のあ

まり，過度な改革マニアは避けた方が良い。

改革すべきものがあるのは事実であるが，改

革のための改革があまりにも横行しすぎては

いないか，との感覚が必要である。日本の労

使関係でも直すべきところはあるが，それは

直すべきところだけを分析して取り組むべき

である。

　労使間の対立的交渉が，すでに労働組合の

主な役割ではなくなったとすれば，果たして

労働組合の機能は何であるかという問いに対

して，はっきりとした自覚にもとついた回答

を備えておくことが重要である。

　また労使の話し合いや決定事項に対して，

現場の人達は距離が非常に遠い。そういう人

達の声を経営陣に意識させることが労働組合

の役割でもある。

　次は公正さである。実際の決定が現場の人

達にどう評価されるか，どのような影響があ

るか，正確には把握できていない。時には現

場の人達にとって決定事項が公正でないよう

に見えることがある。その公正さを確保する

ために，労働者の要望が依然として重要であ

り，組合の指導者にそういう役割があるとい

うはっきりとした意識がなければならない。

　従業員重視から株主重視へ移行しつつある

傾向に対して，労働組合が面と向かって抵抗

しなければならない。それには労働組合とし

て企業の金融関係について勉強する必要があ

る。株価が資金調達力にどれだけ影響を与え

るのか，米国並みのROEを実現しなければ

本当に資金調達が不可能になるのかなど，労

働組合も本当に研究しなければならない。

　株主が最も重要であるというような思想に

対して抵抗できるような構造づくりが必要で

ある。次々と導入されているストックオプ

ションも，経営者が株主の代理人でしかない

というような思想を植え付けるための手段と

言える。

　従業員のモラル・疎外感，企業に対する帰

属感に対して経営陣の決定がどう影響するか

ということを常に意識して，常に経営陣に伝

えなければならない。成果主義の導入による

現場における状況については，具体的な事例

でもって伝えなければならない。

　以上，論議を巻き起こす挑戦的問題提起と

なったら幸いである。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
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　　　　　　　　　　　【ウィッタカー】

　　　　　　　　　　　90年代，社会経済の

　　　　　　　　　　環境が急激に変化する

　　　　　　　　　　中で，日本の企業は

　　　　　　　　　　様々な組織改革や人事

　　　野　弩～　　　そういった環境変化は

イギリスやアメリカが過去20～25年の間に経

験してきたものと非常に似ている。イギリス

やアメリカでは所得の不平等が拡大し，労働

組合の弱体化，社会公正感の後退などが起こ

るなど様々な問題が生じた。日本が同様な課

題に直面する中で，イギリスとアメリカの経

験に比べ，社会的公正と生産の効率性を保持

していけるかという問題意識を持っている。

　かつては企業のリストラ提案が，「雇用を

守らない」とマスコミに非難されていたが，

今では雇用を軽視するような非常にドラス

チックなリストラ案が発表されても，マスコ

ミが拍手するような状況になっている。労働

組合がどう対応するか大きな問題だと思う。

労働組合が，改革は効率性だけではなくて社

会的公正を同時に追究すべきだといったメッ

セージを発信できないと，最近の風潮がます

ます加速化される恐れがある。

　厳しい環境変化の中で企業はいろんな改革

に乗り出した。中でも目を引くのは「成果主

義」「人事の個別化」やそれに類する改革で

あり，これによって経営者は，従業員の意識

改革をもたらそうとの思いがある。しかし実

施度合いによっては，労使関係に深刻な影響

を与えることがある。

　労働組合にも深刻な課題がある。特に若い

組合員の間で，労働組合は何のためにあるの

か，過去はどうであれ今はどういうふうに役

に立っているかといった疑問を引き起こし，

組合離れという現象が生じている。

　労働組合の調査で印象的なのは，組合員の

感覚からは組合が形式主義になりがちだとい

う批判である。組合員のストレス感やゆとり

のなさなど，フラストレーションがよく伺え

る。経営側からの改革，組織改革，経営改革，

人事改革などに対し，組合があまりにも受け

身になっており対抗意見や率直な意見を言わ

ない。その結果として組合離れが加速化する。

それが労働組合のジレンマである。

　しかし，労働組合だけがジレンマに直面し

ているのではなく経営側もジレンマに直面し

ている。成果主義による意識の改革といって

も，下手をすると個人主義的な行動が増えて

いって，うまく報告する人は得するが真面目

な人はそれで不利になることもある。あまり

アグレッシブに導入すると，優秀な人は得す

るが普通の社員はどうなるか，いろんな問題

が生じる危険がある。しかし導入しなければ，

企業を変えていく従業員の意識改革が図れる

のかとの問題もある。成果主義の導入と何も

しないこととのバランスをどう取るのかとい

う点は，経営者のジレンマでもある。

　ではそういう2つのジレンマにどう対応す

べきか，そこでもう一つの問題意識を紹介し

たい。

　日本の戦後を振り返ると，現在と同じよう

に大きな改革の時期があった。当時，労働組

合が合法化され，身分差別撤廃，雇用の安定，

生活賃金の確保，そういった様々な闘争を展

開していた。企業の方は，市場からの圧力が

あり，生産面で改革を追究しなければならな

い。日本の生産性革命は，単に製品市場にう

まく対応しただけではなく雇用関係の改革を

同時に引き起こした。雇用関係の改革がなけ

れば，品質管理は恐らく現場に下ろせなかっ

たと思う。

　そういったダイナミズムが現在の改革の中

でまた新しい形となって実現できるかという

命題がある。

　製品市場と同時にイギリス・アメリカ型の

資本市場からのプレッシャーへの対応のため
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に，大量解雇を実行して雇用関係を大きく変

化させるのではなく，異なった形で対応でき

るであろうか。はたしてそのダイナミズムは

増大する資本市場からの圧力をも吸収しなが

ら維持できるか，それともそれに潰されるか。

このような問題意識がある。

　皮肉なことに，アメリカの中で一番有名な

のはジャック・ウェルチによるゼネラル・エ

レクトリックの改革だと思う。何十万人の人

を解雇して労働組合を弱体化させた結果，ど

うすれば従業員の声を聞けるかという問題に

直面した。

　組合が受け身になるのではなく本音でもの

を言えることが重要である。組合が受け身に

なることは，組合員だけではなく経営側も困

ることになる。この点は，イギリスとアメリ

カで組合を潰したことの反省から出てきてい

る。

　最後に，組合は企業の金融問題とROE問

題をもっと真面目に勉強し，発言できるよう

にするべきである。また建て前ではなく本音

で，生産性と組合員の問題を徹底的に議論し

ないと日本のダイナミズムは再建できない。

【清家】　効率と公正

を個別の企業の現場で

どのように実現してい

くかということについ

ての非常に示唆に富む

問題提起であり，また

後でいろいろと議論さ

せていただきたい。

【石田】　労働組合の機能として「仕事に関

わる」ということ，つまり仕事の中身につい

て「これはやりがいのある仕事なのか」，「ス

トレスがかかり過ぎているのではないか」，

「きつ過ぎるのじゃないか」とか，こういう

事柄について労働組合はどういう機能を果た

し得るのか，どういう形式があり得るのかと

いうことについては，日本では少なくとも不

得意科目と言える。

　労使関係というのは合意の形式を与えるた

めの営みと言える。そこでどのように仕事の

中身についての合意を与えていくか。今時代

がまさに成果主義，仕事のパフォーマンスを

報酬に反映させるという論調であるだけに，

セットされた目標自体に労使関係としてどう

いう合意の形式を与えていくのかということ

が論理的には避けて通れない。

　イギリスはむしろこういうことは得手で，

労働組合のユニオン・コントロールというの

は，まさに仕事の水準をどうやって制約する

かということでやってきた。日本は，今それ

に日本的にどうやってタッチしていくのかと

いうことが間われている。

　職場の中では改善の職場単位での目標値に

対して多く貢献する従業員と，なかなかうま

く貢献できない従業員の差がどうしても生ず

るのではないか。その差は賃金で買ってあげ

る以外ないのではないか。

　こういうふうに見ると，日本の場合には仕

事というものは非常に重要だということがわ

かってくる。「労働組合はもう一度仕事に立

ち返って仕事に関与しよう」という意味は，

そういうことである。

　ところがもう一つ，日本には，格差が大き

ければ大きいほど仕事を頑張るという構造で

はなくて仕事を頑張らせる仕掛けが別にある。

頑張った結果にどうやって報いるかというの

は，その組織の倫理感とか組織の中における

公平感とか，非常に文化的な要素で決まるも

のだと思う。戦後の勤勉さを支えてきた美し

さの一つは，そこにいたずらに格差をつけな

かったという事実ではなかったかと思ってい

る。

　従業員がどの程度の格差がついた時に個々

人の仕事振りの格差を納得できるか，ここの

読み合いだと思う。だから格差があまりつか

ないといけないというのは逆にいうと恥ずか
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しい文化なのではと思う。それがそこそこの

差で皆さん気持ちよく頑張っているというの

は相当立派な人達なのではないかというよう

な感覚でこの人事改革を考えていった方がい

いのではないか。

　そんなことから，賃金だけの勉強では駄目

で，問題はどうやっていい仕事をしてもらう

か，この仕掛けがどうなっているかというこ

とこそ重要だと思い，仕事に関心が向いたの

である。職場にかけられる目標は極めて厳格

な目標がかけられる。これは成果主義が言わ

れる以前からかけられている。つまり工数を

どの程度，前年度に比べて削減しなければな

らないのだと。

　それではその目標に向けてどうやって従業

員が関与していくかというと，それは工長，

組長以下いろいろ案を練りながら，そして従

業員のしかるべき人にテーマを与えて，考え

る喜びを分かち合う，こういうような感じで

進めていった。これは人事管理とか難しい話

ではなくてごく当たり前のことなのだが，そ

ういう業務管理のあり方が，非常に重要だと

思っている。

　そういう業務管理のあり方に組合とか組合

支部はどんな関わり方ができているのかと言

えば，残念ながらそれは組合マターではない

ということだ。つまりマネジメントとして非

常に厳格な管理がなされていて，それに対し

て働いている人にどういう合意の形式を与え

ているのかといえば，必ずしもなされていな

いと思われる。もっと大胆にオープンに話し

合っていいのではないかと思う。

　むしろ経営は経営としてすべからく情報を

オープンにしていく，だから協力してくださ

いと。やってもらうしかないと言えば労働組

合も無下にやらないというわけにいかなく

なってくるのではないか。そういうすべての

情報が出されて，それについて納得いった分

だけやっていく。

　するとなんで私の工場だけこんなにきつい

のかというような質問も自由に出される。そ

れについて経営側はきちんと説明ができなけ

ればならない。説明ができない場合は，

ちょっと今月はこの提案は下げる，残念なが

らきちんと説明できない，ということでいい

のではないか。そういった労使関係が現場で

展開されるということが大事なのではないか。

それが仕事に関わるということの具体的な現

われ方ではないかと考えている。

【清家】　仕事に関わることが大切だと，特

に業務管理といったことに組合がどう関わっ

ていけるかということが重要なポイントでは

ないかというお話があり，私も非常にいくつ

か目からウロコが落ちるような気がした。た

だ私自身は，賃金も非常に大切な変数として

いつも考えているのでその辺をまた後で少し

議論させていただきたいと思う。

　木下さん，神野さんの方から労使のお立場

で少しお話を伺いたいと思う。

【木下】　大きく分け

れば情勢の変化という

のは2つあると思う。

1つは急激なグローバ

ル化。　もう一つは技術

の急激な進化。これか

らは環境，安全あるい

は通信等を含めて大変大きな変化が待ってお

り，それをいち早く開発してデファクト化す

る必要がある。

　それに対してこれまで私共がやってきたこ

とは，1つはグローバル対応ということであ

る。例えば生産拠点一つとっても相当な勢い

で海外展開をしてきた。その結果として日本

の生産量が減ってきた。それからもう一つは，

自前でのR＆Dの強化・開発力の強化である。

もちろん，時に応じて有力なメーカーと必要

なアライァンスを組んでこの技術開発競争を

乗り切っていく。以上2つを会社の施策とし

一 73一



てやってきたわけである。

　このためにも人事施策が当然重要になって

くる。石田先生のお話にあった「仕事をする

ための施策」は大変いい言葉だと思う。実は

私共も社内では，ともかくいい仕事をしよう

ではないか，そのためにこれをやろうではな

いかということを合言葉にしてやっている。

　そのための施策として，1つは年功体系を

成果主義あるいは能力重視にしていくという

こと。それから2つ目はグローバルな人事制

度。海外にある事業体の直接の雇用者，ロー

カルの人材も含めてグローバル人材としてど

うすれば一緒にいい仕事ができていくのかと

いうこと。それから3番目の多様化は，いろ

んな人材をいろんな場面で活用していくとい

うこと，以上が人事制度の骨子である。

　成果主義について若干申し上げたい。必ず

しも成果一本やりということを教条的に入れ

ているわけではない。業種によってあるいは

仕事の中身によって，それぞれ入れ方が違う

と思う。

　私共の会社では，数量で把握できるような，

例えば年齢に変わり得るような成果はなかな

か把握できない，成果なんて100％つかめな

いものだという前提に立っていろんなネット

を張りながらやっている。例えばプロセスも

重視するとか，あるいは技能系であれば能力

が大事なためその能力アップもやってもらう

とか，あるいはその過程では組合ととことん

話し合うとか，あるいはスタートしてこれか

ら実施する段階にあたっては職場ごとの評価

のバラツキや評価者の恣意が入らないように

人事機能でしっかり見ていくとか，不完全な

成果主義ではあるけれどもネットを張りなが

らやってきている。

　賃金に何十円かの差もつかない時代もあっ

たが，今ではかなり差がつくようになってき

ている。しかし昔からよく言われているよう

に，賃金というのは促進要因ではないと思う。

仕事をもっとやってもらうためには賃金では

うまくいかず，ほかの要素がいる。賃金に不

公平な格差があればそれが不満になるのだか

ら，その辺をよく見ながらやっていく必要が

ある。

　以上のような諸々のことを考えながら不完

全ではあるけれども成果ということを一つの

大きな要素にして導入してきている。

　このような人事施策をやるにあたって，私

共がこの人事施策の基本的な点と考えたもの

は何なのか，今後21世紀にかけてどんな考え

方によるのかということである。

　1つは「多様性」。これは我々がやってき

たことだしこれからもやっていくべきものと

思う。2つ目が「能力開発」。そのためには

短期雇用だけではなく基本は長期雇用がいる

ということ。それから3つ目は「理念の共

有」。いろんな人達がいろんな場で短期間，

長期間働くわけだから同じ目的に向かって，

あるいは考え方にしたがってやっていこうと

いう理念の共有がいる。この3つを当社では

「新三種の神器」といって人事の理念にしな

がら取り組んでいる。

　以上のような諸施策を展開しながら，これ

までのグローバルな競争に対応してきた。雇

用問題は最近大変深刻であるが，トヨタにお

いてもこれまで組合とも個別に話し合いをし，

協力もし，苦労もしていただき，今日に至る

まで深刻な雇用の問題を起こさずに来たとい

うことは大変喜ばしいことだ。

　今後の最大の課題は雇用だと思う。これを

どう守っていくのか，物づくりの拠点をこの

日本でどうやって守っていくのかといったこ

とが労使間あるいは日本全体で考えなければ

ならないもっとも重要な課題である。

　この問題の前に，労働組合の役割について

申し上げたい。よく言われているのは3つあ

る。1つは労働条件の維持向上機能。2つ目

は会社への牽制機能。3つ目は労働組合員同
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士の共済機能。しかし状況が随分変わってき

た。

　労働条件の維持向上については，労使間で

分け合いをするパイ・原資が，乏しくなって

きている。そういった時にたまたま去年は社

会保険料の大幅なアップがあった。健康保険

料が上がる。あるいは雇用保険料が上がる。

会社の負担を計算したら1人当たり月4，000

円負担が増えている。ところがエネルギーを

費やして労使交渉しても何百円と，どうもこ

れは話し合う相手が違うのではないか。

　ここのところは上部団体，全トヨタ労連な

のかあるいはもっと上の総連，連合なのかわ

からないが，いわゆる政策制度課題の取り組

みが大変大きなウエイトを占めてくる。そこ

が労働組合の果たす役割として大変大きなも

のがあるのではないかと思う。

　2つ目の牽制機能。是非，一緒に仕事して

いるパートナーの立場から牽制をしてほしい。

もっと言えば提言活動をやってほしい。一緒

の目的に向かっていく組合からの建設的な牽

制あるいは提言といったものをこれからも是

非期待したい。

　それから3番目の共済機能。お互い助け合

おうではないかと，この最たるものが今の局

面でいえば雇用である。雇用の問題にいかに

労働組合が取り組んでいくのか，大闘争を

やっても何も解決策は得られない。雇用の守

り方について組合員の皆さんというか労使で

もっと一生懸命考えていく必要がある。

　今5％の失業率だが構造改革が進むともっ

と増えると言われている。もう一つ懸念され

るのは，途上国からの追い上げ。自動車産業

については特別だと言うつもりは全くない。

放っておけばどんどん生産拠点が海外へ出て

いってしまう。これはやはり雇用の問題をよ

り深刻にしている2つ目の要素である。

　いかに経済合理性が伴ってこの地に物づく

りが残るのかといったことを考えていかねば

ならない。国際的に見てより安くよりいい品

物がよりタイムリーに入ってくると，こう

いったことで勝っていけるような会社の施策

を打っていかねばならないと思う。人事の面

でいえば，より多様な生き方あるいはより柔

軟な生き方あるいはアウトソースをどう使う

か等々，もっともっと勉強し活用しながら

トータルのパワーをアップしていくことが必

要になってくる。

　いずれにしても今この局面で最大の問題は

雇用である。今はオイルショック後に匹敵す

るぐらいの局面だと思う。デフレが進行し，

失業者が増えている。具体的にどうするかと

いうことはもっと真剣に考える必要がある。

そこで経営者の団体と労働組合との団体とが

しっかりと手を組んで，オイルショックを乗

り切った時のようないわば新しい第二の社会

的合意をしてこの難局を乗り越えていくこと

が必要である。

【神野】　全ト労連は

昨年の運動方針からグ

ループ政策活動という

ことを運動の柱の一つ

として取り組みを進め

てきた。今すでに各企

業はグローバル競争で

の勝ち残りをかけて様々な施策を打ち出して

いる。そうした中で労働組合としては，その

施策が職場に与える影響をこれまで以上に

しっかりと把握して経営に伝えていかなけれ

ばならない。そうした中で労連として各企業

の枠を超えながら，その企業だけでは解決で

きないような問題も当然あるので，経営に対

する健全なカウンターパートとしての機能を

発揮しなければならない。このことは決して

労連だけではなくて加盟組合の組合員もその

企業の労使に対して同じスタンスで臨むこと

が重要である。全体を通してのグループ活動

推進ということで昨年からスタートして取り
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組んできた。

　全ト労連としては，グローバル化はグルー

プ政策活動を考える上で大きな環境変化の一

つと位置づけなければならない。

　アジア各国の賃金が日本と比べて非常に低

いということは事実であり，将来的には，日

本の国内の生産・仕事量が減少することはあ

る面では避けられないとの点は認識している。

このため雇用に対する懸念は否定できない。

　しかしすべてのものを賃金水準が低いとこ

ろでつくればいいということについては冷静

に考える必要がある。何よりも日本が本当に

物づくりというものを手放した時に企業とか

グループの競争力が本当に将来にわたって維

持できるのかという懸念がある。

　日本に本当に製造業がなくなってしまった

時に日本経済はどうなるのかといったことま

で考えておく必要があるのではないか。日本

は資源がないということを念頭に置くべきで

はないか。そういう意味で，日本は切磋琢磨

しながらより高いレベルの物を生み出すこと，

そしてそれを海外の生産拠点に展開していく

という世界のマザープラントとしての役割を

さらに強めていくべきと考える。

　日本の生産が空洞化して雇用問題が起こる

ということは，グローバル競争力を失うとい

うことに直結すると考えるべきだ。これから

も競争力を維持するために又は雇用を守るた

めに，日本において労使が果たすべき役割は

何かということを本当に考える必要があり，

今その時期にきている。

　労使が果たすべき役割という点で全ト労連

が調査も含めた提言をまとめたものがある。

グループの強みである人の力を労使で再認識

しながら強みに磨きをかけるというのが提言

の1つである。各企業においても最終的には

人の力が企業の力であり，今後一層人に軸足

　を置いた諸活動，人が前向きに努力できる環

境，状態というのを整備していく必要がある。

　2つ目には企業活動の基盤である職場の実

態をしっかりと把握した上で，労使それぞれ

がお互いの役割，責任を果たしていく。職場

実態を従来以上に把握して抜本的な問題解決

に向けて労使がそれぞれ努力することが，環

境に対応した新しい競争力を身につけること

につながるのではないか。

　労使相互信頼という言葉があるが，これか

らは雇用という観点も考えると労使相互責任

という時代にもうすでに入っているという認

識をするべきである。この相互責任という言

葉の持つ意味を十分に経営も組合もそれぞれ

が認識して取り組んでいかなければならない。

　提言の3つ目は，将来の夢につながるグ

ループ各企業のビジョンを明確にすべきとい

うことである。単に企業が生き残っていくと

いう理由だけでなく，職場の将来像を明確に

した上で諸施策を展開していくべきである。

その際，背景を含めてビジョンを職場組合員

一
人ひとりの役割にブレークダウンした展開

をするべきで，更にそれはグループのビジョ

ンと各企業のビジョンが有機的に結びつくと

いうことも考えながらグループ全体のビジョ

ン実現に向け，各企業はよりよい協力関係を

構築しながらできるような工夫をしていくべ

きである。

　次に成果主義について，まず成果主義とは

何かを明確にするべきで，意外とこの点がお

ろそかにされ，言葉だけが一人歩きしていな

いか。

　成果とは結果を出すに至るプロセス十結果

である。結果を出すに至るプロセスをしっか

りと含んでいることが，我々働く者からする

と重要であると考えている。結果＝成果では

ない。これは，我々が従来から主張してきた

　「組合員の頑張りとその成果をしっかりと見

てほしい」ということに沿ったものである。

　しかし今多くの問題，課題が出されているの

が現状ではないかと思う。
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　そもそも「成果」をはっきりさせないまま

各制度を見直しているとか，労務費抑制のた

めの賃金制度改訂を成果主義重視の名の下に

行っているとか，賃金制度と不即不離の関係

にある人事考課制度を改訂しない，あるいは

見直しても運用が伴わないとか，このままで

はかえって企業としての力をそぐことにもな

りかねない。

　成果主義重視の仕組みとは，1つ目には一

人ひとりが意欲的な目標を持つこと，2つ目

にその達成に向けた職場の仲間との協力し合

い，頑張り，3つ目に結果を出すこと。そし

て4つ目に結果を踏まえて次に向けた課題を

明らかにすること，そして5つ目に新たな目

標をさらに設定していくという好循環なサイ

クルを回すことにつなげないと，本当の成果

主義の効果が出てこない。

　こうした仕組みを支える諸制度の整備とそ

の運用の両方が必要であり，成果主義はその

運用の充実が成功のカギを握っていると言っ

ても過言ではない。

　成果主義は，よりよい仕事をするために導

入すべきものである。賃金の抑制や効率化を

目的にし過ぎていないか，成績が上がれば賃

金が上がるというところに目的を置き過ぎて

いないか，手段と目的がすり替わっているの

ではないかなど，疑問もある。成果主義はそ

ういう点を整理しながら進めるべきである。

　最後に，企業においても個々人のやる気を

どう引き出していくかということが一番大事

であり，それが企業の大きな力につながる。

それに向けてどう経営側と一体感をもって活

動していくかということが一番重要である。

そうしたことが，これから組合員一人ひとり

が生き生きと働ける職場または企業づくりそ

して安心して暮らしていける社会づくりに向

けての第一歩である。

【清家】　グループ政策活動と成果主義につ

いて，特に前半は物づくりが日本の競争力の

源泉であり，またその中心が人の力にあると

いうお話だったと思う。成果主義についても

これを一概に否定するものではないが，人の

力の向上につながるようなものでないと意味

がないという貴重なご指摘であった。

ディスカッション

　【清家】　自動車産業では必ずしもそうでは

ないかもしれないが，電機や他の産業では，

むしろ生産現場における技術の変化・生産の

あり方の変化が労使関係を変質させていると

ころがあるのではないか。このところを

ウィッタカーさん，どうお考えになっている

か。

【ウィッタカー】　電機産業では，以前工場

に5割はいたブルーカラーが現在は2割5分

以下になっている。研究開発が重要になって

ホワイトカラーのウェイトが増えてきている。

戦後ブルーカラーを中心に組織化してきた労

働組合としても変わらざるを得ない。また技

術革新が激しく，2～3ヶ月で新製品が出て

くる。組合も組織改革を進めざるを得ない状

況になっている。

【清家】　明らかに自動車産業とは異なって

いる。

　次に石田先生の問題提起について。欧米は

能力・成果主義的，日本は年功的とよく言わ

れるが，組合レベルで言えば，組合員に対し

査定をしているのは日本ぐらいしかない。経

済学者として2つ質問がある。
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　一つは，ほんのちょっとした賃金格差で一

生懸命働いてくれる労働者というのは，見方

によっては企業にとって非常に都合の良い労

働者と言えるが，そう考えていいのだろうか。

あるいは，そういう都合の良い労働者を企業

は工夫して作ってきたと考えるのか。

　もう一つは経済学でトーナメントモデルと

いうものがある。トーナメントというのは，

一
度予選に参加したら決勝まで勝ち残らなけ

れば意味がない。雇用に流動性がなく一つの

企業でずっと自分の職業生涯を過ごそうと思

うと，これで問題はないが，労働市場が非常

に流動化してくると，そうはいかなくなる。

　IBMとかヒューレット・パッカードみた

いないわゆる日本的雇用制度をとっていた会

社でさえホワイトカラーのリストラをしてし

まった。その結果として，その時は大幅にコ

ストを削減できたが，労働市場がタイトに

なってきて，優秀な人を外に取られないため

にうんと高い報酬を払い続けなければならな

くなってしまう，そういう問題が出てきたと

いうことをウォートンスクールのキャペリな

どが指摘している。

　石田先生がいわれたようなモデルも，雇用

の流動性があまりないような状況で成り立つ

話ではという気がするが，その辺についても

お考えを伺いたい。

　　　　　　　　　　　【石田】　都合のいい

労働者かというと私は

そういう意味でそうだ

と思う。勤勉さという

のはそういうことでは

ないだろうか。ただ私

が問題提起しているの

は，やる業務の申身についてもっと発言しよ

うということである。どうやって個々人の従

業員の同意を取りつけるかということが極め

てやる気に影響してくるのではないか。

　賃金差ということでは，従来の査定幅に

ちょっと色がついたぐらいの格差で十分いけ

る。しかしもっと経営にとって深刻なのは，

個々人が，「わかりました，それおもしろい

仕事ですね」というふうに言ってくれるよう

な仕事をオファーし続けることができるかど

うかということである。さらに，そこに労働

組合がどうタッチできるかとなると，そうい

う労使関係は世界中見渡してもないと思う。

「日本的労働組合運動の新展開」という新し

い方向に少し踏み込む手掛かりを得るなり，

イメージを固める時期ではないかと思う。

　トーナメントモデルについてはご指摘の通

り。ポストが用意できないので，つまりトー

ナメントの列がどんどん短縮してきて当座の

リターンを出していかなければならないとい

う側面も日本の場合の特殊事情としてあるの

ではないか。

　【清家】　木下さんからは，雇用の多様化も

進めていかなければいけない，成果主義的な

報酬処遇体系も進めていかなければいけない

というお話があった。ただその一方で企業に

対する帰属意識だとかあるいは企業に対する

一
体感をどう維持するかという問題がある。

　これも経済学の理論でいえば，年功賃金と

いうのは長く勤めたらいいことがあるという

意味合いがもともとあり，そう思うから企業

は永続的に成長してほしいと思うし，あるい

は自分も途中で辞めない。そういうような形

で組織に対する帰属意識あるいは愛社精神み

たいなものが生まれる。

　　これは一橋大学の尾高名誉教授が，『労働

市場分析』で，年功制度の発生の源泉に遡っ

て考えると，年功賃金は企業に対する帰属意

識を高める，あるいは客観的に言えば離職率

　を低めるといった効果があり，帰属意識や忠

誠心を高めるために導入したものだと指摘し

　ている。

　　その年功賃金を緩め，成果主義的にしてい

　く。雇用が多様化することで理念を共有し得
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る範囲が拡散したり分散したりする可能性も

ある。いろんな種類の労働者が入って来て，

しかも勤続年数も比較的短い人が多くなった

りした時に，理念の共有といってもそんなに

簡単にできるのだろうか。

　多様化や成果主義化を進めるという中で企

業に対する帰属意識とか忠誠心も保っていく，

両方ほしいというのは贅沢なので，どういう

ふうに両者のバランスをとるのか，その辺は

どのようにお考えになっているか。

【木下】　グローバル化なり技術の革新など

の経済・社会の激変を与件として受け入れな

がら，いかに皆でいい仕事をしようかという

ことがテーマである。

　例えば多様化の問題は，もう避けて通れな

い。皆でいろんな人に活躍してもらう，マイ

ナス要素があるかも知れないけれどもいかに

トータルパワーを出していくかというのが工

夫であって，それが人事担当者の考えるとこ

ろである。

　年功主義と成果主義は必ずしも対極にある

のではなく，従来から日本がやってきた年功

主義は，何年か経ったら経験を経て成果が出

てくるから，それに対して給料を払っても誰

もあまり文句を言わないし，本人もそういっ

たことで一生懸命頑張ったわけである。

　ところが今，必ずしも何年かやったことと

その成果とはマッチしないことが起こり，年

功が従業員の不満になってきている。年齢と

いう最も客観的な要素をあえて捨てて，危険

はあるけれどもいろんなネットを張り巡らし

ながら新しい形で，成果に報いようとしてい

るわけである。

　この点はそれぞれの企業の中での工夫であ

り，いくつか工夫を加えながら，要は皆で力

を合わせていい仕事をしていくにはどうして

いくのかといったことを一生懸命考えようと

いうことである。帰属意識，一体感という言

葉があったがこれも一つの現われ方である。

【清家】　神野さんのお話，グループ政策活

動の話と成果主義についてのコメント，組合

の立場から非常にクリアに論を展開されたが，

現在のこういう状況で特にグローバルな競争

をしていく中で雇用を守っていくということ

が組合のボトムラインというか一つの重要な，

非常に大切なテーマになってくる。

　その時仮にそんなに成長が望めないような

状況の中で雇用を守っていくということにな

ると，企業にとっても労務コストは一人当た

りの賃金×雇用者数だから，一人当たりの賃

金をどういうふうに調整するか，どういうふ

うに増やさないようにしていくかというよう

な話が出てくる。

　雇用を守るということを優先するために賃

金やその他の労働条件面で，あるいは企業の

トータルな労務コストという面でどのぐらい

妥協に応じる余地があるのか，あるいはどう

いう条件であれば雇用を守るために賃金等の

条件面で譲ることができるのか，組合の立場

としてなかなか難しい問題であるが，また労

使交渉の手の内を明かすようなことかも知れ

ないが，いかがか。

【神野】　雇用確保は労働組合として第一優

先の課題だということは間違いない。ただそ

の際，雇用か賃金かということで攻めるので

はなく，雇用問題を発生させないためにどう

努力をしていくかということが一番大切であ

る。

　組合員の努力と経営施策がどう噛み合って

いるのかという点を常に労使関係の中で話し

合っていく必要がある。職場実態を組合とし

てしっかり把握し，組合の組上にのせながら

経営者と話をすることが重要。逆に経営者か

らは会社の置かれた状況などの情報もあまり

隠さずに実態をきちんと伝えてもらい事実確

認をしてもらう。

　組合自身も，会社が潰れても賃金を確保す

るのだということは多分言わないが，そうは
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言っても公式のテーブルの上で情勢認識が整

備されないと，安易に組合が簡単に何％下げ

ればということにはならない。

　今，日本ではリストラが多く行なわれてい

るが，この実態をどう考えればいいのか。た

だリストラすることが企業の一時的な利益を

上げる目的にされているのだったらこれは大

きな問題ではないか。

　我々としてはそういう問題を起こさないた

めに常日頃から経営者と協力し，どう今の企

業体質または経営状況をいい方向に導いて労

働組合もその一翼としてどうその力を発揮で

きるかということを努力していく方に私は賭

けたい。

【清家】　所定内賃金をさらに削るかどうか

は別として残業がもう少し減っていくという

形でワークシェアリングが行われて，残業が

減った分一人当たりの収入が減るわけである

が，そのような形のワークシェアリングは組

合としても積極的に提案していくべきではな

いかと思う。

【神野】　そういうことも含めて，連合，自

動車総連の中でも，どういうワークシェアリ

ングの考え方があるかということを今，議論

し始めたところである。ただ単に残業が多い

といって，その企業は多くの問題を抱えてい

るのだということにはならない。長期的に見

た時にどういう状況にあるかという判断をし

なければいけない。

【清家】　主要先進国の中でも日本の時間当

たり賃金率は相当高くなっている。そういう

高い賃金を維持しようと思ったら，理屈の上

からいえば高い賃金に見合う高い付加価値を

作り出さなければいけないということになる。

　そこで先ほどの産業特性の話が出てくる。

つまり高い付加価値を特に生産の現場でつく

ろうとしても，家電産業などではすでに生産

現場での付加価値に対してそう高い賃金を払

い切れなくなり海外に現場がシフトしている。

比較的素人的な目から見ても自動車とか工作

機械とかの産業はまだ電機，家電産業などに

比べると物をつくるところでかなりの付加価

値が出続けている産業なのではないか。

　自動車のもっている産業特性と国際競争の

関係，少しグローバルな展開の中で，当事者

として木下さん，神野さんどういうふうに考

えておられるか伺いたい。

【木下】　労務費の国際比較というのは大変

重要な問題である。問題には二つの側面が

あって，一つは先進国との関係，もう一つは

中国を代表とする途上国との問題である。

　先進国との関係では，日本の賃金はもう

トップクラスである。アメリカ，ドイツはか

なり高いが，それ以外の国は何割か下回って

いる。この何割かというところは，物づくり

や商品の値打ちや品質等々で，要はコスト競

争力以外のところで，大変な努力はいるけれ
　　　　　　しろ
ど何とか努力代はある。したがって，一生懸

命日本の技能集団で物づくりをすれば，その

成果で外国の商品に勝てる可能性がある。そ

こで国内で技能も磨き，技術も開発してやっ

ていこうという話になってくる。

　しかし，例えば賃金をもらっている人の立

場からいうと日本の賃金は世界一だというの

は本当はちょっと語弊がある。労務コストが

世界一だといっても，カナダ，フランス，イ

ギリスの労働者と比べたら，遥かに日本の労

働者の方が貧しい生活をしているというのが

実感であろう。要は日本の円をどう使い勝手

のいいものにしていくのか，あるいは，規制

をもっと緩和して競争してやっていくのかと

いったところが大きな課題である。

　もう一つの中国の話は，今答えが見出せな

い。中国の場合は，賃金が上がってくる気配

が全くない。日本の10倍の人口がある。しか

も優秀な国民だから車がつくれないわけがな

い。

　自動車は決して特殊な産業ではない。ただ
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一つ違うとすれば大変大きな裾野の広い部品

産業をもつ総合産業といえる。自動車を組み

立てる力だけがあっても部品産業がしっかり

育っていないと成り立たないという意味で，

ほかの産業とは若干違うところがある。

　ただ足元では部品産業がどんどん中国へ出

ていっており，今後中国でいい車がつくれな

いわけがない。賃金は多分時間をかければ上

がってくる。韓国，台湾，香港，シンガポー

ル，タイ，インドネシアなどは極めて短時間

のうちに上がったため，それは我慢すれば耐

えられるわけである。ただ中国の問題につい

ては耐えられるぐらいの時間の余裕が我々に

あるのかどうかが，これは懸念を通り越して

恐怖といってもいいぐらいで，それは私共の

産業でもほかの産業と同様に大きな課題であ

る。

【神野】　我々もほぼ同じ認識である。12億

以上の人口がいるということを考えただけで

も，すごい国である。しかも社会主義の国だ

けに賃金が上がる仕組みというのはなかなか

難しいのではないかと考えざるを得ない。

　ただ一方で日本企業が進出している。その

国に行っていろいろ仕事も教えながらいろん

なことをしていることを考えると，働く者に

とっては割り切れない部分も一方ではある。

自らが教えた国と競争せざるを得ないと。

【清家】　成果主義の問題を正面から議論す

ることなしに，これからの労使関係というか

労働組合運動の新展開というのを議論するこ

とはできないのではないか。成果主義という

のは結局，成果をどう評価して賃金に反映さ

せていくかということなのだが。

　議論に出ている一つのポイントは，成果，

評価，賃金には二面性があるという点である。

一つは，あなたはこういう評価だからいくら

という値づけという意味。もう一つは，こう

いう評価あるいはもっと頑張ればこういう評

価になるので能力を伸ばしましょうというよ

うな動機づけの意味。

　4人の方のお話を伺っていると，成果主義

はどちらかといえばこの動機づけというか，

将来に向けた視点からとらえるべきだという

意見が強かった。

　しかし一方では成果主義を導入する際の企

業の思惑はいかに正しい値づけをしていくか，

たくさんいい仕事をしてくれた人にたくさん

払い，そうでもなかった人にはそれなりのと

いう意味合いであった。成果主義のもってい

る値づけと動機づけの二面性をどのように考

えていくべきなのかという点を整理していた

だきたい。

【石田】　清家さんの整理でいいと思う。日

本の制度にビルトインされているエスカレー

ターは定期昇給である。成果主義的な賃金改

革という言い方によって，いかに定期昇給の

部分を削れるかという意味での値づけは非常

にある。

　問題はどう成果を測定するか，あるいはエ

バリュエイトするかというところで，日本の

企業は比較的まだ混迷しているのではないか。

【ウィッタカー】　成果主義は一種の看板と

言える。賃金だけではなく人事問題がその看

板の下に並んでいる。一つは賃金の上昇に伴

う賃金コストの問題，もう一つは意識改革，

どうやって特にホワイトカラーの人にもっと

創造的に働かせるとか，いろんな問題が成果

主義という看板の下で処理されようとしてい

る。

　特に中堅とか中小企業では成果主義ですべ

て解決しようとしている。一つの流行とか

ファッションになっている。

　しかしいかに成果主義を導入しても創造力

が発揮できないような組織だったら無意味で

ある。組合や従業員の立場で言うと，成果が

あがり業績に貢献できた場合は成果主義で大

いに評価してもらいたいという側面もある。

　またいい仕事，創造的な仕事をしたいとか，
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どうやって働きがいが感じられるかという問

題など，成果主義だけではなくて組織のあり

方というものも同等にとらえる必要がある。

【清家】　サラリーマンに能力主義，成果主

義の賃金体系に賛成ですか，というアンケー

トをとると過半数の人が賛成だと答える。も

し人間の能力が正規分布しているとすると能

力主義では半分の人は得をして半分の人は損

をするのだが，それにもかかわらず半分以上

の人が能力主義，成果主義に賛成だという。

　一つの可能性は皆んな自分の能力を過大に

評価しているか，それとも皆さん謙虚で自分

は能力が低いからやっぱりもっと安い方が正

しいのだというふうに考えているかどちらか

だと思う。この点はどのように考えたら良い

のだろうか。

【ウィッタカー】　平均的な人は自分の能力

を上だと思っている。成果主義の危ないとこ

ろは上の20％は自分が上だと思ってそれで報

酬が伴うのだが，そうじゃない人達はどうな

るかという問題である。

【清家】　能力の分布が正規分布をしている

とすればなかなか能力の差はつけにくい。本

当に納得性が得られるというのはかなり大変

である。そこで木下さん，神野さんにお話し

いただきたい。

　公正さを保ちつつ効率性も追究する，皆ん

なが公正なシステムだと考えながら，しかも

そこで効率が上がっていく，そういうような

ことがまずそもそも可能なのか，そしてもし

可能だとしたらどういうことが絶対条件なの

かということを，もう一度お話しいただきた

い。

　多分その中で一つのキーワードは，労使の

間で今企業の状況がどういう状況で，それぞ

れ働いている人の間でこういう格差があるの

はこういう理由だということが共有されるこ

とが，納得性を高めるためには重要であろう。

　特に成果主義を進めていく上で，情報の共

有を具体的にどのように進めていくかという

ことを含めて，公正と効率をどのように担保

していかれるのか。

【神野】　非常に難しい問題だと思うが，ト

ヨタの場合だと，すべてのものをそういう形

にはしてないということである。

　製造現場と事務技術系では，集団で協力し

合いながら能力を発揮するという部分と，

個々が主体的に仕事を進めていくという部分

があり，能力主義を使う範囲は違う。

　物づくりをしていく上では，決して優秀な

人が一人おればすべてがうまくいくというこ

とではなく，8割ぐらいの人が10人いた方が

うまくいくことだってある。そういう部分を

どう残しながらいくかということである。

　成果主義といった時に評価の方法が相対評

価になっている点は疑問である。100％完全

な成果主義だというのだったら，相対評価で

はなく皆んながよかったら皆んながいいとい

うことだってあり得る。

　こうできないということは，その部分をど

うバランスとるかということが必要だという

ことではないか。それからそういうものを入

れていけば入れていくほど，あなたに今一番

やっていただきたいのはこういうことだとい

うような話し合う制度をつくっておかないと，

個人の情報に入らなくなって，評価に納得性

を欠くということにもなる。

【清家】　情報公開ですね。もう一つ関連し

て伺いたいのだが，結果としての成果だとか

業績を問うとする場合に，それを本人が納得

するためには，例えば仕事をするチャンスが

どういうふうに平等に与えられているかとか，

あるいは能力を磨く機会がどのようにきちん

と与えられているかとかということが非常に

重要になってくると思う。

【神野】　まだそこまで労働組合として経営

側に強くものは言っていないが，成果主義

云々というのが強くなった時に，配属の問題

一 82一



などが出てくるのではないか。日本の強いと

ころは企業活動の中で人づくりも含めて個々

人の能力を磨いていくという要素が強いとこ

ろである。トヨタでも人員配置ということで

は，事務系でもサイクルを回しながら配置転

換しながら磨いていく人もいるし，最初の配

属先で専門職的に自分の技術をさらに磨いて

評価をされるのだという2つのシステムを制

度としてつくってきてはいる。いろいろな形

のものをつくりながらその中で働く人がどう

満足するのかというところを模索をしながら

進めているということではないかと思う。

　【木下】　大変難しい，答えが難しいなと思

いながら聞いていた。公正と効率ということ

は大変重要だと思う。ただ成果主義だから公

正と効率が必要というわけではなく，成果主

義を導入する前でも人事考課をやっており，

当然それは公正と効率に基づいているという

ことは言える。

　もう少し大掛かりに仕事の全体を見ながら

やっていこうということであり，それは人事

考課でも同様である。考課の延長線上にある

同じ課題ではないかと思う。

　確かに成果主義といっても結果だけを見よ

うというつもりは全くない。私共の場合，結

果だけではなく例えばプロセスも見るとか，

あるいは能力も重視する，したがってそのた

めに能力開発も重要だとか。先ほどご紹介し

た新三種の神器の2番目にはそういった意味

で長期雇用して能力開発をしていくといった

点がその脈絡の中に入っている。

　こういった点を総合的に勘案しながら，い

かに公正さと効率化を保っていくのかという

ことである。ただ業種が違えば，あるいは当

社の中でも相当最先端の研究をしている，一

種ひらめきで生きる部署もあり運用は異なる。

そういったところには，違う成果主義の入れ

方がある。そういった業務では天才的なひら

めきがいるし，その人には成果を出せば相当

な成果配分をする必要がある。

　当社の場合はそういった仕事は全体の中で

見ればごく僅かな部分で，多くは1人の天才

よりも3人の鈍才がやった方が仕事の成果が

上がるという業務であるから，チームワーク

をとりながらいかに皆んなで成果を上げてい

くのかといったところがポイントになってい

る。

　【清家】　フロアの方からも4人のパネリス

トの方に質問をしていただき，ディスカッ

ションをしていきたい。

　【質問者】（トヨタ自動車：寺本氏）　先生

方のお話は従業員の帰属意識だとかいったも

のが非常に重要で，組合がもう少しポジティ

ブに役割を果たしていかねばならない，と

いったお話だったかと思う。日本の労働組合

がこれからやっていく必要があることが海外

で特にイギリスやアメリカで同じような考え

方が通用するのか，お考えをお伺いしたい。

　【清家】　今のご質問はドーア先生が最初の

問題提起の中で日本の組合に対して株主重視

主義が行き過ぎないように，組合も活動しな

さいとアドバイスされたが，それをイギリス

とかアメリカの組合にも同じようにアドバイ

スするか，という意味ですね。それではまず

ドーア先生いかがでしょうか。

【回答者】（ドーア氏）　もちろん，イギリ

スやアメリカの組合の人達に対しても同じこ

とを言いたい。ところが言ってもしょうがな

い。それは英米では株主利益最大化が経営者

の義務であり，機能であるという考え方が確

立している。そして同時に成果主義が導入さ

れ，給料が市場価値によって決まるべきだと

いうことになってしまっている。

　その一方で資本家の収入と労働者の収入の

格差，そして従業員，雇用者の賃金の開きが

でき，社会における不平等の度合いが進展し

ている。そして，そこから起こる社会問題，

犯罪の問題や貧困の問題がますますひどくな
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りつつある。アメリカは過去5年間に，最低

賃金が少し上がったにもかかわらず，貧富の

差が大きくなった。しかし将来また不景気に

なれば貧富の差が開くばかりではなく，下の

人の収入が大きく下がる可能性がある。そう

いうようなことが日本で起こらないようにと

思って先程お話ししたわけである。

　階級闘争の手段としての労働組合の役割は

もう歴史的に終わっている。いろんな社会問

題に対する組合の見解がどうあるべきかとい

う点が重要である。

　ますます所得分配が不平等になる社会で，

所得分布の中位に近い組合が，トヨタの従業

員もほとんどその中位に近いか，あるいは中

位の上だと思うが，組合員の利益ばかりでな

くて中小企業の労働者，失業者，年金生活者

などの利益を代表することも非常に大事では

ないかと思う。

　厚生年金改正の問題はその良い例である。

社会保障制度の非常に重要な部分なのだから，

医療制度そして充実した年金制度を守るため

に，組合としては行動する役割がある。行動

できる強力な団体は，労働組合以外にないの

だから組合の役割として考える必要がある。

　【清家】　医療保険とか年金といった社会保

障の負担が引き上げられるのが問題なのだか

ら，組合も一緒に政府に要求していこうとい

うようなことに対し，企業経営者がそれを要

求するのは当然としても労働組合はむしろそ

ういう福祉の充実のためには，負担が増えて

もいいというような態度を取ることもあるの

ではないかというのがドーア先生のご指摘だ

と思うが，その辺はどのようにお考えか。

　【神野】　ドーア先生が規定した労使関係の

　3段階説でいう第2段階の労使対決というパ

ラダイムから少し違うところへ来ているので

はないか。もう第3段階なのかなという気が

する。

　つまり労使の対決というよりも，もう少し

違って労使が一体となって何かに向かってい

くということがあってもいいではないか。そ

の例として社会保険料の話を申し上げた。

　あえて言えば，政治との関わり合いも含め

て，働く人の真の生活向上を図る方法がある

のではないかと思う。

【清家1　ドーア先生の指摘のポイントは，

労使が協力して経済を発展させるのはいいと

しても，その再分配のあり方だと思う。分配

のあり方として企業が福祉国家に反対するの

はいいとしても労働組合は福祉国家を進める

方に行くべきじゃないか，だからそこのとこ

ろでは組合と企業で意見が一致する必要はな

いというのが多分ご意見だろうと思うのだが。

　【木下】　ご指摘の点はあると思う。ただ福

祉国家云々ということよりも，要はお金の取

られ方の問題である。保険料というのは我々

の議論が全くなしに上がっていくにもかかわ

らず、企業も従業員も負担をすることになる。

このところをもう少し労使が一緒になって誰

かに対して議論を仕掛けるといったことが

あってもいいのではないか。

　【神野】　政策制度的な問題は企業と共通し

て話し合える点だということについて，以前

から双方とも言葉に出して言うが，実際は一

つになってやれてきていない。ただ消費税の

時は，トヨタ労使，全ト労連の中でもいろい

ろと議論し，賛否両論があった。当時どちら

かというと全ト労連は賛成だが他の税金の取

り方そのものを公正にすべきだとの主張で

あった。つまり社会性の中でそういうものを

どのように考えていくかということも忘れな

いようにしなければと思う。

　福祉的なところを残すということは，当然

我々労働組合としては重きを置かねばならな

いが，ただそのためにどれだけのお金を払え

　るのだということと，その払い方が本当に平

等感あるような払い方になっているかという

　ところも含めて見ないとおかしくなるのでは
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ないか。

　賃金が上がれば比例してすべての人達が払

わねばならず，低い所得の人はそう払わなく

てもいいという構造の中で最低限の保障をし

ましょうということだが，社会の中で共済的

な部分をどう残すかというのもわかるが，一

方では努力した人がもう少し報われるような

ものも残しておく必要がある。

　【ウィッタカー】　戦後の職場の公正と効率

と言ったのは，企業を超えた大きい力学も働

いていたというのが私の見方である。生産性

運動，生産性本部とか，政策の面でも雇用政

策とか様々なことが考えられてきた。労使で

議論するとき，社会公正とか効率といった力

学を忘れがちではないか。もう一度真剣に仕

組みを思い出して改善して同意しなければな

らない。

　日本が今直面している問題に，かつてイギ

リスとアメリカも直面した。経営者に対する

製品市場と資本市場からの圧力が増大し，雇

用関係を大幅に変革したことがあった。大量

の解雇が発生した。もっと違うやり方もあっ

たのではないかと思う。イギリスは労働組合

嫌いのサッチャー政権下で展開していたので

組合潰しという意図もあったかも知れない。

　そうした中で資本市場が表に出てきた。そ

れでコーポレート・ガバナンスの問題が出て

くる。経営者は誰にアカウンタビリティーを

持つべきかという議論も多少あったが，経営

者の賃金が問題になってきた。外部役員制度

の強化や役員報酬を監視する報酬委員会の設

立など株主への説明責任に配慮した組織・構

造ができた。その結果，会長・CEOが関わ

らない別のところで彼らの報酬が決定された。

この動きは多くの企業でエスカレートし，

CEO・会長と従業員との賃金格差が拡大し

ていった。CEOがストックオプションを通

じて株主の利益最大化を推進した。以上がイ

ギリスとアメリカの実態だが，違うやり方も

あるのではないかと思う。

　一方，「従業員は皆な年金を通じて資本家

ではないか。資本家と組合の利害は対立的で

はなく同一ではないか」という議論が一部に

ある。確かに組合としてはある程度の年金を

維持するために投資資金からのリターンがな

ければならないのは事実だが，従業員，組合

員はその年金づくりにしても社会的な参加に

しても仕事を通じてでしかできない。だから

組合は投資の効率についてもっと注意を払う

必要がある。つまり資本市場を通じて自分の

利害を追求するという考えではなくて，「仕

事を通じて賃金を得る。社会的に参加する。

年金をつくる。」といった認識をしっかり持

たねばならない。経営者の方がROEと言っ

ても，どうやってROEかを実現させるかと

言えば，それは従業員が作り出すものである。

　雇用関係がいかに大事であるかという点を

しっかり認識して議論すれば，日本ではイギ

リスやアメリカと異なった展開を期待できる。

　【質問者】（関西産研：香川氏）

　雇用の確保の問題についてお尋ねしたい。

雇用確保の前提として正規の従業員の雇用確

保を前提としてお話しされたと思うが，その

間題が雇用の多様性とセットになると正規従

業員以外の方々の雇用確保というのはあまり

考えられていない。これまでの慣行として

パートだとか派遣だとかあるいは期間工の

方々が先に首を切られ，解雇されるという

ケースが非常に多いと伺っている。そうする

と雇用形態の違いによってあなた不幸な人，

私幸福な人という形になりがちだと思われる

けれども，そういうのが社会的公正という点

からはどう考えるべきか。

【木下】　パート，派遣あるいは期間従業員

の人は，期間を区切って働いていただくわけ

なので，それは雇う方にもメリットがある話

である。また多くの場合は働かれる方の側も，

例えば半年，期間従業員をやって後の半年は
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何かをしようとか，そういった個々の人生の

目標を持った方もいる。すべてがそうだとす

ると，これはもう両方ともハッピーで今おっ

しゃったようなことは単なる懸念に終わるわ

けだが，そうではなくて本当に働きたい，長

期で働きたいが働けないという人がいること

も事実である。

　できる限り社会的な公正ということは念頭

に置いていろんな施策が必要だというところ

は否定するところではない。ただ同時に考え

なければならないのは，グローバル化の時代

で相当な国際競争をやっていることである。

国際的に見て成り立っていけるような企業で

あり働き方でなければならないということも

片一方で事実である。

　雇用を守っていこうという気合いだけでは

長続きしないし，経済合理性のないものは長

い目で見れば無理をしてこの世からは消え去

らざるを得ないというのも片一方の現実であ

るので，そのあたりのバランスをどう考えて

うまい施策をとっていくのかということが，

我々だけではなく国全体にも課せられた大き

な課題である。

　【神野】　組合側から言うのも非常に難しい

問題という気がするが，今自動車総連ベース

で多様な働き方についての検討をしようとい

う動きになっている。その中では短時間勤務

なりいろんな勤務形態がこれから将来を考え

た時に考えられるとしている。ただその時に

企業側としてどこまで受け入れられるかとい

う話と，実際にそれを運営した時に職場にど

ういう混乱が起こり得るのかなど，いろんな

ことを考えてみなければならない。

　　どういう形のワークシェァリングをするか

ということによってもかなり考え方が違って

　くるのではないか。

　【清家】　日本は本当に資源がない国である。

では何でこんなに豊かな生活が送れているか

　というと，それは人的資源が質，量とも豊富

にあったからだと言う他ない。

　会社人間というと語弊があるのかも知れな

いが，日本がこれから本当に今までどおり豊

かな社会である続けられるかどうかは，一人

ひとりが仕事を見つめ直すというか，労使で

仕事というものをもっと深く考えていくとい

うことが非常に大切だと思う。

　それと同時に一人ひとりの能力が高まって

いく中で，高い能力の人達にどううまく納得

して働いてもらうか，そして組織をうまく動

かしていくか。公正と効率を両立させる一つ

の方法として労使間の協議を通じた効率性の

アップが重要な課題ではないかとの指摘は，

非常に示唆に富んでいると思う。

　客観的に見てもトヨタ自動車ないしはトヨ

タ自動車グループが日本の競争力そのものを

規定している部分というのは否定できないと

ころがある。

　トヨタの労使の方々が，協議というと

ちょっと非常に狭い定義かも知れないが，広

い意味での情報共有を通じて一人ひとりの能

力を高めtまた高まった能力がいかに有機的

に活用できるようなシステムを作り上げてい

くことができるかどうかが，我々がこれから

も一人ひとり豊かな生活を維持していくこと

ができるかどうかの一つのキーになっていく

のではないかと思う。

　4人の方々から非常に示唆に富んだお話を

伺い，また質問，議論を通じてそれを深めら

れたことは大変勉強になったし，改めてこの

4人のパネリストの方々に感謝したい。

　また様々な良い質問をしてくださったフロ

アの方，そして何よりも冒頭に，ある面では

非常に挑戦的な問題提起をしてくださった

　ドーア先生にも改めてお礼を申し上げて，こ

のパネルディスカッションを終わりたい。

　　　　　　　　　　　　　（文責：事務局）
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自動車の新しい販売戦略

店舗マーケティンクノウ八ウ集『㎜について

1．世の中で「知恵・ノウハウ」が注目され

　ている

（1）知的財産としての「知恵・ノウハウ」

　・従来の経営資産としては，「ヒト」，「モ

　　ノ」，「カネ」というリアルなものが代表

　　とされていましたが，今後はこの3つに

　　加えて，バーチャルな資産，「ブランド」，

　　「情報」，「知恵・ノウハウ（＝世の中でい

　　うナレッジ）」というものが大事な資産と

　　して取り上げられるようになってきまし

　　た。

　・この背景としては，他業態も含めた競争

　　の激化，ビジネスとしての活動範囲の拡

　　大という経営環境の中で，IT技術の進

　　展による情報伝達スピード，展開力を活

　　用しながら，「人や会社組織が持ってい

　　る知恵・ノウハウと3つの経営資産を有

　　効に結びつけながら，いかにして経営の

　　効率アップ・スピードアップに結実させ

　　ていくか」，「すべての業務を0（ゼロ）ス

　　タートではなく，いかにある段階から次

　　の段階へとレベルアップさせていくか」

　　という問題意識があると考えられます。

（2）　「知恵・ノウハウ（＝ナレッジ）」を組織

　で有効活用するナレッジマネジメント

　・このような問題意識に基づいて，各企業

　　で「ナレッジマネジメント」という取り

　　組みが行われるようになってきました。

　　販売現場でのノウハウを対象にされてい

　　るものや，広告のプレゼンテーション等

　　スタッフ部門の各種ノウハウを体系的に

　　まとめ，誰もが活用できるようにしてい
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る取り組みまで各社の業態や方針で決定

されているようです。

・ものの本によれば「ナレッジマネジメン

　ト」とは「単に知恵，ノウハウ＝（ナレッ

ジ）を集めて管理すること」ではなく「一

定のポリシーのもとに情報を集め，取捨

選択することにより管理された知恵・ノ

　ウハウ（＝ナレッジ）を社内外の関係者

に活用してもらい，それぞれの業務のレ

ベルアップに貢献できて意義があるこ

　と」だそうです。

・我々の「THINK」はスタートしたばか

　りで，当然そのレベルには達していませ

　んが，「思い」も含めてお話しさせてい

　ただきます。

2．「THINK」について

（1）　「THINK」設立の背景

　・「THINK」とは「Tenpo（店舗）」，「Hito（人）」，

　　「lnformation（情報）」十「Knowledge（知

　　恵・ノウハウ）」の頭文字をとって，名

　　付けたものですが，自動車販売における

　流通施策の中で，お客様との接点として

　の「店舗」の重要性が一層高まる中，

　　「オールトヨタの店舗を強化する」こと

　　を目的に企画しました。

　・「店舗を強化」するためには，販売店本

　　部の企画スタッフの方々もさることなが

　　ら，店舗を実際に運営する店長に今まで

　　以上に店舗マーケティングに関する情報や

　　ノウハウを提供していく必要があります。

　・しかし，一方で店長にはなかなか，他の

　　お店に行く時間はないし，我々メーカー

　　に販売店の店長を捻らせるような現物，

　　知恵・ノウハウもあまりない。

　・というところで，考えたのが「全国にあ

　　る販売店店舗マーケティングに関するノ

　　ウハウを収集・整理，IT技術を活用し

　　全国の販売店で活用してもらう」ことで

　　した。

（2）具体的活用のイメージ

　・全国の販売店店舗で実際に行われている

　　ノウハウやTMCから販売店へ展開した

　　マニュアル・VTRの類，異業種の中か

　
　㎜
㎜
　

曾
錫
鷺
咲
伊

ーコ：：：：：：：：：r　
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　ら，特に店舗マーケティングに関する部

分を中心に今年から全国販売店本部十

5，700店舗へ衛星通信ネットワークを活

用し，情報発信を開始しました。

・発信内容として，特に今年のスタートに

あたっては「店舗」を中心としています

が，将来的には「ヒト（＝マネジメント

　ノウハウ）」，「惜報（＝顧客情報を活用

　したマーケティングノウハウ）」，「バ

　リューチェーン」とコンテンツを拡大し

ていきたいと考えています。

・衛星通信ネットワークでの5，700店舗ま

での展開とあわせて，仕組みとして心が

けたのは「TMCからの一方的な情報提

供に終わらない」ということでした。こ

の部分については，活用していただいて

いる販売店本部，店長の方々からのご意

見，ご要望等が我々「THINK事務局」

に入ってくるように，フォーラム機能

　　（活用者からの意見書き込み）やメール

　　機能（事務局直通）等の双方向での情報

　　交換機能を付加してあります。

（3）今後の取組について

　・「THINK」は今年の夏から本格的にス

　　タートしました。かなり認知していただ

　　き，活用していただけるようにもなって

　　きたと認識しています。が，まだまだ店

　　長を含めて，「活用していただき，ご意

　　見をいただき，ノウハウのスパイラルアッ

　　プ」をして「店舗の強化」に結びつけて

　　いかなければいけないと考えています。

　・そのためには，発信内容を充実させるこ

　　とはもとより，全国販売店の方々がどの

　　ようなニーズをお持ちであり，どうすれ

　　ばよりわかりやすく，読みやすくなるか

　　を常に考え続けながらレベルアップする

　　よう推進していきます。

　〔トヨタ自動車㈱国内マーケティング部〕
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「定常型社会」

一新しい「豊かさ』の構想一

広井　良典（千葉大学法経学部助教授）著

岩波書店　刊（2001年6月）　700円（税別）

　「定常型社会」とは「経済成長を絶対的な目

標にしなくても十分な豊かさが実現されていく

社会」，つまりゼロ成長の社会であると著者は

定義する。これからの社会は需要が飽和状態に

達し，経済成長に代わって環境や福祉が重視さ

れ，自立した個人の生き方が求められる。

　さらに「定常型社会」を2つの側面から定義

する。1つは，物の消費から情報の消費への移

行が進む「物質・エネルギーの消費が一定とな

る社会」，もう1つは，たとえば自然，コミュ

ニティ，伝統などの「変化しないものにも価値

を置くことができる社会」である。そして，定

繍

羅

拶麹ず麗凌
姦謝縛家瀦会
　を灘求する
量ヒ　　　　　　1｝　・　’s　　　乱

常型社会は「高齢化社会」と「環境親和型社

会」とを結びつけ，持続可能な福祉国家，福祉

社会を作り上げる重要なコンセプトであると説
く。

　本書は，「成長」や「拡大」に慣れ，それを常に

追求し続けてきた我々に新しい時代の「豊か

さ」とは何かを考えるきっかけを与えてくれる。

「俺たちはこうしてクルマをつくってきた」

一証言・自動車の世紀一

日本経済新聞社　編

日本経済新聞社　刊（2001年8月）

　本書は，戦後の日本自動車産業を動かしてき

た，自動車メーカー，部品メーカー，ディー

ラー，労働組合，行政機関など全部で19人のイ

ンタビューで構成されている。

　トヨタについては豊田章一郎氏，奥田碩氏を

はじめ4名が紹介されているが，類書も多く目

新しさはあまりなく，むしろ，それ以外で見る

べきところが多い。

　ホンダの川本信彦元社長「ホンダはレース屋

ではない。レースは技術者育成の上で意味があ

667円（税別）

る。」

　日産労連の清水春樹元会長「労使の成功体験

がおごりの風土を生んだ。」

　マツダの巽外夫前会長「外国人トップでない

と再建はかなわないと腹に決めた。」

　デンソーの石丸典生元会長「カンバン方式の

最大のメリットは材料メーカーから自動車メー

カーまで緊張の糸をつなぎ続けたこと。」など

など。各分野で活躍した人たちの言葉だけに一

言一言に重みが感じられる。

　中でも，「トヨタは部品メーカーに厳しいが，

温かい。日産は優しいが，冷たい。」部品メー

カートップの言葉として紹介されているこの言

葉が象徴的である。
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「定刻発車」

一 日本社会に刷り込まれた鉄道のリズムー

三戸　祐子（経済ジャーナリスト）著

交通新聞社　刊（2001年2月）　1848円（税別）

　日本の鉄道の時間の正確さは世界に冠たるも

のとされている。なぜ，日本の鉄道は定刻どお

りに運行されるのか。著者は「日本社会の時間

厳守の風潮は大都市と鉄道の二人三脚によって

作り上げられた」と説く。

　この本を読むと，列車の運行が工場のライン

運営とダブってくる。時刻表を作るときには，

試運転をして現場のデータを重視する。これは

基準時間設定の手続きと似ている。遅れの最大

の要因は駅での乗降時間。そのため，駅や列車

運転に撹乱要因を取り除くさまざまな工夫がな

されている。また，遅れてもすぐ回復できるよ

うにするために，待避線を設けるなど線路をで

きるだけ細切れにする工夫がなされたりする。

　仕組み作り，異常処置などの面で，意外に鉄

道運行と製造業のライン運営に共通項が多いこ

とに驚かされる。鉄道の知恵と製造業の知恵を

相互に交換することにより，さらなる改善につ

ながるヒントが，この本には隠されているよう

な気がする。

　勢ヲーマン艦籏乃謬

齢趨礎繍も＾籍壌壌ll！

「サラリーマン社会小事典」

松野　　弘（日本大学文理学部教授）編著

講i談社　刊（2001年8月）　840円（税別）

　長年，大学で産業社会論，企業と社会論，サ

ラリーマン社会論などを教える編者が，現役サ

ラリーマンを含む7人のメンバーとともに執筆

した事典である。事典とはいえ，本の体裁は新

書であり，読み物としても興味深い項目が多い。

　そもそもの出版の目的がサラリーマン社会を

知らない学生を対象としたものであるが，1項

目が2ページ前後で簡潔かつ平易に解説されて

おり，いわゆる経営学辞典のように形式ばるこ

となく，先輩が後輩に手ほどきするがごとく各

筆者の感想も交えながら説明している。

　「ROE」「アウト・ソーシング」「インター

ンシッフ゜」「加点主義」「過労死」「カンバン方

式」「企業フィランソロピー」「コア・コンピタ

ンス経営」「三六協定」など全部で180項目あま

りを説明しており，こんなことを今さら聞くの

は恥ずかしいという人にとっては格好の書物か

もしれない。表や図解があればもっとわかりや

すい本になったのにと惜しまれる。
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世界の中の日本
　　　　　～人と人を結ぶ音楽の力～

　　　　　　　　　　　　　　　たか　あつ
フォルクローレ奏者，木下尊惇氏を迎えて

全ユニー労働組合

若　松　真理

　「『殻の外へ踏み出そう』のテーマで企画

を立てて下さい」と第1回産政塾で言われた

時に，正直，？のマークが頭を駆け巡った。

テーマに沿った内容ならば，イージーに海外

に行けば何とかなるかと考える。しかし，残

念ながら産政塾は「予算が少ない」「時間が

ない」というないないづくしであった。私た

ちももう少し若ければ（せめてあと10歳位は

・・ ）想像力があり，やりたいことが湯水？

のように出たであろうが，サラリーマン稼業

が長くなると仕事以外の発想が想い浮かばな

くなるといった体たらくである。それでも何

もない想像力を駆使し，何とかテーマを決め

た。しかし「実現可能かどうか」は二の次で

あったため，私たちA班が担当する第6回産

政塾開催の日程が刻一刻と近づいてくるに

従って，何も進まない状況に焦りが出てきた。

焦りはすれど動こうとはしない私は5回目の

時に同じA班で出席した2人に対して『お願

いだから何か企画を出して～！』と，相変わ

らず動かない代わりにとりあえず叫んだ。そ

のような悲惨な状況を救ったのは中部電力の

梶川さんだった。「国際化という切り口なら，

大学時代のコネを使えば面白い人がいるけど

・・」とフォルクローレ奏者，木下尊惇氏を紹

介された。確か産政塾では毎年「国際化」の

切り口で企画を行っているはずだ。これは何

と的確な人選であろうと早速私たちはその案

に飛びついた。

　当日会場となった「リトルワールド」は曇

りだった。しかもこの場所は山の上である。

天候への一抹の心配が私の頭をよぎった。し

かし私は「晴れ女」である。誰がそう言った

わけではないが，私の参加する活動（特に外

の）については生まれてこのかた30ン年（い

かん，年がバレる！）雨になったことがない，

もしくはすぐに回復をしている実績がある。

何の根拠もない自信を持ちつつ第6回産政塾

は始まった。

　まずリトルワールド本館において，職員の

方に施設が出来た過程から今までの歴史につ

いて説明があり，他にも保存してある資料に

ついて部屋（歴史や地域）ごとに詳しい説明

をされた。時代の変化やプライバシーの問題

などで今や収集できない物も保存されており，

ただ楽しむだけでなく文化人類学上貴重な施

設であることを改めて認識した。その中には

今まで私が行ったことのある国々もあり，旅

行のことを思い出しながら懐かしくそれらを

見学した。

　この後，野外施設を見学することになった

が不安は的中し，館を出ると大雨と雷が鳴る

一 92一



状況であった。ひどい大雨に「晴れ女」もさ

すがにこの時はどうなるかと思ったが，昼食

を終えた時は晴れ間が見えてきた。施設につ

いては出来た当時には珍しいものだったであ

ろうが，日本人が世界を闊歩する時代におい

て，随時，展示以外の国々を取り入れていく

必要があるのではないかと感じた。

　見学の後に今回のメインである，木下尊惇

氏の講演及び演奏会がリトルワールドの会議

室で行われた。南米の民族音楽フォルクロー

レとは？正直いって私は最初その言葉を聞い

た時ピンとこなかった。ケーナなどの一部芸

能人が愛好している楽器のことは思い浮かぶ

が，木下氏がおっしゃる通り多分「コ≧ドル

は飛んでいく」の曲のイメージが一番適当で

あろうと思われる。木下氏の演奏するフォル

クローレギターの音は心地よく，何だかんだ

言いながらもリトルワールドの施設を堪能し

た（私だけ？）後には子守歌のように心地よ

く響いた。しかし，ここで寝ては何のために

ここへ来たのかわからない。体は起きつつ透

明な音色に心をふにゃふにゃにし演奏に聞き

入った。その後木下氏との夕食懇談会を含め

た時間で，失礼ながらメジャーとは言えない

音楽との出会いについてお話を伺った。音楽

との出会いは偶然であったようだが，それに

一生関わるとは氏自身考えなかったようであ

る。そこで私が考えたのは木下氏のマイペー

スな生き方はどのような成り立ちが基にある

のだろうか？ということである。講演の中で

芸術家である木下氏の父親の存在が，木下氏

の言葉の端々に感じられた。木下氏は好きな

音楽の道を選び，結果それによって名誉やお

金を得ることが出来るような状況下にあった

ようだが，それに対して「欲に縛られず，本

当に自分のやりたいことをやる」ことを忠告

された父親に従った。私を含めた多くの人間

が自分のやりたいことよりも本来実体のない

「欲」というものに縛られている中で，自分

の生き方を貫くことができることを羨ましく

思った。

　この数時間の講演会で奥深いフォルクロー

レの魅力が全て理解できたわけではないが，

少なくとも南米に対する音楽や人に対する興

味が出てきたのも事実である。最近，通勤途

中の金山駅で南米の音楽のようなものを演奏

するグループがある。その度にまだ見ぬ国に

想いを馳せる。訪ねる機会があれば，その時

には多くのフォルクローレの音色を感じよう

と思う。

　最後に

　実はこの企画を行った梶川さんもギターを

弾かれるということで，懇親会では木下氏と

の競演を期待していたのだが，残念ながら今

回行われなかった。是非いつか梶川さんの生

演奏を聞けることを期待しつつ第6回産政塾

を終了した。
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より 産政塾活動報告

　第12期産政塾は，第6～7回の会合を行いました。

　第6回は7月19日に，犬山のリトルワールドでフォルクローレ音楽家の木下尊惇氏を講師に

迎え，「世界の中の日本一人と人を結ぶ音楽の力～」をテーマに，木下氏の半生を振り返って

のお話を伺い，それに加えてライブ演奏も聴かせていただきました。ボリビアでの生活，家族

（父，姉，義兄らの影響），国際的な相互理解についてなど，ところどころに演奏をはさんでの

講演は，まさに心に染み入るものでした。

　第7回は最終回，第12期の産政塾の閉塾式を行いました。

　藤岡町の全トヨタ労連研修センター「つどいの丘」において，1泊2日の日程で実施された

今期の締めくくりである閉塾式では塾長である植本理報からはなむけの諜と記念品をい

ただきました。その後，グループディスカッションでは，半年あまりの活動を振り返って，自

分たちの受けた感動を語り合いました。それから，夕食懇親会，2日目のレクリエーションと，

終始和やかな雰囲気で今期の産政塾を修了いたしました。

　塾生の皆さん，お世話になった講師の方々，派遣くださった上司・関係者の皆様，誌面をお

借りしてお礼申し上げます。本当にありがとうございました。

第12期産政塾実績

開催日 内　容　　・　講　師

第1回

1月16日

開塾式
塾長講話　植本俊一理事長
自己紹介グループディスカ ダ覇済細会館，階ホール（細市）

第2回

3月29日

ユニバーサルデザイン研究家　清水茜さんを招いて

圃棊フ漏嶽ラ鐸算撹強とグランシ。プ醐市）

第3回

4月19日

あいち健康の森，健康プラザを訪ねて
「・・代か・の鯨づくり～自身の健康喰え2篠康プ。ザ（大府市）

第4回

5月17日

ユニバーサル・スタジオ・ジャパンを訪ねて
「21世紀型エンタテイ 蓑ン蝶警瀞嚢蕩。オ．ジ。パン（大阪市）

第5回

6月21日
慌羅離懸望熱器棄響舳市）

第6回

7月19日

フォルクローレ音楽家　木下尊惇さんを招いて

「世界の中の日本一人と会を獄蔑鶴硫！、トルワールド（犬山市）

第7回

8月24日

閉塾式
塾長講話　植本俊一理事長
グループディスカツ誌茎，。タ労連研修センターつどいの丘（醐町）
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第6回

講師の木下尊偉良
懇親会にて

閉塾式

植本塾長よりはなむけの言葉 グループディスカッションで和やかに

2日目のレクはテニス，一同お疲れモード？
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ごよvJ

8月7日

8月24日

9月26日

10月4日

10月9日

⑳q1急胡照f－．i．P月31、辟で9）葺…蛎軌

平成13年度調査研究

　「少子高齢社会における企業と地域社会の共生」

　　　第3回専門委員会

第7回　産政塾

　植本塾長を囲んで，今期の閉塾式を実施

国際シンポジウム（名古屋国際会議場）

　「日本的労働組合運動の新展開一21世紀のシナリオー」

　　　基調講演

　　　　　ロンドン大学名誉教授　　　　ロナルド・ドーア氏

　　　パネルディスカッション

　　　　パネリスト

　　　　　ケンブリッジ大学教授　　　　ヒュー・ウィッタカー氏

　　　　　同志社大学教授　　　　　　　石田　光男氏

　　　　　トヨタ自動車㈱常務取締役　　木下　光男氏

　　　　　全トヨタ労連会長　　　　　　神野　　進氏

　　　　コーディネーター

　　　　　慶応義塾大学教授　　　　　　清家　　篤氏

会計監査

　　（第13期　平成12年9月～平成13年8月　決算監査）

平成13年度調査研究

　　「少子高齢社会における企業と地域社会の共生」

　　　第4回専門委員会
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編集後記翻慧灘雛翻罎灘難霧灘灘灘灘羅騨i
　ITバブルの崩壊に追い討ちをかけるようにアメリカで同時多発テロが発生した。懸念された世界景

気の失速も，アメリカをはじめ先進各国財務当局の努力によって何とか回避する事ができた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しかし依
然として世界景気は不安定な状況にあり，日本経済さらには雇用情勢の先行きを楽観できる材料は少な

い。ここしばらくは，労働力の買い手市場が続くということである。今回は，「エンプロイアビリ

ティ」を特集した。企業の枠を超えて人材のアセスメントを行うコンサルタントや，人材派遣・採用の

支援を行う企業湖究者にご纏をいただき，働く者の立場から労働市場第一線の厳しさを正しく捉え

るとともに，労働政策を巡る制度政策改革に向けての示唆を得ることにした。また，今回号では，9月

に盛会の内に終了した「国際シンポジウムー日本的労働組合運動の新展開一」の概要を紹介している。

ご協力いただいた関係各方面に改めて感謝するとともに，広く労使各位の参考になれば幸いである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（願興寺胎之）

　先日車に乗っていて聞いたNHKラジオでの話である。イギリスやアメリカの企業のオフィスでは，

「お茶の時間」がさかんになっているという。お茶（紅茶）の習慣が生活の一部になっているイギリスで

は，オフィスでもお茶入れ専門の女性がいた時代があったそうである。それが企業のコスト意識やあら

ゆる競争激化への対応から，そのような人を雇用することをやめ，オフィスにおけるお茶の習慣も立ち

消えとなっていたのに，復活する動きがあるというのだからおもしろい。

　お茶（緑茶紅茶，コーヒー）の効用は古くから様々に言われているが，目が覚める，ほっとするな

どの単純な効果が見直されているのだという。また，通常ではお茶が出ないオフィスでホスト自らがゲ

ストに対してお茶を入れることが最大のもてなしとなっているそうだ。ちょっとした連絡でさえも，隣

の席の人にさえも，メールを送ることが当たり前になっている今，お茶を囲んだちょっとしたおしゃべ

りで職場の雰囲気が明るくなったとの報告もあるという。まさに，トフラーの言うハイテック・ハイ

タッチの世界である。以前と違うのは，専門の人がやるのではなく，自然発生的にいろんな人が自分だ

けではなく他人にもお茶を入れてあげるのだという。

日本の職場でお茶が出なくな・たのはu・つ頃からであろうか。我が中部産政研では，　fO一茶が出るし，

時には顧問と理報を囲んで話を聞くこともある．艦いことだ。　　　　（矢辺憲二）

　名古屋大学の野依良治教授が，ノーベル化学賞を受賞された。アフガニスタンにおける戦火の拡大を

はじめ暗いニュースの多い中でイチロー選手のメジャーリーグでの活躍，高橋尚子選手の大記録樹立と

並ぶ明るいニュースである。

　思うに，学問の成果を産業に利用しようとするとき，特に国公立大学においては常に公務員規程や職

業倫理の問題が足かせになりちょっと目立った活躍をしようものならおそらく周囲からのたれ込みでも

あるのだろうか，贈収賄事件に発展し，その研究者の成果を台無しにしてしまうというようなことが

柱々にしてあった。そのため，研究者はあと一歩のところを逡巡してしまい大きな成果を上げそこなっ

たり，折角の成果が産業界に利用されずに眠っているということもあろう。

今回涛輔でご寄稿いただいたTL・の倉U設によって産学協同のシステムがうまく機能するならば，

野依教授の研究をはじめとする先端的な研究の成果が産業の発展，人間社会の進歩に結びついていく足

がかりになるのではないだろうか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（上中健人）

　第12期産政塾が終わりました。

を撫謄り準備を始めて・’nの開塾・以降月1回のペースで会合をもち法・・月末に閉塾式

　平均30歳そこそこの，顔も合わせたことのない若者たちが22名，いろんな業種から集まり，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回を重ね
るなかでそれぞれの個性が顔を覗かせ，まさしく多士済々，塾生のみなさんと会うのが本当に楽しみで

した。事務局自身も1年生で，塾生とほとんど同じ感覚で産政塾を経験し，そこで発見，感動を味わえ

たように思います。産政塾に関わったすべての方々にお礼を述べたいと思います。本当に有難うござい
ました。

　塾生の皆さんの今後の活躍を期待しつつ，自身も負けじと頑張る所存です。　　　　　　（安井孝一）
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個人長期生命共済（疾病・災害・特定疾病医療・介護保障特約付）
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日常のけがや病気からガンまで。

入院・通院・手術・高度先進医療費用など幅広く保障。

灘毒加入コース醗囎認騒韻戯鯉
一　　．＿一　．＿■■■　　■

病気・けがによる入院1回が5日
以上のとき、5日目から180日
分まで。全契約期間を通算して

75Q日分が限度。

■．■．

日額
　　　5，000円

日額

　　7，000円
日額

10，000円

病気・けがでの手術の種類に

応じて、入院日額の最高40倍
を保障（全労済所定の手術）。

1回につき

20・10・5万円

1回につき

28・14・7万円

1回につき

40・20・10万円

　　　　1■■．璽1．淵曜矯昌．1．

　■■■■■1

　翌術1彊唱．

　　　　　　　　　　　　　
一嘘膿謳．廻雷　篠評沓騎飴饗讐奨院　　　　　國　圏匠II題1目ぎ　　　日額の60倍の見舞金をお支払い　　　　　　　　　　します。

圏間院1覇胴唱謹

30万円 42万円 60万円

＿腿院副一■甑離「こ廷蟹搾罐9。■醜1院旧腰巴ヨ鑛芒撃7雛臨留崖1％）・
日額
　　1，500円

日額

　　2，100円
日額

3，000円
一蹴後／脚一臨認繍、耀難認難　　　　　　　　　　　日分を保障〔入院日額の30％）。　　　　　　　　　　通算して750日分が限風．

日額

　　　L500円

日額

　　2，100円

日額

3，000円
諦羅医麟離離雛歪攣旨己鵬置匿置個口冒　負担となる技術料相当分を入院　　　　　　　　　　日額の200倍を限度として保障。

最高100万円 最高140万円 最高200万円

翻號醗群難蹴・ 50万円 50万円 50万円

ギノ
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事
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● 介護用ベッド購入などの初期費用、

介護サービス利用などの

自己負担分をしっかりカバー。

国剛鞭監灘懸鱗
N90，000円
　　　　　　　　　【1回限り】

介護共済金が支払われるとき、または公的

介護保険で要介護認定（要介護1以上）

を受けたときにお支払いします。
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三大疾病と診断されたら、　　　　．1

最高100万円。

入院・手術・長期入院は

基本プランの倍額保障。

退院後の通院保障も延長されますB

三大疾病と
診断されたとき

50万円

　　十
日額5，000円

手術したとき

基本プラン
1雇につ倉．手

20・10・5万円

　　II
4ゆ20⑩万円

長期入院したとき

．一三遜ヲi一

　　十
　30万円

　　1，
　60方円

●介護保障特約は、基本rフラン（入院日額3．000円t乳ヒ）1こ付帯してrの契約となります。

　癌20歳から満65歳の方が付帯できます。

　介護保障特約だけに加入することはできません、

●分護保障特約は、加入者が任慮で付けることができます。

　加入者一人につき1契約となります。

　響分護状態とは「寝たきり」まEはr痴呆」により分議が必藝となっ芝状態をいい、

　医師の診断により呈労済が認定します。ただし．公的分譲保険により加λ者が讐分護認定を
　受けた場信｝は．悪骨護3臥上のとき、所定の悪介護紫態になったと＆なしまiす。

退院後に通院
　　したとき

基本方ンの退院後
通院保障の支払日数

　の限度を延長

　X・「上皮内ガン」および「反膚の悪性黒色履以外の皮膚ガン」を除く。

●特定疾病医療特約は基恋フランに付帯しての契醐となりまず。

　特定疾病医療特約のみに加入ずることはできません。
●特定疾病医療特約は加入者が任窟で僧けることができ．

　基恋フランと同額コースへの加入となります。
＊特定疾病医療特約の退睨後通院共済金は支払対象朗間が2年．
　支払限度日戯が基本フランの退睨後通院共済金と曾わせて120日分となります。

　なお通院1日について、甚本7ランの退院後通院共済盆と退院復特定疾病通院共済金
　は重複して支払いません。

1

保障のことなら・・済蠣利を・的・・な・脚生・とし・共済愛知県本部
　　　　　　　　　　　　事業を営み闇合員の皆さまの安心とゆとりある暮らインフォメーションセンター
　　　　　　　　　　　　しをめざしていまe．，すでに組合員は全国で1．380万人。TEL　O52－683－6031

　　　　　　　　　　　　出資金をお支払いいただいて各都道府県生協の〒菊卜聞30名古屋市熱田区金山em1－12－7

全国労lthg共，g生Xthfit胎ffSe　組合員になれは、各種共済をご利用いただけますc　http：1／www．　zenrosai．or．　jp〆

線合医療共済の契約期間は「5年］または「↑0年」から選択できます、．

契約を更新されますと満SOtsまで保曄が繕続します．

また，満55歳から満65歳の方で新しく加入される場合は

満80歳までの長期契約をおすすめしています、
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